
 

【会合】 

第 18 回法整備支援連絡会 

国際協力部長  
阪 井 光 平 

 
第 18回法整備支援連絡会は，平成 29年１月 20日（金）に，大阪市の当部国際会議場を

メイン会場として開催された。当日のプログラム，講演者・報告者の略歴及び会場でなさ

れた発言は，後掲のとおりである。なお掲載した各発言は，全体の意味を損なわない範囲

で一部を省略し，表現に変更を加えているので了承願いたい。 
 今回の連絡会は，「法整備支援の回顧と展望－ベトナム法整備支援プロジェクト開始 20

年を機に」をテーマとして開催された。文字どおり，我が国における実質的な法整備支援

事業が開始されて 20年経過したこの時期に，これまでの活動を振り返り，今後いかにある

べきかを共に考ることを企図したものであった。 
 全体を３部に分け，第１部は，ベトナムにおいて日本側の活動に深く関与した前司法大

臣ハー・フン・クオン氏と，ベトナムにおける法整備支援，ひいては我が国の法整備支援

の創始者と目される森嶌昭夫名古屋大学名誉教授の講演を軸に，クオン前大臣と同様の立

場にあるティン・チュン・トゥン司法省前次官，黎明期に長期専門家としてベトナムに赴

任した武藤司郎弁護士，ベトナムの経済・産業事情に詳しい三浦有史日本総研調査部上席

主任研究員によるディスカッションから構成された。第１部では，ベトナムにおける法整

備支援の始まりと展開が俯瞰された後，ディスカッションでは，ベトナムに対して我が国

がこの分野でなしてきたことが，現在，特に現地での日本企業の活動等にどのように反映

されているのかなどについて議論がなされた。 
 第２部は，ＪＩＣＡの長期派遣専門家として，ベトナム，カンボジア，ラオス，ミャン

マー，モンゴルに赴任した経験を持つ，検事及び弁護士が，松尾弘慶應義塾大学大学院法

務研究科教授のモデレーションの下，当地での自らの経験について語り，今後各国に対す

る法整備支援，日本の法整備支援全体がどのように展開されるべきなのかについて議論が

交わされ，それらに対して，矢吹公敏日本弁護士連合会前国際交流委員会前委員長，横田

洋三法務省特別顧問からコメントが発せられた。 
 第３部では，法整備支援のアクターである，ＪＩＣＡ，日弁連，特許庁，ジェトロアジ

ア経済研究所，そして当部が，他機関との「連携と協調」の観点から，日々の活動につい

て報告した。ジェトロアジ研の山田美和研究員からは，国連の「ビジネスと人権に関する

指導原則」が法整備支援に対して示唆することについて，興味深い報告がなされた。 
 ベトナムでの法整備支援が始まって 20年が経過し，法整備支援の現場も，法整備支援を

取り巻く環境も大きく様変わりしている。各国における展開も様々で，誤解を恐れずにい

うと，ベトナムでは「百貨店型支援」がなされ，ミャンマーでは「コンビニエンスストア
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型支援」がなされている。装いを新たにしたインドネシアに対する支援は，さしずめ「専

門店型支援」といえようか。 
 様々な「業態」があるものの，いずれにおいても「自国の価値を押しつけることなく，

相手国のオーナーシップを尊重して，寄り添う形で支援する」という我が国の法整備支援

の流儀がいかに大切かが，今回の連絡会で再確認された。 
 このような日本型法整備支援が，対象国にもたらした利益は実際のところ計り知れない

ものがあり，今回もクオン前大臣，トゥン前次官からは，我が国に対する感謝の言葉が発

せられた。 
 そのように感謝していただけるのは光栄なことであり，すべてはこれまで 20 年間に法

整備支援に身を粉にして取り組まれた先達の尽力の賜であることは論を待たない。 
 他方で，近時大先輩から「日本の法整備支援は，過去の成功体験に浸るあまり，マンネ

リの傾向に陥っているきらいがある。対象国においても日本に研修に行けることが既得権

益のようになっているのではないか」と耳の痛い指摘を受けた。 
 この指摘に反論する言葉を私は持ち合わせていない。昨今，百貨店の中に衣料品や家具・

家庭用品の量販店が店舗を構えるようになっており，コンビニエンスストアも宅配等更に

消費者のニーズに応えるべく不断の努力を重ねている。「篤志家の活動」から「国策」へと

変わりつつ法整備支援において，その根本的な価値観を維持しつつ，時代の要請に応える

べく変革を図ることは我々の急務である。 
 日本型の「寄り添う支援」では，結果が出るまでに時間がかかってしまいがちであり，

他国・他機関による怒濤のようなパッケージ型支援に対抗するためには，日本側の連携・

協調体制を更に強化する必要がある。どうすれば，真に相手国のためになり，日本にも利

益が波及する支援を，効果的になしうるのか，いわゆる「司令塔」の問題を含め早急の対

応する必要があることが，今回の連絡会で浮彫りとなった。山田研究員が論じられた「ビ

ジネスと人権に関する指導原則」についても，法整備支援に携わる者は鋭敏な感覚で対処

しなければならないことが明らかになった。 
 本連絡会で発表したとおり，当部は，本年 10月に，大阪市から東京都昭島市に移転する

予定である。国際連合アジア極東犯罪防止研修所も同時期に同場所に移転予定であり，両

部署・機関の連携により，より幅の広い法務省による国際協力が行われることになろうが，

当部としても，これを機に更に変革を進め，ＪＩＣＡを始めとする関係機関と強く連携・

協調を図りつつ，日本の法整備支援の拠点として進んでいきたいと考えているところであ

り，その思いを強く覚醒させられた会合であった。 
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【会場の様子】 【第１部 ベトナム前司法大臣 
ハー・フン・クオン氏による発表】 

【第２部パネルディスカッション】【第１部 名古屋大学名誉教授・ 
 弁護士 森嶌昭夫氏による発表】 
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大阪会場：法務省法務総合研究所「国際会議室」
大阪市福島区福島1-1-60 大阪中之島合同庁舎２階

東京会場：独立行政法人国際協力機構（JICA）本部228,229会議室
東京都千代田区二番町5-25 二番町センタービル２階

平成29(2017)年1⽉20⽇ 9:45 -17:40⾦

法整備⽀援の回顧と展望
〜ベトナム法整備⽀援プロジェクト開始20年を機に〜

⽇本語・英語同時通訳，⽇本語・ベトナム語逐語通訳（⼀部）

The 18th Annual Conference on Technical Assistance in the Legal Field

Retrospect and Prospects of Legal Technical Assistance
-On the Occasion of the 20thAnniversary of Legal Cooperation Project with Vietnam -
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Program

法務総合研究所所⻑ 佐久間達哉
独⽴⾏政法⼈国際協⼒機構(JICA)理事 富 吉 賢 ⼀

講演

10:05～11:10

対談

11:10～12:00

ベトナム前司法⼤⾂
ハー・フン・クオン

ベトナムにおけるこれまでの⽇本の法整備⽀援，
今後の期待等について

◆モデレーター
法務総合研究所
国際協⼒部部⻑
阪 井 光 平

ベトナム司法省顧問
（同省前次官）

ディン・チュン・トゥン

◆モデレーター
慶應義塾⼤学⼤学院法務研究科教授

松尾 弘
前半

13:30～14:30◆パネリスト
国連アジア極東犯罪防⽌研修所次⻑ 森永 太郎
ＪＩＣＡ法整備⽀援アドバイザー・弁護⼠ 佐藤 直史
⼤阪地⽅検察庁検事 ⻄岡 剛
⼤阪地⽅検察庁検事 松本 剛

◆総括コメント
⽇本弁護⼠連合会国際交流委員会前委員⻑ ⽮吹 公敏

後半

14:35～15:30
◆パネリスト
ＪＩＣＡ産業開発・公共政策部

国際協⼒専⾨員・弁護⼠ 磯井 美葉
法務総合研究所国際協⼒部副部⻑ 伊藤 浩之
福岡⾼等検察庁検事 國井 弘樹

◆全体総括コメント
法務省特別顧問
横⽥ 洋三

名古屋⼤学名誉教授・弁護⼠
森嶌昭夫

⽇本の法整備⽀援事業を拓いたベトナム
改めて法整備⽀援を考える

名古屋⼤学
名誉教授

森 嶌 昭 夫

ベトナム⽇本商⼯会
法務⼩委員会委員⻑

弁護⼠
武 藤 司 郎

⽇本総研調査部
上席主任研究員
三 浦 有 史

開会挨拶 9:45～10:05 Opening Address

第１部 基調講演等 Keynote Speeches and Dialogue

第２部 元JICA長期派遣専門家らによる
パネルディスカッション 13:30～15:30

Panel Discussion by Former JICA Long-Term Experts

◆報告者
ＪＩＣＡ産業開発・公共政策部審議役 河⻄ 裕之
ジェトロアジア経済研究所

新領域研究センター法・制度研究グループ⻑ ⼭⽥ 美和
⽇本弁護⼠連合会国際交流委員会委員⻑ 外⼭ 太⼠
特許庁総務部国際協⼒課課⻑補佐 武井 健浩
法務総合研究所国際協⼒部部⻑ 阪井 光平
法務総合研究所国際協⼒部副部⻑ 伊藤 浩之

公益財団法⼈国際⺠商事法センター理事 ⼩杉 丈夫

総括・閉会挨拶 Conclusion and Closing Address17:30～17:40

レセプション Reception

Profile

ハー・フン・クオン ⽒ ベトナム前司法⼤⾂

モスクワ⼤学国際法学部卒業，ソビエト社会主義連邦共和国連邦科学アカデミー（現ロシア科学
アカデミー）国家法律研究所にて法学博⼠号取得。司法省ハノイ法科⼤学国際法学部副学部⻑，
同省国際協⼒局⻑，同省次官等を歴任し，２００７年司法⼤⾂就任。２０１１年の再任を経て，
２０１６年４⽉退任。

ディン・チュン・トゥン ⽒ ベトナム司法省顧問（同省前次官）
タシュケント⼤学卒業，同⼤学にて法学修⼠号取得。
司法省ハノイ法科⼤学講師，同省⺠事経済法局法律専⾨家（⺠法起草），同省⺠事経済法局⻑等を
歴任し，２００５年同省次官。２０１６年１１⽉同省顧問。

三 浦 有 史 ⽒ ⽇本総研調査部上席主任研究員
早稲⽥⼤学卒業。
⽇本貿易振興会（ジェトロ）勤務等を経て，現職。その間，アジア経済研究所経済開発分析事
業（ベトナム）研究会委員，財務省市場経済移⾏国ベトナムにおける諸問題と我が国の⽀援の
あり⽅に係る研究会委員，外務省ODA国別評価（ベトナム）アドバイザー等を歴任。
開発経済や移⾏経済を専⾨とし，ベトナム，インドネシアのマクロ経済等を中⼼に研究。

武 藤 司 郎 ⽒ ベトナム⽇本商⼯会法務⼩委員会委員⻑・弁護⼠
早稲⽥⼤学法学部卒業，コロンビア⼤学ロースクール修了(LL.M.)。
１９９４年弁護⼠登録。１９９６年から２０００年までJICA⻑期専⾨家としてベトナム司法省で勤
務。２０１２年ベトナム外国弁護⼠登録。２０１５年ベトナム⽇本商⼯会法務⼩委員会委員⻑就任。

森 嶌 昭 夫 ⽒ 名古屋⼤学名誉教授・弁護⼠
東京⼤学法学部卒業，ハーバード⼤学ロースクール修了(LL.M.)。
名古屋⼤学法学部教授，上智⼤学法学部教授，ハーバード⼤学ロースクール客員教授，カナダ・ブ
リティッシュコロンビア⼤学法学部客員教授，オランダ・ライデン⼤学⽇本研究所客員教授等を歴
任。１９９３年，⽂化交流プロジェクトで訪越し，⽇本⺠法を紹介したのを⽪切りに，ベトナム，
モンゴル，カンボジアの法整備⽀援に携わる。⽇本の法整備⽀援の草分け的存在。

講演者等

横 ⽥ 洋 三 ⽒ 法務省特別顧問
東京⼤学⼤学院法学政治学研究科博⼠課程修了。
世界銀⾏法律顧問，国際基督教⼤学教授，東京⼤学⼤学院法学政治学研究科・法学部教授，中央⼤
学法学部・法科⼤学院教授等を経て，現在，法務省特別顧問，⼈権教育啓発推進センター理事⻑及
び⽇本ユニセフ協会顧問として活動。

⽮ 吹 公 敏 ⽒ ⽇本弁護⼠連合会国際交流委員会前委員⻑
東京⼤学法学部卒業，コロンビア⼤学ロースクール修了（LL.M.）。
１９８７年弁護⼠登録。⽇本弁護⼠連合会国際室室⻑，同会国際交流委員会副委員⻑，委員⻑を歴
任。JICAによるベトナム，カンボジア等への司法⽀援プロジェクトに⻑年関与。

※敬称略

15:50～17:30
Activity Reports from Related Organizations

第３部 関係者による活動報告
（関係機関同士の連携の在り方等）
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歴任し，２００５年同省次官。２０１６年１１⽉同省顧問。

三 浦 有 史 ⽒ ⽇本総研調査部上席主任研究員
早稲⽥⼤学卒業。
⽇本貿易振興会（ジェトロ）勤務等を経て，現職。その間，アジア経済研究所経済開発分析事
業（ベトナム）研究会委員，財務省市場経済移⾏国ベトナムにおける諸問題と我が国の⽀援の
あり⽅に係る研究会委員，外務省ODA国別評価（ベトナム）アドバイザー等を歴任。
開発経済や移⾏経済を専⾨とし，ベトナム，インドネシアのマクロ経済等を中⼼に研究。

武 藤 司 郎 ⽒ ベトナム⽇本商⼯会法務⼩委員会委員⻑・弁護⼠
早稲⽥⼤学法学部卒業，コロンビア⼤学ロースクール修了(LL.M.)。
１９９４年弁護⼠登録。１９９６年から２０００年までJICA⻑期専⾨家としてベトナム司法省で勤
務。２０１２年ベトナム外国弁護⼠登録。２０１５年ベトナム⽇本商⼯会法務⼩委員会委員⻑就任。

森 嶌 昭 夫 ⽒ 名古屋⼤学名誉教授・弁護⼠
東京⼤学法学部卒業，ハーバード⼤学ロースクール修了(LL.M.)。
名古屋⼤学法学部教授，上智⼤学法学部教授，ハーバード⼤学ロースクール客員教授，カナダ・ブ
リティッシュコロンビア⼤学法学部客員教授，オランダ・ライデン⼤学⽇本研究所客員教授等を歴
任。１９９３年，⽂化交流プロジェクトで訪越し，⽇本⺠法を紹介したのを⽪切りに，ベトナム，
モンゴル，カンボジアの法整備⽀援に携わる。⽇本の法整備⽀援の草分け的存在。

講演者等

横 ⽥ 洋 三 ⽒ 法務省特別顧問
東京⼤学⼤学院法学政治学研究科博⼠課程修了。
世界銀⾏法律顧問，国際基督教⼤学教授，東京⼤学⼤学院法学政治学研究科・法学部教授，中央⼤
学法学部・法科⼤学院教授等を経て，現在，法務省特別顧問，⼈権教育啓発推進センター理事⻑及
び⽇本ユニセフ協会顧問として活動。

⽮ 吹 公 敏 ⽒ ⽇本弁護⼠連合会国際交流委員会前委員⻑
東京⼤学法学部卒業，コロンビア⼤学ロースクール修了（LL.M.）。
１９８７年弁護⼠登録。⽇本弁護⼠連合会国際室室⻑，同会国際交流委員会副委員⻑，委員⻑を歴
任。JICAによるベトナム，カンボジア等への司法⽀援プロジェクトに⻑年関与。

※敬称略

15:50～17:30
Activity Reports from Related Organizations

第３部 関係者による活動報告
（関係機関同士の連携の在り方等）
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第 18回法整備支援連絡会発言録 
 

佐久間達哉法務総合研究所長挨拶 

 この連絡会，皆様のご協力をいただきまして，今

回で 18回を数えるに至りました。今日も，お忙しい

中，この大阪会場，また東京のサテライト会場に大

勢の関係者の方にお集まりをいただきまして，大変

ありがとうございます。 

 基調講演あるいは対談をお願いしておりますハ

ー・フン・クオンベトナム前司法大臣，ディン・チ

ュン・トゥンベトナム前司法省次官，武藤司郎ベト

ナム日本商工会法務小委員会委員長の皆様には，遠

路ベトナムからお越しいただきまして大変ありがと

うございます。 

 また，同じく，基調講演あるいは対談をお願いし

ております森嶌昭夫名古屋大学名誉教授，三浦有史

日本総研調査部上席主任研究員，さらには午後のパ

ネルディスカッションでモデレーターや総括コメン

トをお願いしております松尾弘慶應義塾大学大学院

法務研究科教授，矢吹公敏日本弁護士連合会国際交

流委員会前委員長，横田洋三法務省特別顧問の皆様

には，ご多忙の中ご参加いただきまして大変ありが

とうございます。 

 皆様に心から感謝を申し上げます。 

 さて，今回の法整備支援連絡会では，「法整備支援

の回顧と展望～ベトナム法整備支援プロジェクト開

始 20周年を機に～」をテーマに選びました。 

 皆様，ご案内のとおり，日本の法整備支援事業は，

ベトナムに対するものからスタートいたしました。

ドイモイ政策により市場経済に移行して間もないベ

トナムから民法の起草支援の要請があり，森嶌先生

が講義等をされるようになったのが始まりであり，

私ども法務省でも 1994 年から本邦研修の実施等を

通じてこれに参加するようになり，1996 年からはＪ

ＩＣＡプロジェクトとして本格的に実施されてきた

わけでございます。 

 ベトナムに対するＪＩＣＡプロジェクトとしての

法整備支援事業が始まりまして，ちょうど 20年が経

ちました。この間，民事訴訟法，破産法，民法，民

事判決執行法，国家賠償法，人民裁判所組織法，刑

事訴訟法，人民検察院組織法，戸籍法といった法律

の制定あるいは改正に対する起草支援，また，立法

プロセスの改善に対する支援等を行ってまいりまし

た。実施した本邦研修はこの間に 55回，クオン前司

法大臣，トゥン司法省前次官を含む延べ 549 人のベ

トナムの司法関係者が参加をされ，私ども法務省か

ら派遣した検事の長期専門家だけでも 18 人に上っ

ております。このように我が国の法整備支援事業の

中でも最も大きな比重を占めてまいりましたベトナ

ムでの法整備支援を振り返りながら，今後の法整備

支援の在り方を考えたいというのがテーマ選定の趣

旨でございます。 

 もとより，法整備支援の在り方は対象国のニーズ

あるいは状況などにより大きく変わり得るものです

し，対象国も当初の市場経済移行国やポストコンフ

リクト国だけではなく，一定の広がりを見せており

ます。 

 しかし，ベトナムでの経験の中には，例えば，対

象国のオーナーシップを尊重した法案起草支援の在

り方，あるいは人材育成や法令間の整合性確保等を

含め法の支配定着を図っていく効果的な手法といっ

たノウハウから，法整備支援の目的としていわれる

対象国における法の支配の定着と，近時，強調され

ることの多い日本企業の海外展開のための環境整備

をそれぞれどう考えるか，さらには，ＯＤＡとして

のＪＩＣＡプロジェクト終了後の法整備に関する協

力関係の在り方など，いろいろな問題について普遍

的な教訓となり得るものが少なからず生まれている

ようにも思います。 

 今日一日の皆様のご議論でどこまで話が進むか分

かりませんが，大変楽しみにしております。 

 終わりに，本連絡会を後援していただきました最

高裁判所，日本弁護士連合会，独立行政法人日本貿

易振興機構アジア経済研究所，公益財団法人国際民

商事法センターの皆様に心から感謝を申し上げま

す。 
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 また，この場をお借りして，日ごろ，私ども法務

総合研究所の活動にご理解とご支援をいただいてい

る皆様に心から御礼を申し上げます。 

 本連絡会が，法整備支援の一層の発展に寄与する

ことを願いまして，簡単ではございますが挨拶とさ

せていただきます。 

 

富吉賢一独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）理

事挨拶 

 本日は，法務省法務総合研究所と共に第 18回の法

整備支援連絡会をこのように開催することができ，

大変喜ばしく思っております。共催者のＪＩＣＡを

代表いたしまして，ご来場いただきました皆様方，

それから開催にご尽力いただきました関係者の皆様

方に御礼を申し上げます。 

 また，森嶌先生を初め，本日ご登壇くださる方々

に心より御礼申し上げます。特に，ベトナムの前の

司法大臣でございますハー・フン・クオン様，前の

次官でございますディン・チュン・トゥン様におか

れましては，遠路はるばる日本までお越しいただき

ましたこと，深く感謝の意を表します。 

 先ほど，佐久間所長からのご挨拶にもありました

とおり，本日の連絡会のテーマは「法整備支援の回

顧と展望」でございます。これは，皆様ご存じのと

おり，ＪＩＣＡが 1996 年にベトナムで法整備支援プ

ロジェクトを本格的に開始して 20 年という節目を

迎えたことから，このテーマを選ばせていただきま

した。 

 法整備支援そのものは，1996 年以前にも，例えば

国際連合アジア極東犯罪防止研修所における刑事法

分野の研修や，森嶌先生が当時のベトナムのロック

司法大臣とともに開始されました民法の支援という

ものがあり，こういう事業を背景に 1996 年にＪＩＣ

Ａ事業を始めたと承知しております。もっとも，20

年前にありましては，ＪＩＣＡにとって初めての協

力分野であり，ＪＩＣＡでは担当者であっても事業

内容や意義を理解するのに相当苦労をしたという話

が伝わっております。当時ＪＩＣＡには法学部を卒

業している職員の数も少なく，初めての分野という

ことで，関係者の皆様方にはいろいろとご迷惑をお

かけしたかもしれませんが，この場をお借りしてお

許しをいただければと存じます。 

 私がこの法整備支援の担当の理事になりましたの

は一昨年の 10月でございますが，その時点ではＪＩ

ＣＡ本部にこの法整備支援の専門の課が設置され，

３名の弁護士の方にアドバイザーとして就任してい

ただき，またベトナムあるいはアジアにとどまらず，

アフリカにも事業展開をする状況にまでになってい

ました。ＪＩＣＡにとりまして，この 20年間は開発

援助機関として法整備支援を行う意味と方法を学ん

できた 20年間ともいえるわけであり，この諸先輩方

の努力の，それから今の担当者が開発支援，開発援

助の主要分野としてこの法整備支援を位置付ける，

このようなところまで持ってくることができたの

は，皆様方のおかげであると同時にＪＩＣＡにとっ

て非常に大きな財産になっていると思います。 

 また，ＪＩＣＡの法整備支援事業をご支援いただ

いております，今日の連絡会の後援者でもございま

す公益財団法人国際民商事法センターも設立 20 周

年と伺っております。同センターにおかれましては，

ＪＩＣＡ事業の展開に対して長年にご協力をいただ

いておりまして，この場をお借りして深く感謝を申

し上げます。これに関しまして，ＪＩＣＡとして感

謝の意を表するため，昨年 10月，ＪＩＣＡ理事長表

彰をし，感謝状をお贈りさせていただいております。

この場でご紹介させていただきます。 

 法整備のプロジェクトを 20 年続けてきたわけで

はございますが，いまだ途上国では不安定さが残っ

ております。これは法の支配というものがまだ完全

ではないということを意味しているのではないかと

思います。必要な法律が足りないとか，法律間の整

合性がとれていないとか，あるいは法の支配を支え

る人材が不足しているとか，こういった課題が山積

みされています。このことは途上国での勤務を経験

いたしますと非常に強く実感するところでございま

す。 

 私も，ちょうど 20年前，メキシコに在勤しており

ましたし，今のポストにつく前は，４年間，インド
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ネシアで勤務をしておりまして，この法の支配の重

要性ということを強く実感をしているところでござ

います。これは，国の発展段階や政治体制とは関係

がない，世界共通のコモンセンス，常識といえるも

のではないかと思います。 

 ＪＩＣＡといたしましては，このような認識のも

とに，今後も法の支配の促進を目的にルールの整備，

法運用組織の機能強化，リーガル・エンパワーメン

ト，人材育成といった４つの領域で法整備支援を展

開していきたいと考えております。 

 また，昨年の 12月には，ニューヨークにおきまし

て，初の試みでございますが，国連機関と共催でシ

ンポジウムを持ちまして，「法遵守の文化」をテーマ

にＵＮＤＰ，ＵＮＯＤＣ，また各国からの出席者と

議論を深めたところでございます。これは，各国の

ドナーの間でも関心が高まっている分野であると思

われますが，今後も，日本の法整備支援についての

情報発信と援助潮流の把握にもＪＩＣＡとして努め

ていきたいと考えております。 

 また，現在，ＪＩＣＡでは，法整備支援 20周年の

歩みを書籍にまとめる作業を行っているところでご

ざいます。まだ準備段階で，出版日も未定ではござ

いますが，鋭意進めて，できるだけ早く，年内にも

出版にこぎつけたいと考えております。この場をお

借りしてご紹介をさせていただきます。 

 最後になりましたけれども，改めてこの 20年間，

法整備支援にご尽力をいただいた関係者の皆様方に

感謝を申し上げますと同時に，本日の連絡会にて活

発な議論が行われ，参加された皆様方が法整備支援

について多く学ぶ機会になることを確信いたしまし

て，私からの挨拶とさせていただきます。 

 

【第１部】 

ハー・フン・クオンベトナム前司法大臣講演 

 日本国法務省法務総合研究所所長，佐久間達哉様，

ＪＩＣＡ理事，富吉賢一様，ご列席の皆様，本日，

ベトナムと近く，美しい大阪市で開催される第 18回

法整備支援連絡会に司法省前次官のディン・チュン・

トゥン氏と一緒に参加することができまして大変う

れしく思います。 

 また，実際，今回の連絡会に参加させていただき，

さきの佐久間様及び富吉様のスピーチを聞かせてい

ただきまして，日本とベトナムのこの 20年間の法・

司法協力関係と密接に関わってきた私といたしまし

ては，本日の連絡会の重要性，その意義について理

解し，強い感銘を受けております。 

 ご承知のように，30年以上前に，ベトナムは新し

い段階の発展へと踏み入れました。これを国の全面

的な刷新，ドイモイと呼んでおります。皆様は，ド

イモイ自体については余り深く理解されていないか

もしれませんが，ベトナムにとっては，いわゆる官

僚主義，集中的な経済から市場経済へと変革させる

ことを意味し，そのドイモイの目標としては，当時

のベトナムを，低開発の状況から発展した国へと変

換させることが掲げられました。ベトナムをその状

態から一歩ずつ工業化，近代化，国際化へ進めてい

こうとしたわけです。同時に，ベトナムは，人民の，

人民による，人民のための社会主義的法治国家を建

設することを目指しました。 

 どのような法治国家がイメージされたのか，ここ

にいらっしゃる若い世代の参加者の方々は，十分理

解されていないかもしれませんが，最初から我々の

協力に参加してくださっている森嶌先生のような

方々は，恐らく，我々と同じような感覚で理解して

くださっていたと思っています。 

 30 年以上前に，我々がこのドイモイに入った時

は，ベトナムとしては法律制度及び司法機構が非常

に脆弱な状態に立たされていた時期でありました。

憲法以外は，いくつかの法律しか存在していません

でした。そのほかの社会関係，例えば経済事業分野

に関しては，刑事関係でも民事関係でも，国会の常

任委員会の国家令や，国家主席の命令，政府及び首

相の政令，決定などによって規定されていました。

また，裁判官と検察官は，ほとんどは正規に育成さ

れておらず，軍人になって除隊してから二，三か月

くらいの間勉強をした後に裁判官に任命された人も

いました。弁護士というのも，当時のベトナムの社

会また国民にとってはかなり珍しい存在でした。 
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 ベトナムの当時の開放的で，多様化，多角化を目

指す対外方針において，特に発展した市場経済諸国

との法・司法の国際協力は，非常に高い優先順位が

ありました。その中においては，日本はベトナムの

この分野における優先的なパートナー国の１つでし

た。当時のベトナムの初めての民法典は，森嶌先生

を始め，そのほかの先生方，裁判官などがベトナム

に来てその立案に参加してくださいました。ＪＩＣ

Ａの支援のもとで。この 20年以上にわたって，民法

典から始まりまして連続的に３つの技術協力のプロ

ジェクトがベトナムにおいて実施されて，法整備に

おける協力関係は精力的に発展してきました。1996

年から 2007 年までの３つのフェーズにわたって実

施された法・司法協力のプロジェクトがあり，法・

司法制度の改革に関するプロジェクトが，２つのフ

ェーズで 2007 年から 2015 年まで実施されました。

そして，現行のプロジェクトは，その題名を「2020

年を目標とする法・司法改革支援プロジェクト」と

するものです。最初の段階ではベトナム側のカウン

ターパート機関は，司法省のみでしたが，その後，

最高人民裁判所，最高人民検察院，そして 2009 年に

設立されましたベトナム弁護士連合会もカウンター

パートとして参加するようになりました。その後，

ベトナムの首相府もカウンターパートとなり，計画

投資省や地方自治体もプロジェクトに関わっていま

す。 

 今，申し上げましたいくつかのプロジェクトの実

施を振り返ってみると，ＪＩＣＡのプロジェクトに

おける様々な協力の活動は，ベトナムに対しては最

も有益で，また実践的な成果をもたらしたと私とし

ては断言できますが，具体的には以下の面で非常に

顕著に見られます。先ほどＪＩＣＡの理事から法整

備支援の重要性について話があったかと思います

が，私は，受益国であるベトナムとして，法律・司

法の協力をしてくれる他の国家との比較も考えなが

らお話ししたいと思います。 

 ベトナムに法・司法分野の協力してくださる国は，

日本以外にも多くの国と国際機関があります。ベト

ナムと歴史上密接な関係のあるフランス共和国もそ

の１つです。そして，非常に遠いヨーロッパの国，

スウェーデンもそこに入っております。大国である

アメリカも，また，多角的な活動している国際機関

であるＵＮＤＰ，そして地域においては，ＡＤＢア

ジア開発銀行もそうです。 

 本日の会議においては，私としては日本との協力

の中で顕著に現れている３つの側面について言及し

たいと思います。 

 まず，その第一としては，日本はベトナムにとっ

ては最大のカウンターパートの国であります。ベト

ナムの法制度においては非常に効率よく貢献してく

れました。その中で，市場経済制度とベトナムの特

殊な政治，文化制度との調和，一貫性も保障してい

ます。そして，市場経済と社会主義的法治国家及び

民主的な社会構造との合理的な構築ももたらしてお

ります。皆様のこの重要な協力の一部がありまして，

今日，ベトナムの法制度は基本的には完成されてお

り，社会関係の各分野のほとんどは国会によって成

立した法律によって調整されています。私が言及し

たドイモイ当初の状況とは本当に雲泥の差がありま

す。最も輝いていることとして，ベトナム国会が

2013 年の新憲法を立案・成立させたことがあります

が，その中においても，日本の専門家の皆さんの一

定の貢献があったことをお話ししたいと思います。

特に，2013 年の半ば頃に，バトナムの高級調査団が

憲法調査のために日本に来たことについては言及せ

ずにはいられません。その高級調査団のリーダーは，

当時の副首相で，現在の総理大臣，首相のグエン・

スアン・フック氏です。この新しい憲法は，ほぼ全

面的に刷新されていて，その中においても日本の先

生方，裁判官，検察官のいろんな知恵が，印を残し

ています。 

 ２つ目として，先ほど，佐久間所長もそれについ

て振り返ってくださいましたが，私としては，ベト

ナムの民法典の立案とその後の改正などに対する皆

さんの貢献については，強調したいと思います。1995

年の最初の民法典に，皆さんからの第一歩の貢献が

ありました。そして，2005 年の全面的な改正，そし

てまさに皆さんのご協力を得て，ベトナムの国会が
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2015 年において全く新しい民法典を成立させまし

た。今年の１月１日からその新しい民法典が効力を

発生するようになりました。この新しい民法の中に

は，日本の長期専門家のみならず，そのほか裁判官，

検察官，弁護士，大学の先生方，特に森嶌先生，新

美先生などのご経験，その知恵が，顕著に現れてお

ります。民法については，法律の立案，成立だけで

なくて，その後の法律の施行などについても，日本

はベトナムのカウンターパートとして，粘り強く今

までその実施においても協力してくださいました。

日本以外のほかのベトナムのカウンターパート機関

は，どっちかといいますと１つの法律を立案して国

会に提出し，その法律が成立したらそこまでです。

そこで終わってしまうわけです。他の国の協力機関

はそうですけれども，日本の専門家，日本のプロジ

ェクトでは，その法律が成立し，そして社会に定着

するまで，最後まで付き合ってくださるわけです。

また，その法律のその後の効果などについても，ベ

トナムと一緒に評価もしてくださいます。そして，

その法律がより完成されるためには，どのように補

足，改正すればよいのかについても提言してくださ

るのです。民法典のみならず，それに関連する国家

賠償法や民事判決執行法などについての支援がその

例です。 

 ３つ目の特徴としては，日本は，ベトナムの法律

や司法を運用するための人材育成においても非常に

効率のよい協力をしてくださる最も強いカウンター

パート国でもあります。ベトナムの司法機関だけで

なく，その後，ベトナムの弁護士連合会やそのほか

の関係省庁に対しても研修をしてくださっていま

す。この 20年以上，ＪＩＣＡの枠組みの中で 50以

上のいわゆる本邦研修が実施されてきました。その

参加者は１,000 名ほどに上っているかと思います。

その中にはベトナムの裁判官，検察官などが入って

おります。その傍ら，ベトナムの何百もの法律の専

門家，法学修士，法学博士が日本の有名な大学で育

成，教育されてきました。ほかの国に留学している

者と違って，日本で教育または育成された法律関係

のベトナムの学生などは，大多数は皆，帰国し，元

留学生として日本で習得した知識などを自分の仕事

また業務の各分野に非常に有効的に活用しておりま

す。その中においても，ベトナムの法律・司法機構

においても，帰国後迅速に昇進していく人もいて，

私の後任である今の司法大臣，新しい司法大臣は，

名古屋大学の法学博士を取得しておりました。 

 全般的に見ると，昨今のベトナムと日本の法・司

法協力はいろんな成果が上がっておりまして，特に

この活動でＪＩＣＡのプロジェクトを介しての技術

協力活動は，特にベトナムの制度や特殊な社会の管

理において，市場経済の原理や法治の原則が促進さ

れることに資しております。そして，それによって

このドイモイ 30年間の法律又は司法の改革，または

法治国家の建設に大きく貢献しております。ご承知

のように，ドイモイ 30年を経て，ベトナムは既に低

開発国から脱却することができました。マクロ経済

は安定しております。また，毎年のＧＤＰの成長率

は常に高いレベル，６から７％以上を維持しており

ます。社会福祉は日増しによくなってきております。

ベトナムの国際的な立場は，日増しに高められてい

て，政治的な安定と投資事業のための環境の整備も

あって，ベトナムは世界各国の経営，観光，投資の

魅力的な国となっております。そして，その中にお

いても，日本は常にトップクラスになっております。

ご承知のように，ついこの間，安倍首相がベトナム

へ訪問されましたが，安倍首相が，ベトナムは日本

の投資家が関心を示している中心的な国であると発

言されました。 

 皆様はベトナムへいらしたことがあるかどうか分

かりませんが，20年前と比べますとかなり変わって

きております。特に，日本の皆様は桜の国といいま

すが，その桜の国の食文化は日増しにベトナムのホ

ーチミン市，ハノイ市のみならず，ベトナム全国へ

と広がっていって輝いております。また，直接的ま

たは間接的に，このような日本とベトナムの法律と

司法の協力は，ベトナムと日本との関係のレベルを

向上させるべく貢献してきております。そして，2014

年から，日本とベトナムとの関係のレベルは，アジ

アの平和と繁栄のための包括的戦略的パートナーシ
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ップと高くなっております。 

 本日，このような会合において，今までお会いし

た皆様，また本当にお世話になってきているいろん

な友人の方々にお会いすることができまして，今日

までのベトナムの司法省を始めとする様々な機関に

寄せられた皆様の協力関係，貴重なご支援，そして

皆様のご厚意に対して私は心から感謝の意を述べた

いと思います。この場をお借りして，今まで貢献し

てくださいましたプロジェクトに関わっていただい

た方々，そして，長期専門家の方々に対して心から

の感謝を申し上げます。そして，この 20年間，先ほ

ど私が言及した盛大な成果が得られるためにずっと

協力してくださいました裁判官，検察官，弁護士，

大学の先生方に対しても感謝の意を表したいと思い

ます。皆様のご協力，ご支援のおかげで，私とトゥ

ン氏も，ベトナム政府から与えられた任務を全うす

ることができました。 

 ご承知のように，2016 年からベトナムは新しい段

階の発展へと踏み入れることになりました。新しい

国会，新しい政府は，非常に強い決心をしておりま

す。国会も政府も，2021 年またはそれ以降の国の発

展の目標を掲げております。特に，法律に関しては，

整備を継続しますが，戦略的な転換として，法律の

立案成立そのものから，法律の実施，施行を重視す

る方向へと転換することになります。そのことは，

ベトナムの司法と法律に大きな発展の機会を与える

わけですが，同時に，大きな課題ともなっています。

特に，法律の実施，国の司法制度を運用することに

ついては，私は確かにもう定年しましたが，今後，

ＪＩＣＡプロジェクトを始め，複数年にわたっても

その支援を継続的に強化していただくことが，ベト

ナムの法・司法分野の更なる発展の一助となると強

く信じております。そして，そのことが，ベトナム

が目指している富民，強国，民主的で公平な文明国

の建設に貢献することと信じております。それを踏

まえまして，私としても今後のアジアの平和と繁栄

のためのベトナムと日本の包括的な，戦略的なパー

トナーシップの関係の構築に関して役立ちたいと思

っています。 

 ベトナムの伝統にのっとって，大阪また東京会場

にいらっしゃる指導者の皆さん，または参加者の皆

さんに対して，2017 年の新年のお祝いの言葉を送り

たいと思います。皆さんのご多幸を祈願いたしまし

て，ＪＩＣＡのプロジェクトの更なるご成功も祈願

いたしまして，そして，この法整備支援会が成功の

うちに終わることを祈願いたしまして，皆様に対し

て感謝をしたいと思います。ありがとうございまし

た。 

 

森嶌昭夫名古屋大学名誉教授講演 

 森嶌でございます。第 18回法整備支援連絡会の基

調講演者の一人としてお招きいただきまして大変光

栄に存じます。ご紹介にありましたように，法整備

支援，特にＯＤＡとしてＪＩＣＡの国の支援事業を

始めるきっかけを作った者の一人として，回顧する

というよりもむしろこれからどうしていくかという

ことを皆さんが考える機会を私に与えていただいた

と思っております。 

 そもそも「法整備支援」というのは，発展途上国

の法整備について先進国側が協力し，支援すること

ですが，法整備という言葉は多義的に用いられてい

て，個別の法律あるいは規則などの法律規範の整備

をいうこともあれば，例えば，民法分野について付

属法令も含めた，ある法律分野全体の法規範の整合

的整備を指すこともあります。また，法律整備にと

どまらず，法律執行手続，裁判制度などの組織整備，

そして，法人材育成も法整備という言葉の対象とな

っています。 

 さらに，法整備支援の事業主体もさまざまで，国

家がＯＤＡの一環として実施する場合もあれば，国

際開発援助機関や民間の財団，大学，民間団体など

が支援対象の国や団体に支援をする場合もありま

す。わが国では，ＯＤＡとしてＪＩＣＡが実施する

もののほか，各省や大学，日弁連などが，さまざま

な対象国や団体に対して，さまざまな形態で法整備

支援を行っています。また，ＪＩＣＡが，他の省庁

や機関，民間団体と協力して，知的財産法，環境法

分野などで別の内容・方法の法整備支援を行ってい
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るものもあります。 

 本日は，このように多様な法整備支援の中で，こ

れまで，わが国の法整備支援事業の中核を占めてき

た，ＯＤＡの一環としてのＪＩＣＡの事業について

お話しします。しかし，時間の制約がありますし，

私の経験に基づいてお話しをするという本日の講演

の趣旨からしても，1993 年以降私が個人的にベトナ

ム司法省に対してベトナム民法典起草のお手伝いを

していたことから発展して，1996 年に，わが国のＯ

ＤＡ法整備支援事業の開始となる，ベトナムに対す

るＪＩＣＡの事業が公式にスタートした経緯を具体

事例として取り上げたいと思います。そして，この

経緯について述べることを通じて，わが国のＯＤＡ

法整備支援事業が，様々な現実的状況や制約に直面

しつつも，どのような考え方，理念と方法とを構築

して支援事業を実施してきたかについて述べること

とします。そしてさらに，これまでの経験を踏まえ

て，ＯＤＡとしての法整備支援の意義と限界，法整

備支援におけるわが国の支援の考え方，今後のわが

国の法整備支援事業はどうあるべきかの３点につい

て，若干の私見を述べることにいたします。 

 わが国の法整備支援の経験はせいぜいここ 20 数

年に過ぎません。かつてのヨーロッパの国々が，支

配する植民地に対して強制した宗主国の法制度の移

植は，とても法整備支援と呼べるしろものではあり

ません。植民地支配ではなく，主権国家としての発

展途上国の法整備支援を大規模に行った例としまし

ては，1960 年代から 1970 年代にかけて展開された，

米国政府による「法と開発運動」， Law and 

Development Movement，略してＬＤＭがあります。

これは，1960 年代以降東西冷戦の激化にともない，

中南米，アフリカの諸国を西側陣営とするために，

米国が独立後間もないこれらの国々に多くの若い人

的資源を送り込んで，アメリカ型民主主義統治機構

を移植しようとしたものです。しかし，被支援国の

国情を無視して米国の法制度を一方的に押し付けよ

うとしたこのＬＤＭは，これらの国では形骸化して

しまい，制度は機能せず，民族紛争や権力闘争の中

で軍事政権や独裁政権が長期支配することとなり，

結局，民主主義的統治は実現しませんでした。 

 また，国際開発復興銀行などからなる世界銀行，

欧州復興開発銀行，アジア開発銀行などの国際開発

金融機関が，開発途上国に開発資金援助をするにあ

たって，一定の法制度の整備を支援している場合も

あります。この場合，法整備の対象は，被支援国の

国家統治に関わる法制度というよりも，土地法，担

保法など，金融機関の資金回収担保に関わる法律に

向けられています。国際金融機関として，開発資金

援助の条件として資金回収を担保する法制整備を支

援することはやむを得ないことではありますが，被

支援国の関係法の整備状態を無視して，当該金融機

関の資金回収に有利な法整備を一方的に導入しよう

とするため，被支援国民の利益を損なう事例も見受

けられます。 

 さらに，東欧社会主義体制が崩壊した 1989 年以降

になると，市場経済に移行を図る開発途上国に対し，

西欧先進諸国が，主としてそれぞれの国の法制度を

モデルとして導入させることを目的として支援を行

うようになりました。ベトナムでも，スウェーデン，

フランス，オーストラリアなどが法整備支援を開始

していました。 

 今でこそ，わが国がＯＤＡとして法整備支援事業

を実施することについて，国内外で疑う人はいない

と思われます。しかし，1990 年代前半のわが国では，

法整備支援という言葉さえなかったのではないでし

ょうか。私は，名古屋大学法学部長として１億円余

の基金を募り，法学部にアジア法政治研究プロジェ

クトを立ち上げて，それを実施するために，1992 年

にベトナムを含むアジアの国々を訪れました。それ

は，経済発展の緒についていたアジア諸国の法政治

制度について，名古屋大学法学部が，わが国の他の

法学部に先駆けて，現地資料収集体制を作り，アジ

アの主要な大学，研究所との間の研究交流拠点とな

るためでした。当時，わが国はまだアジア諸国の法

制度には関心がなかったのですが，私は，わが国に

とって，21世紀のアジアの発展を考えれば，アジア

諸国との交流は不可欠だと考えていました。 

 ベトナムのハノイでは，「国家と法研究所」が主た
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る訪問先だったのですが，ダオ・チ・ウック所長の

紹介でグエン・デイン・ロック司法大臣にお目にか

かりました。その際，ロック司法大臣は私に「私が

日本を訪れた際，日本の法務大臣にベトナム民法起

草支援を依頼し，日本の大臣も非常に好意的であっ

たが，その後何も対応がない」といわれ，「現在起草

作業の重要な時期なので，何としても支援をお願い

したい」と熱意のこもった要請をされました。当時，

ロック司法大臣は中央政府の民法草案起草委員会の

委員長として草案起草に最終責任を負っていたので

す。私がロック司法大臣にお目にかかったときは，

それまで停滞気味であった民法草案起草委員会の作

業が党の指示によってフル回転し始めた時期であっ

たようでした。ベトナムは，1986 年から「刷新」と

いう訳語が当てられているドイモイ路線を採用して

法整備を進めてきましたが，1992 年の憲法改正によ

って，社会主義の枠内で，法律の留保付きとはいえ，

市民の自由と財産権が保障されることになりまし

た。市民法，市場取引法としての民法を立法する道

が開かれたのは，この憲法改正によってであるとい

えましょう。さらに，ベトナムは，対外開放政策の

下で外資導入を図るために，民法を始めとする市場

取引法を早急に整備する必要に迫られていました。

共産党政権下にあって，92年改正憲法が法律の留保

付きながら市民の自由と財産権の保障を認めたこと

は，市民法としての民法の立法に一定のレジテマシ

ー，すなわちお墨付きが与えられたのですが，後に

述べますように，民法制定とその後の民法改正にお

いて，国家が市民に優先する社会主義法の強固な思

考枠組みと市民法諸原理との間の調整は容易ではあ

りませんでした。 

 帰国後，法制審議会民法部会の委員であった私は，

法務省の官房長に会ってロック大臣の要請を伝えま

した。しかし，回答は，「かつての法務大臣に対する

要請は国際的支援なので外務省に伝えてある。今回

の要請も外務省に取り次ぐが，法務省の所管は国内

なので，直接対応できない」というものでした。外

務省からは，「外務省が対応するとしても，民法は国

内法なので，民法草案に対する助言者は国内法たる

民法を所管する法務省が選定してくれ」という回答

であり，結局，話を持ち込んだ私が外務省の国際交

流基金で派遣されることになりました。 

 当時，ベトナム司法省は，先進諸国に民法起草作

業の支援を要請し，フランス，スウェーデン，オー

ストラリアなどが専門家を送って支援していまし

た。しかし，ベトナム国内になお外国がベトナム国

家の立法に関与することに対する強い抵抗があった

ため，外国人専門家は起草作業グループに対してそ

れぞれの国の民法についてセミナーを行うという形

式をとって，起草に対する助言をしていたようでし

た。外国人専門家は，ベトナム作業グループが起草

したベトナム語で書かれた草案を示されて，起草作

業において問題になっている論点について英語の通

訳を介して質疑に応ずることになっていました。し

かし，ベトナム語を解さない外国人専門家は，ベト

ナム語の草案を見ることなく，自国の制度の解説に

終始したようで，後に作業グループから聞いたとこ

ろでは，事情が分からない他国の制度の抽象的な話

を聞いてもベトナム民法の起草作業にとって余り役

立たなかったということでした。 

 私の場合には，最初は起草作業の早い段階であっ

たためか，ソヴィエト民法をモデルとして作業をし

ていたと思われた起草作業の議論の中で問題となっ

た論点について，なぜその論点が問題になっている

のか全く示されないままに，例えば「経済法と民法

の関係は」などという質問が出されました。質問に

答えるには，なぜ，そのような質問が出るのか，ど

ういう解決を求めようとしているのかを理解しなけ

ればならないのですが，英語の通訳の能力不足から

通訳が理解しないまま質疑をしていたということも

少なからずありました。しかし，相手のベトナム起

草チームの立場に立って，相手が草案のどういう論

点を問題にしていて，それを理解するためにどのよ

うな情報を求めているのかを探ったうえで，例えば

物権変動について，市場経済の法原理を抽象的に説

明するのではなく，同じく不動産の取引であっても，

日本とドイツ，フランスでは，登記制度，公証制度

が違い取引のやり方も違うので，民法の規定の仕方
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も違っている，と具体的に説明しました。このよう

に法制度がそれぞれ社会的実体を前提としているこ

とを理解してもらおうとする私のやり方は，ベトナ

ム側の評価を得たようで，再度来てほしいというロ

ック司法大臣の要請があり，２回目は，名古屋大学

法学部の基金で訪問しました。   確か２回目か

らベトナム語の草案が示されたのでしたが，私はベ

トナム語を解さないので日本で予め草案の概要を日

本語に翻訳しておき，訪越後に司法省で，草案の問

題点について英語通訳を介してコメントをしまし

た。２回目以降は，英語通訳については能力のある

通訳を選定させてもらいました。３回目，４回目は，

自費で訪越し，草案の翻訳費用等も自分で負担しま

した。私費でも訪越して支援したのは，２回目以降

ロック司法大臣との間に信頼関係ができ，対面で腹

蔵ない意見交換の場が与えられるようになり，民法

起草支援について私に対する司法大臣の更に強い要

請があったからでした。それに応え，国を挙げてド

イモイに奮闘しているベトナムの市場経済化にいさ

さかなりとも貢献できるとすれば，一法学徒として

挑戦するに十分価値あることと私には思われまし

た。しかし，これが後に，わが国の法整備支援事業

のきっかけになるとは，当時は夢にも思っていませ

んでした。 

 その後，1994 年に日本政府がベトナムに経済協力

使節団を派遣した際に，ベトナム政府はＯＤＡとし

て法整備支援を要請しました。それを受けて，外務

省は急きょ，私とＪＩＣＡ職員を呼び技術協力プロ

ジェクトの検討を依頼してきました。しかし，それ

まで法整備支援について経験がなかったＪＩＣＡ

は，プロジェクトの立ち上げを私と実施主体となる

法務省に一任せざるを得なかったのです。法整備支

援の経験のない法務省もほぼ同じ状況にあり，支援

事業を担当することになる法務総合研究所の内部調

整に手間取り，早急にプロジェクトを立ち上げるこ

とは困難な状況でした。そこで，２年間は本格的な

プロジェクト立ち上げの準備期間とすることとし，

その間に，わが国の法整備支援は，当面は，ベトナ

ム司法省の要請に応じて，ベトナム社会の市場経済

への移行に向けた立法支援を中心とすることについ

て，ベトナム政府の理解を求めるとともに，有効な

支援体制の構築に向けて，被支援国のベトナム社会

の実情とベトナム政府側のニーズをできるだけ正確

に把握すること，国内では，ＪＩＣＡ，法務省，学

者・専門家グループなどの連携によって恒常的な支

援組織を作り，人的資源，物的資源を確保するとと

もに，具体的にプロジェクトを企画し，運営する司

令塔的組織を作ること，としたわけです。 

 しかしながら，私を含めてＯＤＡとしての法整備

支援事業の経験を持っている者はいなく，ベトナム

政府との交渉は実質私一人が当たりました。党中央

を含めてすべての関係国家機関に出向いて交渉し，

法整備支援に対する日本の立場を十分理解してもら

った上で，1996 年にプロジェクトが始まりました。

第２期プロジェクトも同じで，国内の支援組織作り

については，当初，法整備支援に関心を持つ法学者，

専門家が少なかったことから人集めに難渋しまし

た。プロジェクト運営の司令塔づくりについては，

96 年のプロジェクト発足後も，私と法総研の担当

官，法学者・専門家，ＪＩＣＡ担当者の間で定期的

に集まっては，法整備支援の在り方について試行錯

誤的な議論をしていました。 

 このように，国家として発展途上国の法整備支援

をしたこともなければ，その能力もなかったわが国

が，法整備支援に乗り出したのは 1994 年にベトナム

政府がわが国の経済協力使節団にそれを要請したか

らでした。このようなことがなければ，わが国の政

府が自らのイニシアティブで法整備支援事業を創設

したとは思われません。ベトナムが日本の法整備支

援事業への道を切り拓いたのです。本日の講演のタ

イトルを「ベトナムが拓いた」としたのはそういう

理由からです。 

 先に述べたように，欧米諸国は，発展途上国に対

してそれぞれの国の法制度の移植を試みていまし

た。60年代の米国のＬＤＭは，東西冷戦の一環とし

て実施されたのですが，失敗に終わりました。東欧

社会主義体制の崩壊後は，ベトナムを含むアジア諸

国においても，西欧先進諸国が，法整備支援に乗り
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出していました。そこに，ベトナム政府の要請によ

るとはいえ，国として法整備支援事業の経験もなく，

整備された支援体制も持たないわが国が，ＯＤＡと

して法整備支援事業を開始することになったので

す。誰が，何を，どうするのか。この事業のＰＤＣ

Ａサイクルのすべては実質私の判断に委ねられてい

ました。もちろん，私は被支援国も含め，すべての

関係者と相談してそれぞれの了解を得て判断するの

ですが，最終的に決定するのはＪＩＣＡでした。 

 まず，支援事業の実施主体については，法務省の

法務総合研究所が中核となることになりました。次

に，法整備の支援対象については，もともとベトナ

ム政府の支援要請が民法起草に対する私の助言をき

っかけとしていたということもあって，市場経済関

係法となりました。ここで，念のために，主権国家

間のＯＤＡにおける被支援国の「要請主義」につい

て触れておきたいと思います。後に述べるように，

わが国のＯＤＡ大綱では 2003 年に見直しがされる

まで，被支援国の要請に基づいてＯＤＡを行うこと

が原則であり，相手国が要請する対象について支援

をすることが前提でした。法整備支援については，

法制度が国家統治に関わることから，被支援国は自

国の統治構造と直接抵触する法制度整備を対象とし

て支援要請をすることはありえません。また，ある

法制度の整備支援が結果的に被支援国の統治原則に

違反する場合には，主権国家たる被支援国はそれを

受け入れないでしょう。例えば，共産党政権下のベ

トナム民法では，土地は全人民所有であって私的所

有は認められていません。ベトナム政府機関の多種

多様な要請事項について聞き取りをし，ＯＤＡ大綱

の「環境と開発」「民主化の促進」などという理念に

も配慮しつつ，日本側の支援実施能力を前提にして

ベトナム側の多様な要請を調整し説得するのは容易

な作業ではありませんでした。少なくとも，ベトナ

ム政府側の要請と関わりない支援対象を押し付けよ

うとしても，最終的にＭＯＵ締結にたどり着かなか

ったでしょう。被支援国の多種多様な支援要請を調

整する考え方と手続，そして，相手方に対する調整

結果の説明と了解取得は，その後のプロジェクトで

も踏襲されました。 

 第三に，支援の方法，これは方法論，戦略といっ

てもよいのですが，これも大きな課題でした。当時，

わが国では支援戦略という言葉もなかったと思われ

ますが，被支援国の発展にとって貢献する法整備支

援は，どのような考え方，理念の下に，どのように

具体的に実施するのか，という問題があります。こ

れについて，私は，被支援国の社会に受容される法

制度の段階的整備を通じて，その国の長期的な法制

度，経済社会の発展を図ることを目標とし，プロジ

ェクトの実施に当たっては，被支援国の法律関係者

の参加を求め，そのオーナーシップを尊重する，と

いう方針をとることにしました。 

 端的にいうと，私が，93 年から 94 年にかけてベ

トナム民法起草のお手伝いをした際に，ベトナム司

法省の信頼を勝ち得た考え方でした。法は社会にお

いて機能するものであり，社会に受容されない法制

度はたとえ存在しても意味がありません。私は，ベ

トナム民法起草支援をする以前から，法制度の一方

的押し付けにより失敗に帰した 60 年代の米国のＬ

ＤＭや国際金融機関による金融機関の利益のための

一方的法整備の問題点について，十分に知っていま

した。他方で，わが国は，19世紀以降，自らの手で

西欧法制度を異文化の日本社会に移植した実体験を

持っています。そこで，わが国の法整備支援は，わ

が国の経験に基づいて，被支援国の政治・社会・経

済的諸条件を前提とした上で，異文化の産物である

西欧法制度が被支援国の社会に受容され，機能する

ように整備していくことを目指そうとしたのです。 

 そこで，セミナーなどにおいても，一方的な講義

と質疑ではなく，できるだけ討議方式を取りました。

特に 1998 年に開始されたカンボジアの民法典，民事

訴訟法典起草支援では，法案起草チームにカンボジ

ア側メンバーを入れて討論をしました。討議形式は，

被支援国の経済社会の実情を法整備に反映させるの

に役立つだけでなく，結果的には，法律専門家の人

材育成にも役立っています。また，ベトナムにおい

ては，プロジェクトの一環として，長期専門家が，

ベトナム司法省と協力して，土地利用権や建物取引
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の実態について社会調査を行いました。当初，ベト

ナム側には社会調査をすることに抵抗がありました

が，1995 年新民法の執行状況を調査し将来の改正作

業に備える必要性が理解され，実施されました。 

 かくして，社会主義国ベトナムの要請によって，

市場経済移行を目指した法整備支援プロジェクト

が，1996 年にわが国最初のＯＤＡ法整備支援事業と

して開始されました。それから 20年経過し，支援対

象国の範囲は拡大し，2016 年末で９か国，１地域を

数えています。中国，ベトナムなどの社会主義国だ

けでなく，インドネシア，ミャンマーなどの共和国

が含まれています。整備対象分野については，広範

な分野に及んでおり，公法を含む法律，立法の整備

にとどまらず，法執行手続や裁判制度などの組織・

法制度整備，そして法人材育成などの支援が行われ

ています。 

 実施主体については，法総研が中核となってプロ

ジェクト運営が行われていますが，20年の間に法務

省と裁判所，弁護士会，大学・法学研究者との間に

連携体制ができ，今では，各分野で多数の法律専門

家が各プロジェクトに参加した経験を持っていま

す。支援の方法については，先ほどお話ししたよう

に，わが国の法整備支援の特色として，被支援国の

オーナーシップの尊重を掲げて，プロジェクト実施

に相手国専門家の参加と協力を求めています。 

 20 年にわたる法整備支援事業によって，わが国は

この分野において途上国から一定の評価と信頼とを

得ることができたと思います。日本政府自体も，2003

年のＯＤＡ大綱では開発途上国の法・制度構築協力

をＯＤＡの最も重要な考え方と位置付け，さらに

2008 年の海外経済協力会議は法整備支援事業を海

外経済協力の重要分野と認め戦略的に進めるとして

います。 

 しかし，20年の間に，中国の経済発展に典型的に

見られるように，開発途上諸国の経済社会の状況は

大きく変化し，法整備に対するニーズもそれぞれの

国の状況に応じて多様化しています。わが国の経済

社会もまた変化しており，2003 年のＯＤＡ大綱改定

は，要請主義の見直しとともにわが国の安全保障と

国益を重視する新たな考え方を打ち出しました。さ

らに 2015 年のＯＤＡ大綱改定は，ＯＤＡが国益の確

保に貢献することを明記しています。 

 発足以来 20 年の間の法整備支援事業の内容の変

化とともに国内外の社会経済状況の大きな変化に直

面して，ＯＤＡとしての法整備支援事業の今後の在

り方についてどう考えるべきでしょうか。今後の在

り方を考える際の論点を提示しておきたいと思いま

す。 

 第一に，実施主体に関してですが，多様化してい

る法整備支援の対象は，現在でも法務省の所管事項

を超えています。「良い統治」が法整備支援の目標だ

とされていますが，ある被支援国にとって何が「良

い統治」で，具体的に何についてどのように整備を

すれば良い統治状態が実現できるのかについてプロ

ジェクトを企画し，関係支援機関と調整して実施に

移し，さらに事業実施の事後評価をする司令塔が必

要です。法整備支援事業全体を戦略的に進めていく

には，現在の法総研が担っている役割では不十分で，

法務省の枠を超えて関係機関に対して企画調整機

能，権限を持たなければなりません。また，多様な

法整備支援をするにあたって，法整備支援の専門的

人材が育成されていないことは問題です。これまで，

多数の法律家が法整備支援事業に関わってきました

が，数年の経験の後は法整備支援とは無関係となり，

支援で得た知見は蓄積されていません。法整備支援

の方法等について専門的知見を有する専門的人材，

これには通訳を含みますが，そして，例えば法案や

判決書の起案，法人材育成の方法など，法整備支援

から得られた知見を体系的整理に整理して，具体的

支援方法論を確立することによって，法整備支援事

業は，持続可能なものとなるでしょう。 

 我が国と途上国の強固な協力関係を構築する法整

備支援プロジェクトを企画する司令塔に法整備支援

の専門的人材を配置し，多様化し拡大する法整備支

援のニーズに対して戦略的に対応することが急務で

す。 

 第二は，支援の内容と方法についてです。事業実

施にあたって司令塔が必要であると述べましたが，
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司令塔がプロジェクトの企画立案などの判断をする

にあたって，予め定められた判断基準，ルールに則

って恣意的でない判断をして，それを被支援国に説

明することが重要です。現在，多様な被支援国に対

して多種多様な対象の法整備がなされていますが，

今後，多様な被支援国の社会経済の状況に対応した

適切な支援をしていくとすると，社会経済や統治構

造の類型ごとにこれまでの支援実績を分析するなど

して，一定の社会経済状況のもとで，あるタイプの

法整備を目標とする場合には，かくかくの有効な方

策が選択できる，というような判断基準を予め策定

しておくことが望まれます。もちろん，知見の蓄積

によりルールは改定されるのであり，社会主義国か

ら共和国まで，最貧国から中進国まで，個別立法整

備から法人材育成まで，法整備支援の被支援国，支

援対象事業，支援方法，すべてにおいて多様化して

いる現在の法整備支援事業においては，多様性に応

じた支援事業戦略の策定が必要です。司令塔は，予

め定めた法整備支援事業全体を包括する戦略，すな

わち，わが国の法整備支援事業の目的は何か，どの

ような方法で目的達成を図るのか，という総括的戦

略の下で，それとの整合性を保ちつつ，被支援国の

社会経済の状況に対応した具体的支援戦略を策定し

なければなりません。支援の目的，たとえそれが「良

い統治」だとしても，被支援国の状況によって具体

的な意味内容は異なります。目的達成の方法も，被

支援国によって異なります。 

 予め支援戦略を策定し，それに基づいて，司令塔

が具体的支援実施について判断を下して，その判断

のもとで，支援実施機関が支援を実施することこそ

が望ましい姿です。 

 外務省は，2013 年に「法制度整備支援に関する基

本方針」改訂版を出し，法整備支援によって途上国

の良い統治を目指し，そのため支援は「法の支配」

の定着を重視する，としています。他方で，ＯＤＡ

改定大綱の国益重視方針に対応して，日本企業の海

外展開に有効な貿易・投資環境整備等の支援も盛り

込みました。かつて，自国の利益を優先する法整備

支援が批判を浴びた例がありましたが，わが国もま

た改定基本方針の下で，わが国企業の経済的利益を

被支援国の利益に優先させる法整備支援を試みるか

もしれません。外務省の基本方針は抽象的であり，

かつ矛盾する可能性のある項目も併存させていま

す。法の支配などの理念が謳われていますが，それ

らの理念が実現されるべき被支援国の多様な実態は

余り考慮されていません。法整備支援の基本方針と

はいいますが，理念の表明というべきであって，支

援実施のための戦略を示したものではないのです。 

 以上，いろいろと述べてまいりましたが，この第

18回の連絡会が，今後の法整備支援の在り方につい

ての議論のいわば引き金となることを切に祈りまし

て，私の話を終えることにいたします。ご清聴どう

もありがとうございました。 

  

トゥンベトナム司法省前次官・三浦有史日本総研上

席主任研究員・武藤司郎西村あさひ法律事務所ハノ

イ事務所弁護士による対談（進行役：阪井光平国際

協力部長） 

【阪井】法務総合研究所国際協力部長の阪井でござ

います。進行役を務めさせていただきます。 

 ベトナムへの法整備支援が始まってもう 20 年経

つわけで，森嶌先生は，20歳の青年が生まれたころ

から見てこられたという感じで，非常に感銘を受け

ました。 

 今日は，そういう意味で約 20年間にベトナムで始

まった法整備支援がどうなっていったかということ

につきまして，今後の道を探る上で皆さんのお話を

お伺いしたいと思っております。 

 今回，初めてこの法整備支援連絡会に来ていただ

き，日頃法整備支援とはあまりご縁のない三浦さん

から，まずベトナムとの関わりを手短に述べていた

だきたいと思います。 

【三浦】 皆さん，こんにちは。日本総研の三浦と

申します。 

 日本総研は民間のシンクタンクです。簡単に自己

紹介いたしますと，経済産業省の独立行政法人にジ

ェトロがありますが，大学卒業後，そこに行きまし

て，1991 年から調査部でアジアを担当し，当時，ベ
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トナムにはまだ事務所はなかったのですが，そこの

調査担当になりました。当時はベトナムがドイモイ

を始めたばかりの時期でした。ここに事務所ができ

たら，行く人は大変だろうなと思いつつ，年中現地

出張に行っていたのですが，出張先のホテルに人事

課長から電話がかかってきて，君，事務所に行って

くれないかということになり，1993 年にハノイ事務

所を立ち上げて，1998 年まで５年間，駐在しており

ました。 

 現地の経済と日本企業とベトナム政府との間をつ

なぐなどして投資環境を整備することを仕事にして

おりましたが，帰って民間のシンクタンクに移りま

して，そこからもう１つの立場として，ＯＤＡの本

を書いたり，ベトナムのＯＤＡの全体評価のプロジ

ェクトチームに入ったりしておりますので，ベトナ

ム経済に多少知見があること，ＯＤＡにも，ベトナ

ムに限らず，全体に知見があること，そして，全く

の民間人であるということ，この３つの要素により，

私をここにお呼びいただいたのではないかと思って

います。 

【阪井】 ありがとうございました。 

 次に武藤さんですが，最初にベトナムへ行かれた

ＪＩＣＡの長期専門家であると把握しております

が，そのあたりも含めまして，お話し願います。 

【武藤】 ご紹介いただいてありがとうございます。

西村あさひ法律事務所ハノイ事務所の武藤と申しま

す。 

 先ほどご紹介受けましたように，1996 年からベト

ナム法整備支援の第一号専門家として，森嶌先生の

ご指導のもと，ここにいらっしゃるクオン前大臣と

お隣のトゥン前次官，両方とも当時は国際法局長と

民事法局長でございましたけれども，この方々をカ

ウンターパートとして，ベトナム法整備支援の立ち

上げ作業に従事しておりました。私自身は，当時は

名古屋で弁護士をしておりましたが，森嶌先生から

一本釣りでこのプロジェクトに行かないかというお

声をいただきまして，何もわからず飛び乗ったとい

うようなことでございます。 

 今回は，ベトナム日本商工会の代表としてお呼び

いただいて，本来はその会長が来るべきではござい

ますが，法整備支援自体には知見がございませんし，

私が会長の代理ということで今回は参っておりま

す。 

【阪井】 ありがとうございました。 

 武藤先生には，法整備支援プロジェクトの草創期

のお関わりと，今おっしゃっていただいたように，

現在のベトナムに進出しているさまざまな企業が抱

えている課題などについてお話ししていただくとい

うことで来ていただいているわけです。次は，トゥ

ン前次官ですが，トゥン前次官には，日本がベトナ

ムに対して行ってきた，ベトナムとともに行ってき

たことについて，トゥン次官がどのように関わられ

てきたのかということをお話ししていただきたいと

思います。 

【トゥン】 皆様，こんにちは。 

 本日，私としてはベトナムの前司法大臣，ハー・

フン・クオンと一緒にこのような連絡会に参加する

ことができまして光栄に思いますし，非常に感激し

ております。そして，私は，昨今 20年間のプロジェ

クトについても，運よく参加することができており

ます。 

 私としても，先ほど森嶌先生が言及されたように，

先生がベトナムにいらして，当時のロック大臣と当

時のクオンさんと関わり合いになられ，私としては

1993 年に初めてこの仕事に携わったわけです。私

は，当時，ベトナムの司法省の民事経済法局の局長

として，司法大臣から当時の民法典の立案の責任者

として命じられました。そして，その後，私はベト

ナム司法省の次官に任命され，そしてまた大臣から，

1995 年の民法典の改正作業の責任者に命じられて，

改正は 2005 年に実現しました。そして，10 年が経

ちましたところで，民法典を全面改正しまして，2015

年に新民法典が制定されました。 

 このベトナム民法典の立案の際には，日本側とし

ては国内の委員会が設立されて，森嶌先生，新美先

生，またその他先生方，専門家がこの日本の委員会

に参加してくださいました。森嶌先生がお話しされ

たように，1993 年の時点ではやはりお互いに十分理
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解し合うことができませんでした。そして，1995 年

にベトナム民法典が制定されて，森嶌先生が，ベト

ナムがこれでやっと市場経済へ踏み入れたのだとい

われたことを記憶しております。そして，2015 年の

民法典に関しても，2005 年の民法典に関しても，よ

り市場経済に関する規定が多くなったということも

森嶌先生がおっしゃいました。つまり，2005 年と

1995 年の民法典を見ると，やはりまだいわゆる官僚

主義とか計画経済的な規定はたくさん残っていて，

2015 年の民法典に関しては，それまでの民法典と比

べるとよりよくなり，そしてより市場経済にアクセ

スできるようになったのだと森嶌先生がおっしゃっ

たのだと理解しています。 

 確かに，1993 年の時点では，森嶌先生といろいろ

と話を交わさせていただきまして，専門的な内容に

ついては，私としてはまだ十分理解できなかった点

もたくさんありました。今日に至っては，先生とい

ろいろお話しさせていただきましたら，特に経済，

民事などの分野に関しては，私としてはよりよく理

解することができるようになりました。確かに，ま

だ十分理解できてない事項もたくさん残っておりま

す。私としては，自分なりに成長はしてきているの

ですが，今後も引き続き学習しなければならないと

思っております。 

 また，この 20年間の日本のベトナムに対する法・

司法の分野に対する協力による効果については，ク

オン前大臣が言及いたしました。民事，経済の分野

において，特に民法典の立案・制定のご支援は，顕

著な効果が現れています。 

 また，私個人としても，日本のご支援の特に人材

育成の面における受益者の一人でありまして，特に

人材育成の面で私個人としても，日本での研修にも

複数回にわたって参加することができました。また，

ここにいらっしゃる方々にも，お会いしたことのあ

る方もたくさんおられます。 

 私は，ベトナム司法省の管理職から定年退職し，

もう次官ではありませんが，今でもベトナムの司法

省の専門家として在職しております。運よく，今後

も皆様と協力することができ，また皆様のご支援も

今後も引き続き受けられることと信じております。

先ほど，クオン前大臣も言及したように，今の段階

のベトナムとしては法律の整備から，今度，法律の

実施体制の充実へと戦略的な転換の時期に入ってい

ます。ベトナムの新しい民法典は，既に発効してい

て，ただ今後，この新しい民法典が社会に定着でき

るようには，いろいろな下位法令の制定も引き続き

必要となります。 

 その中でも，この民法典の実施においては非常に

重要性のある１つの法律として挙げられるのは，財

産登記法という法律です。ベトナムの土地は，ベト

ナム国民が管理上できること，また海外の投資家も

管理・使用できることが保証されなくてはなりませ

ん。そしてそのような規律は法律として存在しなく

てはなりません。そうすることによって公開性と透

明性が保たれ，汚職防止にもつながります。 

 今後のベトナムの民法典の実施においても，どう

か皆さんの継続的なご指導，ご支援をお願いする次

第です。ありがとうございました。 

【阪井】ありがとうございました。トゥン前次官が，

日本との間では民法の制定，改正に深く関わられて

いるということが皆さんよく分かられたと思いま

す。 

 森嶌先生は，この連絡会は，本当に法整備支援が

将来どうあるべきかを話し合う率直な機会であると

いうようにおっしゃいましたが，その大事な点の１

つとして，法整備支援が外からどう見えているのか

ということを，もう少し私たちが真剣に考えなけれ

ばならないということがあると思っております。午

後の部を通じても，法整備支援のいわば「内輪」の

人たちの話が大半を占めるわけですが，今日来てい

ただいているほぼ唯一の外側の方ということで，三

浦さんから，これまでの議論，発表をお聞きになっ

た上での率直な感想を述べていただきたいと思いま

す。 

【三浦】 法整備支援を日本政府がＯＤＡの柱とし

て注力していて，その対象としてベトナムは非常に

重要な国の１つであるということは知っておりまし

たが，今回，参加させていただいて，森嶌先生のご
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尽力の上に成り立ってきたのだなということがよく

わかりました。 

 経済分野ではＪＩＣＡの社会開発事業の枠組みで

実施され，後に「知的支援」と呼ばれるようになっ

たベトナムに対する，いわゆる石川プロジェクトと

いう非常に大きなプロジェクトがありました。亡く

なられましたが，一橋大学の開発経済学の権威であ

る石川滋先生が音頭をとられて，日本の経済学者の

精鋭を集めて，ベトナムに今後の経済開発，どうい

うふうに進めていけばいいのかという政策を提言す

るというものでした。一方的に日本側がするわけで

はなく，ベトナムの各省庁の中堅どころと，日本の

学者が共同研究をしながら進めていくというもので

した。森嶌先生のお話を伺っていて，それをちょっ

と思い出しました。日本の支援の特長として，森嶌

先生の方から幾つかキーワードが出ました。相手に

は，個別の文化や事情があるのであって，主権国家

としてもう既に成り立っているところにどう移植し

ていくか，それが日本の法整備支援において非常に

重要だということをおっしゃいましたけれども，経

済学の分野でも，当時，石川先生が同じようなこと

をおっしゃっていました。 

 経済政策というのは大体自由度を高めて開放的に

するというのが一般的な政策ですけれども，経済学

では「初期条件」というふうにいいますが，石川先

生は，初期条件の異なる国に，それをＩＭＦと同様

に押しつけても意味がないと，貿易自由化はするべ

きなのだけれども，ベトナムがＡＳＥＡＮに加盟し

て自由化をしていくと，ベトナムは草刈り場になっ

てベトナムの産業がなくなってしまうのではないか

という懸念も強く抱いておられました。どういうこ

とかというと，ＩＭＦの考え方だと，簡単にいうと

良いフィールドさえ整えておけば選手は自動的に育

ち，立派なプレーヤーはそこから出てくる，だから

政府の仕事は，フィールドをきれいに整えてルール

をしっかり作り，審判として働くことであるという

ものでした。ところが，ベトナムをそのように持っ

ていくと草刈り場になってしまうとの懸念でした。

それで，どういうふうにするかというと，プレーヤ

ーズアプローチ，すなわち，プレーヤーをそのまま

直接鍛えちゃおうということであり，これが日本の

産業政策の根幹にあって，これがベトナムでも必要

なのではないかということになり，石川プロジェク

トの提言の中に反映されております。 

 そういう意味で，法整備支援も，奇しくも何か同

じような考え方に基づいてベトナムにアプローチし

て，ベトナムと共同して法律を作られたということ

で，経済政策の分野と共通点があるのかなと，これ

は，恐らく日本独特のものなのだろうなというよう

に思いました。 

【阪井】ありがとうございました。 

【森嶌】実は，私が法整備支援をしているときに，

別分野で活動中の石川先生にお目にかかったことが

あります。1993 年の頃でした。今の三浦さんがお話

しになった詳細なことは承知していませんが，日本

の経団連が経済協力のグループをベトナムに送った

ときに，ベトナム側がいったのは，石川先生のと私

のとの２つをきちんとしてほしいということでし

た。今，三浦さんのお話を伺っていて，そういうア

プローチじゃないとやはり当時の途上国としては，

カンボジアもそうですけれども，下手すると草刈り

場になるのであり，法整備支援でもきちんとそこを

意識していかなければならないと私は思います。 

【阪井】 ありがとうございます。 

 法律と経済の両輪が，20年ほど前にベトナムで奇

しくも同じ方角に向いて同じ手法で行われてきたと

いうことを示される非常に有益なエピソードである

と思って聞いていたところです。武藤先生には，ベ

トナムにおける法整備支援のごく初期に非常に苦労

されたということをお聞きしました。現在はハノイ

に駐在されて日本の企業のさまざまなニーズに応え

られるように活躍されていると把握しております

が，武藤先生から見て，日本のベトナムに対する法

整備支援の現状について，先生のご経験や今のお仕

事の内容も踏まえてコメントいただきたいと思いま

す。 

【武藤】今日はベトナム日本商工会の代表として来

ていますので，商工会の活動とベトナムの法整備支
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援の関連についてご説明したいと思います。 

 実は，2014 年に投資法と企業法が大改定されまし

て，その際にＪＩＣＡのベトナム事務所から今所属

している事務所に，意見書を出さなければいけない

ので，それを書いてくださいという急な依頼が出さ

れて，それをお受けしました。非常にショートスパ

ンで１か月くらいしかなく，日頃 11時頃まで働いて

いる人間が２時か３時まで働くということを集中し

て行って，国会の経済委員会に出す意見書を作成し

ました。それを，日本商工会の意見としても出して

おります。国会の開催の１週間前の時点で，既に素

案は提出されていたのですが，国会の経済委員会の

副委員長から呼ばれました。アメリカ・チャンバー・

コマース，ユーロ・チャンバー・コマースと我々ベ

トナム日本商工会の代表，私でございますが，が出

席して最終的にコメントを出すという場でした。そ

のときに非常に驚いたことには，アメリカ人やヨー

ロッパ人が居並ぶ中，経済委員会の副委員長さんが，

日本の意見が聞きたいのだといわれたことでした。 

 うちの事務所で作ったオピニオンを出していたの

ですが，やはりそのときには，森嶌先生の不肖の弟

子として先ほど森嶌先生がおっしゃった教えを守っ

ておりまして，相手の主権を尊重した改正提案，そ

して，社会調査等を行って法の適用の実態を踏まえ

た改正提案をし，その上で相手方の受容可能な提案

をすることを心掛けました。もちろんうちの事務所

のオピニオンでございますが，私もレビューしてい

ますので，森嶌先生がおっしゃった途上国とのお付

き合いの肝の３点を守りつつ意見を出しました。そ

ういう日本の態度がベトナム側から評価されて，ア

メリカやヨーロッパの意見ではなく日本の意見が名

指しで聞かれるということになったのではなかった

かと思っています。その点では森嶌先生のご指導は

大変ありがたかったと今も考えているところでござ

います。 

 それで，実は今も進行中の日越共同イニシアティ

ブといいまして，法律だけではなく，ベトナムの投

資関係の改善に関して，日本とベトナムの両政府が

商工会や経団連も入って改善提言をしていく場がご

ざいまして，もうフェーズ６になっています。そこ

には，企業法・投資法の改善のワークチームがあり

まして，そこのチームリーダーを私が務めておりま

す。そこで計画投資省や商工省や中央銀行など投資

に関係する機関に対して改正提言をしております

が，やはりその際も先ほどの森嶌先生がおっしゃっ

た教えを守り，相手の主権を尊重しながら相手の受

容可能な提言をしていくというような作業をしてい

るところでございます。 

 基本的に商工会というのは，それぞれの会員に本

業がございまして，うちの事務所も利益の半分以上

がＭ＆Ａで，所属弁護士は朝から深夜に至るまで毎

日，土日返休で通常業務に時間をとられておりまし

て，それは会員企業も同じでございます。そのよう

な中，法務省委員会から，非常にショートスパンで，

ひどいときには３日後に意見を出せというようなド

ラフトが舞い込んできて意見を出すというようなこ

とを，まさに手弁当でしております。あくまでも企

業投資法や労働法というような日々接する法律に関

しては，実務的な観点からは意見が出せるのですが，

民法，刑法，民訴法，刑訴法，民事執行法などとい

う憲法をも含む基本法に関しては，体系的に取り組

まなければならず，企業投資法に関するような支援

はとてもできません。 

【阪井】武藤先生は，日本の法律事務所の現地事務

所で活動されており，これもさまざまな意味におい

て法整備支援の１つの形ですが，現地ではＪＩＣＡ

のプロジェクトが進行していて，そこで基本法に関

する支援を始め，人材育成などをしっかり行ってい

る現状があります。プロジェクト側にも弁護士さん

が長期専門家として入っていますし，他方で武藤先

生のように長期専門家の経験をお持ちで，今，現地

で活動されている方もおられるということで，武藤

先生は，その２つの立場をよくご存じで，非常に機

微に富んだ支援をされているのだとつくづく思った

次第です。その辺りも踏まえまして，三浦さんから

見て，日本の企業の活動等を含めて，今，ベトナム

でどういうところが問題で，今後どういう形で支援

していけばより良くなるのかということを，三浦さ
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んのお立場から提案していただきたいと思います。 

【三浦】ＯＤＡを比較的厳しい目で見る一人の民間

人として，そして，アジア経済を研究対象とする人

間として，主に２点申し上げたいと思います。 

 １つは，先ほど武藤先生からお話がありましたよ

うに，日本の進出企業と大使館が中心になっていろ

いろビジネス上の改善点，法制度も含めて，日常直

面している問題をまとめ上げてベトナム政府に提言

するという活動は行われています。これは，即効性

があり，目の前のニーズ，直面する問題を解決する

という面で非常に有効なものです。 

 それはそうとして，こういう日常業務とは別に，

日本政府がやるということであるならば，もう１つ

目線の高いものをＯＤＡは持ってしかるべきだと，

私は日々思っています。トランプさんがアメリカの

大統領に就任しますが，ＴＰＰはもうやらないとい

っています。東アジアで何が起こるかというと，日

米間では２国間の通商政策に重きが置かれ，東アジ

ア全体ではＴＰＰが流れてしまうのでＲＣＥＰに移

っていくかもしれないという論があります。ＲＣＥ

Ｐの加盟国には，中国，インドが入っていますから，

ＴＰＰに比べれば，自由化の水準ははるかに低いと

いわざるを得ません。 

 中国，インドが入って自由化の低いＲＣＥＰが東

アジアで締結されてしまうということは，日本にと

ってすごくマイナスです。ベトナムにとってもすご

くマイナスであり，これで得をするのは誰かという

と，恐らく中国なのでしょう。対外政策の観点から

見ると，要は国有企業改革とかサービス業の自由と

かいうような，ＴＰＰみたいな水準の高いことはし

なくてもよく，とりあえず中国のマーケットをオー

プンにしてあげるから，中国から投資もするから，

皆さん中国について来なさいよ，というようなゆる

やかな連合が東アジアで形成されるというのは，日

本にとって非常によろしくない事態です。企業活動

にも非常に大きな影響が及びます。 

 各国が中国にどうこういっても聞いてもらえるよ

うな余地はありませんが，少なくともベトナムやほ

かの東アジアの国であればＯＤＡを通じてもっと目

線の高い経済支援をしていくということは，ＯＤＡ

の１つの役割であると私は思っているのですが，そ

の全体像を含めて，法整備支援をどうそこに埋め込

んでいくかが大切です。相手国から要請されてとい

うことも大事なのですが，もっとアクティブにここ

にどう埋め込んでいくかという戦略性があってよい

と思います。 

 企業に，皆さん困っていることはありませんかと

聞いたら，いっぱい出てきますが，先ほどお話しし

たようなレベルの高い話は企業に幾ら聞いても出て

きません。これは，日本政府全体で考えるべき問題

です。 

 法務省はそういう場では，どっちかというと一歩

引いた，経産省とか外務省とか財務省とかが旗を振

ってそういう話をまとめるようなイメージを抱きま

すが，申し上げたその３省も決してそういう十分な

能力があるわけでもないし，積極的なわけでもない。

だから，むしろ法務省サイドでその辺を引っ張って

いって主導権をとるぐらいの気持ちがあってもよい

のではないかと思いますし，法務省としてこういう

ことがしたいとはっきり主張することがそもそも前

提であると考えます。場合によると，法務省が主で，

ほかの経済官庁が従であってもよく，そのくらいの

積極性が僕はあってもよいのではないかと思ってい

ます。これが２点のうちの１点目です。 

 もう１点は，成果の普及等の問題です。森嶌先生

を始めベトナムに関わった方の大変な努力の甲斐も

あって，いろんな貢献がなされてきたということは

今日の会議でもわかりますし，ＪＩＣＡのつくられ

ている「Ｍｕｎｄｉ」という冊子をここに来る前に

読んできましたが，そこからも読み取ることができ

ました。 

 皆様の機嫌を損ねるかもしれませんがあえていわ

せていただくと，いわれていることと書かれている

ことは全てインプットです。アウトカムではありま

せん。これだけ頑張りました，これだけ人を呼んで

セミナーしました。それは，ＯＤＡのアウトカムの

評価にはならないのです。それはどれだけ投入した

かのインプットにしかなりません。それをよく踏ま
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えた上で，法整備支援をより日本国民に，こんなこ

とをやってこんな成果があるのですよということを

積極的にアピールしていくことが大切です。そして，

受益者である，ベトナム政府ではなくベトナム国民

に，これだけの受益が及んでいますということを，

できたらメディアが理解されやすいように定量化し

てコンパクトにしたものを常に発信していくことも

必要です。 

 これも，ほかのＯＤＡの分野でもほとんどされて

いませんから，法整備支援の皆さんにどうですかと

いっても腰が引けるかもしれません。しかし，そう

いうことをいわないと，将来ＯＤＡはもうもたない

ような気がします。これだけ日本が財政赤字を抱え

て，医療費とか年金とかもどんどんカットされてい

ますが，それでも財政赤字はもっと膨らみます。消

費税率上昇も延びました。今アンケートを取ると，

ＯＤＡはこのままでよいと半分の回答があると思い

ますが，今後高齢化が進むとこのままでよいとの割

合が，どんどん減ると思ってください。ＯＤＡには，

逆風が吹き始めるのであり，そういうことを踏まえ

た上で，待っているのではなく，より積極的に攻め

ていくような成果の普及方法が必要なのではないか

と思います。 

【阪井】ありがとうございました。 

 この「成果」について，武藤さんはどのように考

えられますか。 

【武藤】もちろん国民に結果を説明しなきゃいけな

いというのは，税金を使っている以上当然だと思い

ますけれども，定量化という点では私も森嶌先生と

同じで，非常に疑問を持っています。 

 成果の指標に「法律の数がふえた」ということが

ありましたが，私はこれを見て大変ショックを受け

ました。なぜならば，ベトナムは非常に雑然とした

怪法規が余りにもたくさんあり，法整備が進んで整

理されれば，法律の数はむしろ少なくなるはずです。

したがって，法律の数がふえるということを指標に

挙げることは，非常にナンセンスであり，そういう

意味では経済分析の手法を，そのまま法整備に使う

のは非常に危険です。説明は必要ですが，評価の方

法をもう少し科学的にと申しましょうか，法律分野

に合ったようなものにする必要があります。 

 例えば，成果としてはトゥンさんのようなドラフ

ターにこちらの考え方を理解してもらった，それだ

けで十分な成果だと思いますし，それが一旦ドラフ

トに反映されますが，それが最終的には主権者たる

国会によって否決されるということもあります。し

かし，否決されたからといって，じゃ効果がなかっ

たのかというと決してそうではありません。ドラフ

ターに理解をされて，一旦，ドラフトに入れば，そ

の後，時がたてば次のときに改正に応じてくれるか

もしれません。まさに，20年かかって，去年のベト

ナムの民法改正で表見代表の規定が入りましたが，

これはそれこそ何年も前から森嶌先生がずっといっ

てこられて，我々もいいましたが，トゥンさんも理

解されたという効果があり，それが法案としてなっ

たのは 20年後でした。こういうことを考えると，ア

ウトプットの評価基準を法律分野に合うように相当

直さなければならず，その点はぜひ改善していただ

きたいというふうに思っています。 

 それから，なぜ税金を使うのかという観点から申

しますと，少なくともベトナムの法整備支援に関し

ていいますと，税金を使って日本側に十分に利益が

もたらされています。今，企業だけで南北商工会に

千何百社も加盟していまして，駐在員もたくさんい

ます。日本の投資がどんどん増えてきていますが，

先ほど申し上げましたように，日々企業法とか投資

法とかいろいろと改善提言はできますが，前提とな

る基本法や，民事・刑事の裁判制度がしっかりして

いることは大変重要なことです。実は日本の企業も

駐在員も大変困っていて，フェアな司法制度が確立

されること，仲裁が変な形で取り消されなくなり，

賄賂に関する犯罪の構成要件が明確となって，仮に

捕まったとしてもフェアな裁判を受けられ，きちん

とした弁護士の援助を受けられるのであり，こうい

うことは，ベトナムに進出している多くの企業が非

常に関心を持っています。ですから，この分野にお

金を使うのであれば，企業側は大喜びで，むしろ献

金をするくらいではないかとさえ思っています。 

128



 そういう意味では，少なくともベトナム法整備支

援に関しては，企業がまさに気がつかないようなこ

と，できないようなことがたくさんありますので，

その分野に税金を使っても全くペイすると私は考え

ております。 

【阪井】 ありがとうございました。 

 三浦さんが指摘されたいわゆる司令塔問題につき

まして，これは法務省としても常々いつも考えてい

ることで，熱いエールを送っていただいたと思って

受けとめさせていただきます。 

 あと，アウトプットの広報について，これも非常

に大事だといつも思っておりまして，この法整備支

援連絡会などは，まさにそういう場であるべきかと

思っています。しかし，従前は，私たちはこんなこ

とをしていますよという単なる発表ばかりしていま

して，お互いどういう形で連携したらいいのかとか，

成果をどこにどのように広報したらよいのかとか，

法整備支援全体を高めていこうとする意識は希薄で

あったと，私は反省しています。今後，今ご指摘の

あったことを法務省としてもしっかり検討して参り

ます。広報という面に関しては，やはり今日もこれ

だけ来ていただいているのですが，果たして初めて

来ていただいた人が何人いるのか考えてしまいま

す。リピーターをふやすのももちろん結構なのです

が，新しい方にどんどん入ってきていただくという

発想を大事にしたいと思っています。 

 時間も迫っておりまして，昼からまだベトナムに

対する議論は続きますので，可能な限り午後から質

問の場を設けて，議論を深めたいと考えております。 

 午前中は一応これで締めたいと思います。登壇し

ていただいた方々，本当にありがとうございました。

皆様のご清聴に感謝致します。 

  

【第２部】 

ベトナム長期派遣専門家経験者によるパネルディス

カッション（モデレーター：松尾弘慶應義塾大学法

科大学院教授） 

【松尾】それでは，第２部を進めさせていただきた

いと思います。 

 第２部は，前半と後半に分かれております。前半

では，ベトナムに対する法整備支援の歴史，成果等

を踏まえて，社会の変化に応じてどういうふうに法

整備支援が進化，発展してきたか，今後どうあるべ

きかについて議論を深めたいと思います。 

 後半では，ベトナムに対する法整備支援の方法や

課題，反省，展望を踏まえて，その他の国への法整

備支援について比較対照しながら法整備支援の課題

や今後の展望について語って参りたいと思います。 

 第１部では，更に議論をすべき問題が残っており

ましたので，その点についてご発言の希望をお持ち

の参加者の方もいらっしゃるかと思います。その意

味では，その問題を第２部にできるだけ引き継ぐ形

にして議論を深めることができればと思っておりま

す。第１部でも報告して終わりということではなく

て，さらに何をどうすべきかということについて議

論を深めるべきであるという宿題をいただいており

ましたので，少しでも実現する形で進めていければ

思っております。 

 先ほど，第１部の森嶌先生のお話の中で，ベトナ

ムへの法整備支援が日本の法整備支援を切り拓いた

ということがございました。お話を伺っていて，私

が思いましたのは，やはりベトナムで法整備支援を

しようという志を持った方の強い意思によって日本

の法整備支援がスタートし，それが 20年でここまで

拡大してきたということです。やはり人の持ってい

る志といいますか，誰かがここで思わなければ何も

変わらないということを実感した次第です。それを

引き継ぐ形で，私たちがどういうふうに展開してい

くべきかということが第２部のディスカッションの

課題になるでしょう。 

 それでは，早速第２部，前半のパネリストの方々

から，それぞれの法整備支援にかかわられた支援の

状況や具体的な内容，専門家としてのかかわり方に

ついて手短にお話をいただければと思います。 

 最初に，森永さんからお話をいただきたいと思い

ます。森永さんは，2004 年５月から 2007 年３月ま

で，ＪＩＣＡ派遣専門家としてベトナムに滞在して

いらっしゃいました。それでは，どうぞよろしくお
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願いいたします。 

【森永】 国連アジア極東犯罪防止研修所次長の森

永でございます。 

 今ご紹介いただいたように，私は，2004 年から

2007 年までベトナムでプロジェクトオフィスのチ

ーフアドバイザーをしておりました。当時，2005 年

民法ができ上がったという頃で，プロジェクトとし

ては，１つは民法の関連法令である不動産登記法，

国家賠償法，そして民事判決執行法，民事訴訟法の

支援もしておりました。それと並行してキャパシテ

ィビルディングをしなければならないということ

で，検察官のマニュアルを作ったり，ベトナム国家

大学，法科大学じゃなくて国家大学のほうですけれ

ども，国家大学に日本法講座というものを作ったり

しました。そこで私が１年生を教えていましたけれ

ども，その頃，よく覚えているのは，実は国内から

はＪＩＣＡと法務省からは，お前でお仕舞いである

といわれていたことです。幕引きをするから，ちゃ

んと始末してこいという話でした。 

 行ってみたら，プロジェクトは始まったばかりで，

何を勘違いしているのだと思い，ちょうどそのとき

に非常にタイミングよく森嶌先生がおいでになった

ので，森嶌先生にそのことを話し，森嶌先生のお力

をお借りし，とんでもない，こんなところで終わる

わけにいかないでしょうという話になって，それで

プロジェクトが続いていったといういきさつがあり

ました。 

 恐らく，当時私自身もそうでしたけれども，法務

省もＪＩＣＡ自体も法整備支援というのは，ものす

ごく長いスパンの話なのだということをきちんと理

解していなかったという感じがしますね。現地に行

ってみたらとんでもない話で，まだ考え方も硬いし，

2005 年民法ができたといったって自由主義市場経

済向けの民法としてはまだ半分で，当時は，表見代

理の規定さえありませんでした。そういう状態でし

たので，こんな状態で終わらせることなく続けたい

という気持ちが強くなったことをよく覚えていま

す。当時，ベトナム側もカウンターパートの人たち

も，まだかなり議論がドグマチックといいますか，

こうであるべきであるという議論に終始していまし

た。さすがに初期にあったように，会議の冒頭に共

産党の演説が始まるということは影を潜めていまし

たけれども，それでもやはりかなりまだ硬い考え方

をしていて，それをもみほぐしながら先に進めてい

くというのが大変だったなという印象を持っており

ます。 

【松尾】どうもありがとうございました。 

 それでは次に，西岡さんからお話をいただきたい

と思います。西岡さんは，2010 年４月から 2013 年

９月までベトナムに赴任されました。この間に伊藤

文規さんが赴任されておられますので，伊藤さんの

後を引き継ぐ形で西岡さんが行かれました。西岡さ

んのおられたときの支援の様子，かかわり方，ある

いは今，森永さんからお話があったプロジェクトに

対してどういう変化があったかという点を中心にお

話をいただければと思います。 

【西岡】ただ今ご紹介にあずかりました西岡です。 

 私は，2010 年４月から 2013 年９月まで，実に３

年６か月もの間日本を離れることができまして，法

務省の皆様には感謝してもしきれないぐらいで，こ

の場を借りて厚く御礼を申し上げます。 

 森永さんの時代というのは，先ほど起草支援から

人材育成という形でされていたということで，本来

なら森永さんの時代で終わっていたところを次の時

代に展開していただいたおかげで私もベトナムに行

くことができたのかなと実感しております。 

 そして，プロジェクトの大きな目標というのは，

やはりベトナムにおいて裁判実務や裁判執行実務が

統一的に運用されて，かつ公平性，透明性が確保さ

れたものとなることというやや抽象的なものだった

のですが，やはり基本的に法律をつくるに当たって

は実務上の問題点を把握して，それを反映していこ

うということ，そして裁判実務や裁判の執行実務を

公平に行うためには法律の実務家の能力の向上が大

事であると考えました。そして，首都はハノイなの

ですが，ハノイだけを対象にするのではなく，より

地方に展開していこうとしたのが，2007 年から始ま

った法司法制度改革支援プロジェクトでした。2007
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年４月から 2015 年３月まで続いて，合計８年間あり

まして，前半４年間をフェーズ１，後半４年間をフ

ェーズ２とし，私はその間の 2010 年から 2013 年ま

での間，そのプロジェクトに携わりました。また，

地方に展開するということで，相当数地方に行くこ

ともできまして，ベトナム 63省のうち実に 50省以

上回ることができました。ベトナムの隅々とまでは

いえませんが，日本人があまり行かないようなとこ

ろにも行け，大変充実した派遣期間を過ごすことが

できたと思っています。 

 司法省と裁判所，検察院が主なカウンターパート

でしたが，私がいたころに，ベトナムの全国的な弁

護士会が設立されましたので，弁護士会も入って，

司法省，裁判所，検察院，弁護士会の４つの機関，

組織がカウンターパートになりました。そして日本

の検察官や裁判官，弁護士という法曹資格者が１名

ずつ派遣されておりまして，検察官がチーフアドバ

イザーとして全体的なプロジェクトの管理，それか

ら主に検察院や司法省のアドバイザーとしての業務

も担当しておりまして，事実上はプレイングマネー

ジャー的なところもあって，できたら検察官２人が

いいなというふうに私は思っていたところ，今現在

では検察官２人派遣していただいているということ

を聞いて，これも法務省の方々に大変力を入れてい

ただいていることの現れと思って感謝しているとこ

ろです。 

 司法省との活動について簡単に説明させていただ

きますが，民法改正や担保関連法規の改正に協力し

ていて，民法の体系論や，あるいは先ほど出てきた

表見代理の制度，それから物権制度をどのように導

入していくのかというような話をしておりました。

現地で問題点をピックアップして，それをどのよう

にしてベトナム側に反映していくのかについては，

森嶌先生を初めとしたアドバイザリーグループの学

者の先生方に適宜ＪＩＣＡネットと呼ばれるテレビ

会議でアドバイスをいただき，さらには本邦研修と

いう形でベトナムの司法省の起草担当者を日本に送

り出して議論を進めていくといったことをしており

ました。 

 さらには，ベトナムで検察院の活動におきまして

は，全国的に展開するというよりも，むしろ特定の

エリアに注力を置いた活動をしておりました。フェ

ーズ１の 2007 年から 2011 年の４年間につきまして

は，ハノイから北西に 30キロほど離れたバクニンと

いう地方都市で展開し，その後，ハイフォンという，

人口約 200 万人のベトナムで第三の都市で活動を行

いました。私は特にフェーズ２の頃に活動していた

のですが，検察院との活動を中心に行っておりまし

て，ハイフォンの検察院の能力向上，あるいはハイ

フォンの実情を調査しました。そこで，ベトナムの

刑事手続に簡易裁判手続と呼んでよいものがあるこ

とがわかりました。ベトナムの刑事の簡易裁判手続

というのは日本とは全く逆で，捜査の時間をぐっと

短縮して，裁判は普通に行うというもので，ベトナ

ムの検察院からすれば非常にプレッシャーがかかる

ものでした。日本の場合は捜査の時間は普通なので

すが，裁判が短縮されるというものであり，全く逆

の制度で，ベトナムの現場の検察官は非常に苦労し

ている様子がうかがえました。検察官のそのような

意見をハイフォンで集約し，それをベトナムの刑事

訴訟法の改正に反映していくために提言をするとい

う活動に協力させてもらったりしておりました。そ

ういった意味で，現場の課題をいかに抽出して，そ

れを次の法改正に反映していくかということに主眼

を置いたプロジェクトであったと思います。 

 さらに，私自身の非常に印象に残っているのは，

ベトナムのプロジェクトは，ＪＩＣＡと大使館にも

協力いただいて，本当にオールジャパン，チームジ

ャパン体制で仕事ができたということです。法曹資

格のある３名だけが行うのではなく，その法律の学

者の先生，大使館，ＪＩＣＡ本部，ＪＩＣＡベトナ

ム事務所がまさに一丸となって実施したプロジェク

トであったというふうに思います。この場をお借り

して，皆様に協力していただいたことに改めて感謝

の意を表したいと思います。ありがとうございまし

た。 

【松尾】 西岡さん，どうもありがとうございまし

た。 
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 派遣の最長記録をお持ちの西岡さんから，プロジ

ェクトの内容がメニューとしても拡大し，それから

地方にも展開していったというお話をいただきまし

た。 

 西岡さんの後を引き継いで，松本さんが 2013 年

10 月から昨年 2016 年３月までベトナムに赴任され

ました。たくさんのプロジェクトを引き継がれて大

変だったのではないかと想像いたしますが，松本さ

んから支援の状況，概要とどのように関わられたか

についてお話をいただければと思います。 

【松本】 今ご紹介いただきました検事の松本です。 

 私の派遣期間は，西岡さんの派遣期間の後に連続

した期間で，2013 年 10 月から 2016 年３月までの２

年６か月間というものでした。その間，２つプロジ

ェクトにまたがりましたが，前半部分は西岡さんの

プロジェクトを引き継いで実施したという形でし

た。前半部分については，すでに西岡さんが話され

ましたので省略させていただいて，2015 年から立ち

上がった新しいプロジェクトについて説明させてい

ただきます。 

 この新プロジェクトは，従前のプロジェクトを引

き継ぎつつも新しい要素をどんと追加したという構

成になっています。従前の司法省，検察院，裁判所，

弁護士会に対する支援は，引き続きとても重要だと

いうことで，活動は従前どおり継続しているという

ことになります。その間，2015 年民法の制定などの

重要な成果も上がっております。 

 他方，この新プロジェクト，現行プロジェクトの

特徴の１つは，法令間の不整合を是正し，法令適用

の統一性を確保するという壮大な目標が掲げられた

という点にあります。従来は，プロジェクトが終了

して安定した良い司法制度ができた後に，ベトナム

社会がこうなっていけばいいなと，効果がじわりじ

わりと発現していけばいいなと思っていたことを，

思い切ってどんとプロジェクトの射程の中に真正面

から取り込んでしまったものであり，そういう意味

で非常に野心的，壮大なプロジェクトになっていま

す。これには実はベトナム側というよりは日本側の

強い意思が働いておりまして，午前中のセッション

でも出ておりましたけれども，国益に資するＯＤＡ

というようなことで，そういった発想に転換してい

かなければいけないという動きの中，現地のベトナ

ムに進出している企業の方たちなどが一番困ってい

るのは何なのかということを真正面からとらえた結

果であるといえます。ベトナム進出企業にとって，

現地の法制度に整合性がなく，統一的な法令の適用

がなされていないということが，投資を促進し，現

地に進出することを阻害する最大の要因であるとい

う声が，ジェトロによるアンケートにおいてもう何

年にもわたって出ていた中で，法整備支援のプロジ

ェクトで対応しなくてよいのだろうかと，こういう

問題意識を日本側が持ったことからベトナム側と協

議を重ねてこういうプロジェクト目標を掲げるに至

ったという経緯がございます。ですから，プロジェ

クト形成の時点から，ＯＤＡのお金の使い方という

日本国内でよく問題となることが，既に現場に及ん

でいるということはここで１つ強調しておきたいと

思います。 

 このような壮大な目的を掲げても，しかし一体ど

うやって実施すればよいのだろうかということが大

きな問題です。従前，我々が行ってきたように，司

法関係機関だけを強化しても，これは到底プロジェ

クトとして成り立たないわけです。つまり法令の不

整合等というのは司法の分野だけであるわけではな

くて，農業とか環境とか保健衛生とか，ありとあら

ゆる行政分野に及んでおりますので，そこを射程に

とらえる，そこをグリップできるような仕組みをつ

くらなければいけないと考えました。そこでどうし

たかといいますと，従前のメインカウンターパート

であった司法省のさらに上位機関に当たる首相府と

いう，日本でいいますと内閣官房とか内閣府とか，

そういうような存在に当たりますけれども，そこを

カウンターパート機関に加えることにしました。首

相府の下にはベトナムの全省庁がぶら下がってい

て，首相府はその全省庁の提出してくる法案を審査

するという権能がありますので，理論的には首相府

をパイプとして使うことによってベトナムの全省庁

が所管する全法令にアクセスすることが可能になる
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との理屈です。こういう建て付けにした上で，首相

府と協議して共に，ありとあらゆる法令の中から特

定の法令を選んで，これに対する起草支援を行う。

当然相手としては首相府とその法令を所管する省庁

ということになりますが，この人たちに同時にイン

プットをしていくと。首相府の法令審査の能力も強

化できるでしょうし，省庁の起草能力そのものも強

化できるでしょうし，そういうことを繰り返し重ね

ていくことによって，徐々に全体の底上げを図るこ

とができるのではないかというような発想に基づい

て組み立てられております。 

 また，そのような枠組みの中でプロジェクトオフ

ィスが中心になって，例えば適用される法令の利用

者である日本の企業の方たち，先ほど武藤先生がお

っしゃっていましたけれども，商工会の方などと連

携をとって，現在利用者，法令の被適用者として感

じている問題点をセミナー等の場で直接インプット

をしていくということで，実際皆さんが現実のもの

として直面している問題点を少しでも解消できるよ

うになり，そういうフォーラムの場としても機能す

るのであり，そういった意味でも国益に資するＯＤ

Ａの使い方という考え方を取り入れた制度設計にな

っているということをご紹介したいと思います。た

だ，これは「いうは易し」でして，首相府のもとに

は全省庁がぶら下がっているものですから，ありと

あらゆる，それこそ我々には何のことやらわからな

いような法令も，これについて支援してほしいとい

う依頼が殺到してくるとも思われ，これを日本側の

ニーズあるいは日本側のリソースで対応できるもの

とすり合わせながらテーマを決めていくというのは

極めて困難な問題でして，私がいた当初の１年間は，

投資法や企業法，その関連法令でやりましょうとい

うことで，日本側，ベトナム側で合意していました

のでスムーズにいきましたが，恐らく現在は非常に

大変なことになっているだろうと思われます。この

建て付けは，理想は高いけれども，果たしてこのと

おりうまくいくのかということについて，今後の検

証に委ねられると思っております。 

 あと，もう１つの特徴としては，プロジェクト終

了後を見据えたロードマップといいますか，ベトナ

ム側が自律的に発展していくための方策を考えまし

ょうねということが成果として真正面から取り入れ

られたということがあります。これについては，あ

と一，二年もすれば具体的に議論を始めていかなけ

ればならないことなのかなと思っております。 

【松尾】どうもありがとうございました。 

 今まで，森永さんが赴任された 2004 年５月から，

松本さんが退任された 2016 年３月までの約 12年余

りのベトナムの法整備支援の動きを簡潔にご紹介い

ただきました。 

 最後に，佐藤直史さんからコメントいただきたい

と思いますが，佐藤さんは 2004 年 11 月から 2006 年

６月にベトナムに赴任されていらっしゃいました

が，この時期は森永さんの赴任と重なっていらっし

ゃった時期ですね。それから 2006 年から 2015 年ま

ではＪＩＣＡの本部で国際協力専門員としてのお仕

事もなさいましたので，佐藤さんからは，森永さん

のお話に補完することがあれば補完していただき，

かつ国際協力専門員としてのお立場からベトナム法

整備支援を１つの題材としてお話いただければと思

います。 

【佐藤】 ただいまご紹介いただきました佐藤直史

です。 

 私は，今，松尾先生からご紹介いただきましたと

おり，2004 年から 2006 年までは現地におりました

けれども，その後，ＪＩＣＡ本部でずっとベトナム

の案件を担当しておりました。ですので，森永さん

とも西岡さんとも松本さんとも一緒に仕事をしたと

いう，そういう立場にあります。10年以上ベトナム

を近くで見てきまして，プロジェクトがだんだん変

遷していっておりますけれども，一貫しておりまし

たのはオーナーシップの重視という点でございま

す。ただ，これはいわば当然のことでございまして，

午前中，森嶌先生も強調されておられましたとおり，

主権国家を相手にしてプロジェクトを行っておりま

すので，主権国家がオーナーシップを持つというの

は当然のことだと認識しております。そして，実は

このオーナーシップという言葉はどの援助機関も口
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をそろえていうところなのですけれども，ただ，そ

のアプローチには日本の独自性，そして有意性があ

るのであり，それは悩みを共有し一緒に歩んでいく

ということで，このような姿勢は，ほかのドナーに

はなかったものだと私は認識しております。これも

やはり森嶌先生が道筋をつけていただいて，私たち

はその教えに従ってきたわけです。わかりやすく申

しますと，一般論ですので全てがそうだとは申しま

せんけれども，坂の上の雲があったときに，雲を示

して雲の上から引っ張り上げるというのが，欧米系

のドナーの支援の仕方だとしますと，日本の支援と

いうのは，その坂の上の雲を目指して一緒に坂を上

っていく，共に歩んでいく，そういう姿勢だったの

だと思っております。これはやはり雲を目指して坂

を上っていった経験がある日本だからこそできたこ

とでもありますし，繰り返しになりますけれども，

森嶌先生を始めとする諸先輩方が，そのような姿勢

で法整備支援を開始され，それがベトナム側，ある

いはほかの国の皆様にも評価をされ，だんだん日本

の優位性として定着していったと認識しておりま

す。 

 この 10年あまりの間，今各パネリストから紹介の

ありましたとおり，内容面での変化は非常に大きか

ったと思っております。特に法律の基礎から法律の

執行，運用あるいはそれが根づくまでのアフターケ

アを含めて支援をしていく，これはもう森嶌先生が

開始された当初から，当然そこまで見通されて開始

されたわけです。2005 年の民法ができ，その民法が

適用されましたが，やはり問題点があった，それを

改正しなければいけない，このようなサイクルをず

っと一緒に支援をしてきたのですが，こういった法

律の執行や運用は大変難しく，時間もかかりますし，

手間もかかります。午前中クオン前大臣もおっしゃ

っていましたけれども，やはりその執行が大事であ

るということは，私たちも強く意識してきたところ

でして，どんなに難しくてもそれをやらなければい

けないと考えていました。西岡チーフアドバイサー

にはかなり地方にまで出かけていっていただきまし

たけれども，これもやはり本当に地方の現場でしっ

かり法律が執行できているのか，あるいは地方の現

場では中央の人たちと議論をしているだけではわか

らないチャレンジがあるのではないかを知る必要が

ありました。こういう動きがプロジェクトの内容を

広げ，内容の変化をもたらしたわけです。このこと

について，ほかの機関の方のおもしろい話がありま

して，これはＵＮＤＰの方がおっしゃっていたので

すが，「いや，あんなに地方まで出かけていって，法

律の執行の１つ１つを調べるなんて，そんなことは

正直日本にしかできないよ」といわれました。これ

も半ばあきれられながらですけれども，大変なほめ

言葉だと私たちは受け取っているところです。 

 もう１つ，やはりこの期間のベトナム側のキャパ

シティーの向上というのは非常に大きなものがあっ

たと思っております。以前は例えば山に登るのに，

どの道から登ればいいんだろう，あるいはどんな装

備を持っていけばいいんだろう，ちょっとどんな装

備が必要か教えてもらえないかというようなやりと

りもあったのですけれども，最近，特に 2015 年のプ

ロジェクトぐらいからは，本当にベトナム側が非常

なスピード感を持ってもう既に登り始めておりまし

て，その登っている途中で少し難しい箇所に差しか

かりますと，ちょっとこれでよいのだろうかと相談

に来られる，そんな形に変わってきました。時代の

変化もありますが，ベトナム側のキャパシティーの

向上というところが大きいのであり，こうしたベト

ナム側の変化に対応できるような体制をつくってい

く必要があるだろうと感じています。先ほど松本さ

んからいろいろな課題を示していただきましたが，

現在実施中のプロジェクトにおきまして，そういっ

たベトナム側のスピード感や，本当に分野が広がっ

ていることにどのように対応していくのか，これは

大きな課題です。この会場におられる，現在のプロ

ジェクトのチーフアドバイザーである川西さんには

大変なご苦労をおかけしていると思いますが，長期

専門家の皆さんやカウンターパートの機関の方々と

相談しながら，どういった体制がふさわしいのかと

いうことをしっかり考えて実施していきたいと思っ

ております。 
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【松尾】どうもありがとうございました。 

 それでは，今の４名の元長期派遣専門家の方から

の話を踏まえて，ディスカッションをしたいと思い

ます。 

 第１部からの１つ引き継いだ宿題として，法整備

支援の成果をどうやって測るのかという問題がござ

いました。これは第１部の阪井部長のまとめにもあ

りましたけれども，１つは，成果というものはなか

なか測るのは難しいと，成果を十分示せていないの

ではないかという皆さんからのご指摘もございまし

た。それに対して武藤さんから，そんなに簡単に定

量的に測れるものではない，目には見えないけれど

も，成果としては測れる指標がありますよという１

つのお答えもありました。第２部ではそれをさらに

深める必要があると思っております。これについて

は，それぞれ元専門家のお立場として成果をどうい

うふうに考えておられるか，あるいはお感じになっ

たかということについてお話しいただければと思い

ます。法整備支援の場合には，成果といってもいろ

いろなレベルのものがあると思います。ベトナムを

例にとると，民法典でいうと，1995 年民法，2005 年

民法，それから 2015 年民法と，だんだん中身が変わ

ってきていて，法整備支援の１つのコメントを生か

すような形で契約自由の考え方が変わったり，ある

いは第三者の保護の規定が変わったりと，法文レベ

ルでの変化自体も１つの変化であり，成果といえる

かもしれません。 

 それから，これは先ほど佐藤さんからご指摘があ

りましたけれども，法律を起草し，そして運用，執

行していくと，本当に使われているのかという執行

の面での進展というレベルの問題もあるかもしれま

せん。さらには能力向上，キャパシティビルディン

グということがいわれていますけれども，どういう

形で能力向上しているということを測るのかという

レベルの問題もあるかと思います。さまざまなレベ

ルでこの変化，そしてそれが成果といえるものに結

びついているかというとらえ方はあると思うのです

が，率直にお伺いしたいと思います。 

 どなたからお伺いすべきか難しい問題で，悩まし

いのですが，ここはまずベテランのお立場というこ

とで，一番長く見ていらっしゃる森永さんにまずコ

メントをいただければと思います。 

【森永】成果の話というのは今に始まったことじゃ

なくて，実はもうそれこそ 10年前ぐらい，私がベト

ナムにいた頃にもういわれ始めて，何が成果なのだ，

どういう成果があったのか，国益には資するのかと

いうようなことを散々いわれて，当初はみんな全部

無視してやっていました。当時はそんなもの測るこ

とができるわけはないという話になり，測ろうとも

しなかったのですが，今改めて考えてみると，定性

的な評価が多いのですけれども，定量的な評価もで

きなくはないと考えています。当時でも，我々がか

なり注目したのは，判例に関してでした。井関先生

がおられますけれども，ベトナムでは監督審という

制度があって，要するに確定判決をひっくり返す制

度なのですが，あれがどのぐらい申し立てがあって，

どのぐらい確定判決が破棄されているかということ

は，１つの指標として使えるのかなと思ったことは

ありますね。 

 それから，ああいう細かいデータを集めていけば，

ある程度の定量的な評価はできてくるとは思いま

す 。 国 連 に Ｓ Ｄ Ｇ ｓ ， す な わ ち Sustainable 

Development Goals という 2030 年をゴールとして設

定されている目標があり，今アジ研で刑事の分野が

メインになるのですが，どこにどういうインディケ

ーターが使えるのかという話を議論中です。まだ誰

もこれといったアイデアは浮かんでおらず，非常に

難しいものであるという感じはします。ただ，先ほ

ども申し上げたようなあるデータについては，ベト

ナムはまだいいのですが，もう少し遅れているとい

ったら失礼ですけれども，そういう国ではデータが

ありません。統計をとるということもせず，また，

したとしても下駄を履かせてあったりで，とんでも

ないものになっています。ベトナムは最近検察院が

犯罪白書を作るべく頑張っていて，その系統のデー

タはとれるようにはなってきていて，我々がいた頃

よりはかなり正確にはなってきていますし，きちん

と公表するようになってきていますので，ベトナム

135ICD NEWS　第71号（2017.6）



はもしかすると今後，測っていくことができるのだ

ろうと思いますが，法整備支援を始めた頃のデータ

はありませんので，比較対象がなく，どこか起点を

設定して，そこから何年かたった，例えば 10年たっ

た時と比較して，定量的に測定していくのだろうと

思います。定性的なものというのは，これは本当に

評価が難しくて，私はよくそれをいわれたときにい

うのは，96年にＪＩＣＡがプロジェクトを始めたと

きの記録を見てごらんということです。現在の議事

録と比べるとものすごい差があるのは誰にでもわか

りますから。少なくともその法整備支援活動による

ベトナム側のキャパシティーの変化というのはまさ

にそこに見られるわけですが，それを物差しにでき

るかというと，なかなか難しいところはあります。

明らかに議論の内容が違いますので，差ははっきり

と見てとることができるのですけれども。 

【松尾】ありがとうございました。 

 今，森永さんが指摘された監督審の破棄件数の推

移という点については，恐らくこれは裁判の質にど

う変化が現れたかというその成果の測り方かなと思

っています。これはいわば法を解釈適用する技術と

いうものがどういうふうに向上しているかというこ

とを測る１つの指標になるのではないかというご指

摘であったと思います。 

 それから，議事録を見てみればという話は，これ

は恐らく，例えば本邦研修とか現地セミナーをして

いるときに，どういう質問が出たり，どういうやり

とりがあったりしたかということの中で法律の理解

がどういうふうに変化しているかということが見ら

れるのではないかというご指摘だったかと思いま

す。そういう意味では第１部の武藤さんのお話にも

通じるところがあると思いますけれども，確実にこ

ういうふうに法律の理解が変化しているということ

も１つの指標にはなるのではないかというご指摘で

あったと思われます。 

 それでは，今度は，つい先ごろまで専門家として

赴任しておられた松本さんから見て，恐らく成果と

いうことについてはかなり要求が厳しくなってきた

時期であったと思われますが，成果について特にど

ういうことを意識していらっしゃったか，あるいは

赴任中にこんな変化があったということについてお

話し願えればと思います。 

【松本】私の時代に，ＯＤＡ評価についていろいろ

とインタビューを受けたこともあり，成果について

はかなり問われました。こちらから説明するときに

使いやすいのは，無理だといいつつもやはり定量デ

ータになりますので，森永さんがいわれたような裁

判所の司法統計を中心に説明をしていました。実際，

ベトナムの裁判所の統計を見ますと，第一審の民事

の受理件数がぐっと伸びているのですが，控訴件数

は伸びていません。しかも控訴審の判決の監督審に

よる破棄件数も全然伸びていないということは，普

通に考えれば，まずベトナムの国民の裁判所に対す

る信頼は伸びていると，第一審の数が伸びている。

ただ，伸びている一審の判決の件数も増えているは

ずなのに控訴の件数が少ないということは，一審の

裁判所の下す判決に満足している率も高いのであろ

う，そして，控訴審の裁判官の判断に誤りがないか

らこそ監督審での破棄件数も少なくなっているんだ

ろう，したがって，ベトナムの裁判官の質は向上し

ているのだと，果たして本当に正しい論法かどうか

わかりませんが，こういう説明をしたりもしていま

した。ただ本音でいいますと，このようにデータで

示すということには限界があります。１つは武藤先

生がいわれたような時間軸の問題であり，インプッ

トしてから芽が出るまでの時間軸が本当に 10年，20

年のスパンであり，表見代理の問題も森嶌先生が指

摘され始めてからようやく 20 年後に民法典に入り

ましたし，入ったといっても森嶌先生がインプット

された内容がそのまま入ったわけではなく，例えば

取引の安全が重要だ重要だとインプットしていた

ら，取引の安全が重要だというところが強調されて，

例えば無権代理行為がなされた後に，本人が追認す

るのかどうかを催告したら，日本の場合だと催告し

て返答がなければ追認拒絶とみなすとされており，

これは本人の静的安全のほうを重視するという考え

のはずですけれども，ベトナム側ではそれを一気に

飛び越して，返答がなければ追認したものとみなす
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と，取引の安全を保障する方向にぐっとかじを切り

ました。もともとトライアンドエラーを繰り返しな

がら振り幅を少しずつ小さくして最終的な着地点に

いけばいいと考える方たちなので，さもありなんと

いう感じではありますが，こういう問題もあります。 

 また，ＪＩＣＡの方で 2000 年代の前半頃に，司法

学院で法曹の統一的な養成を図ろうとしていろいろ

とインプットしたものの，その後結局いろいろあっ

て頓挫してしまったわけですが，2015 年ごろになっ

てこの司法学院の人たちからようやく法曹三者の養

成するコースを設置することができた，10年前にＪ

ＩＣＡに教わったことをようやく実現することがで

きた，ついてはかくかくしかじかの支援を願いたい

というようなことをいわれたことがありました。し

かし，そのころには日本側としてはこのプロジェク

トはもう芽が出ないと，実にならないものだという

ふうに見切ってしまっていたわけで，もうどうしよ

うもないということになりました。こういう日本側

のタイムスパンに対する感覚とベトナム側のそれが

全くずれているというところは１つの重要な問題で

あると意識したことがありました。 

【松尾】ありがとうございました。 

 法整備支援の成果を測る上での重要な視点をいく

つかご指摘いただいたかと思います。定性的，定量

的な評価の手がかりあるかどうか，これについては

多分さまざまなご意見，ご質問おありかと思います

ので，この後少し時間とりたいと思いますが，あと，

インプットからアウトプット，アウトカムまで時間

的な長さが，まさに法整備支援の特徴といえる点だ

と思いますので，それも十分に理解を促す必要が，

評価のときにはあるということも重要な点であると

思います。 

 まだまだ議論は尽きないと思いますが，ここでフ

ロアから今までの専門家の方のお話，あるいは今議

論になりました成果等についても含めて質問，コメ

ントがあればお受けしたいと思います。 

【小畑郁名古屋大学大学院法学研究科教授】名古屋

大学の小畑と申します。 

 午前中から含めて非常に学ぶところの多いご報

告，ご発言が続き，皆様方の努力で日本の法整備支

援がベトナムにおいて非常に大きな信頼を得たとい

うことも実感いたしました。そのことを全く否定す

るつもりはありませんが，若干辛口のコメントをさ

せていただきたいと思います。 

 一番最近の成果のところで，法令間の不整合や恣

意的な裁量を許す規定がさまざまな事業の妨げにな

っている，これが企業にアンケートをとっても非常

に大きな課題になっているということをおっしゃい

ました。私ははっきり申しますと，もちろん各企業

はそれで困っておられるということだと思っている

のですが，往々にして各企業の要請，要望というも

のと，あるいは各企業だけじゃなくてベトナムのそ

の時々の要望，個別的な要請というものと我々が本

当に目指すべき法整備支援の対象というのは異なっ

ているのではないかと思っています。名古屋大学法

政国際教育協力研究センター，ＣＡＬＥは，ハノイ

にも日本法センターを作っておりまして，そこでは

教育だけじゃなくて研究活動もしています。私自身

はベトナム法の専門家でも国内法の専門家でもあり

ませんけれども，そこで聞く話を総合すると，森嶌

先生がおっしゃる「民法から入っていって，それが

だんだんと人権の意識にもつながっていく」という

ことが，そのとおりだと実感されます。しかしなが

ら，簡単にいうと，民法がベトナムの私法の基本法

としての位置付けをまだ得ていないというのが大き

な問題ではないかというふうに思います。ベトナム

の法令間の関係というのは結局ばらばらの個別法の

寄せ集めの話であって，体系的な思考ができていな

い，個別法をどういうふうに作るか，それから個別

法の解釈をどういうふうに決めるかという，そうい

う話をしているわけでありまして，私たちもベトナ

ム省庁からの研修を受け入れることがありますけれ

ども，各研修を受け入れるときは必ず個別法のテー

マを持ってこられます。私は正直いうとこれでいい

のだろうかと思います。つまり，個別法が問題なの

ではなく，どのような制度配置をしていくかという

ことがやはり問題なのだと思っているわけです。そ

の意味では，例えば日本法を素材にしてベトナムの
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法整備をベトナムの方に考えていただくということ

であれば，日本法の基礎的な理解，あるいは体系的

な理解，あるいは構造的な理解，日本社会とのかか

わりということを十分インプットする必要性がある

のではないか，そういうことをしていかないと結局

は個別法ばらばらの法整備にとどまって，私法の魂

みたいなものは結局宿らないということになるので

はないか，宿ったはずだけれども，実際には個別法

の話にとどまってしまうということになるのではな

いかと思っています。その点で大変気になるのが，

政府，あるいは法務省，ＪＩＣＡの法整備支援の図

式であると理解しましたが，この中で人材育成とい

うのが柱立ての言葉として落ちていて，このことを

どういうふうにとらえるかということを大きく考え

ていただきたいと思います。日本法でなくてもいい

と思いますが，日本法を基礎的に，体系的に理解で

きる人材をどれくらい育成することに私たちは成功

しているだろうかということを考えていただきたい

と思います。その意味で定性的だけじゃなくて定量

的な手法も私たちは提供することができると自負し

ております。つまり日本法センターの修了生がどれ

ぐらいいて，そしてどれぐらいの人がその後こうい

う形で就職していった，あるいは司法省に残ってい

るとかということも提供できますけれども，そうい

う観点がぜひ必要なのではないか，つまり問題は個

別的な話ではなくて，もっと大きな話をしないとい

けないのではないかと私は思っております。 

【松尾】小畑先生，ありがとうございました。 

 まさに重要なご指摘だと思います。午前中三浦さ

んからのご指摘にもありましたけれども，日本の法

整備支援は単なる企業の投資環境整備という目線を

超えて，もうちょっと高い目線ですべきではないか

というご指摘もあって，それを引き継ぐ問題提起で

あったかと思います。具体的にどういうふうな高い

目線なのかということお感じになった方も多いと思

うのですが，小畑先生からその１つの例として，単

なる法令間の整合性ということを，整合性を超えて，

まさに例えば民法であれば私法の一般法として位置

付けられ，権利意識の浸透という観点から本当に通

じていくのだろうか，それによって人権というもの

に対する理解が深まっていくのだろうかと，そうい

うことを１つの目標とすべきだというご指摘をいた

だいたかと思います。 

 これに対して誰が答えるかということですが，佐

藤さんからまずお願いいたします。 

【佐藤】まさに小畑先生がおっしゃったことに全く

同感いたします。体系的な理解というものが進んで

いない，これはベトナムにおける法学の発展という

ものにも深くかかわっているかと思いますが，こう

いった問題にずっと取り組まなければいけないとい

うのは，まさにご指摘のとおりだと思います。 

 ３点ほど少し説明をさせていただきたいのです

か，まず第１点は，人材育成は，これは決して漏れ

ているわけではなく，このプロジェクトの背後にし

っかりと人材育成という目標は含まれているという

ようにご理解いただければと思います。 

 ２点目は，個々の法令間の問題を取り扱っても仕

方がないのではないかという点につきまして，実は

この法令の整合性の問題というのは，今，小畑先生

がおっしゃられたような問題に気づいていただきた

いからこそ取り上げた問題というように整理をして

おります。実際に各プロビンスによって法令の扱い

がばらばらでしたり，上位法に書いてあることが下

位法では異なるように運用されてしまったり，そう

いった問題がないようにするということは，法令の

体系性というものを考えていくきっかけにならない

かと考え，そこで私たちのプロジェクトでは少し個

別のテーマがあったほうがプロジェクトとして進め

やすいものですから個別のテーマを取り上げますけ

れども，その最終的に達成したいところは，先ほど

小畑先生がおっしゃいましたような統一的な法律の

理解というものに行き着くことです。ただ，１つ飛

びに 10年や 20 年かかる成果を目標にできないもの

ですから，個別の法令を取り上げてその問題に対処

していくことを成果として掲げました。今ご指摘い

ただいたところはしっかり私たちも心にとめてプロ

ジェクトを運営して参りたいと思っております。そ

して，本当に長期的なスパンの人材育成という点に
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つきましては，名古屋大学を始めとするいろいろな

学術機関の先生方が取り組まれているところです

し，そうしたほかの機関の方々としっかり協調しな

がら考えていきたいと思っているところです。 

【松尾】 ありがとうございます。それでは西岡さ

んからもお願いします。 

【西岡】 私がベトナムに赴任していたときに，名

古屋大学の日本法センターにも行かせていただい

て，本当に名古屋大学，本来大学で学ぶべき法学教

育の本当根幹をなす部分をされているなとつくづく

感じました。ベトナムの法学教育において欠けてい

る部分を補完するということで，いわゆるリーガル

マインドを育成する上では非常に大事なことだと思

っておりまして，本来ならベトナムの各大学がすべ

きところなのですが，そういったところがまだ不十

分であると本当に痛感しました。 

 このプロジェクトはそこに目線がいっておらず，

司法省であったり検察院であったり，役人を対象と

しているので，そういう基礎的な法学という部分を

カバーできないところはあるのですが，ただ他方で，

ベトナムから日本にお招きする研修員が割と若い世

代も入るようになりまして，20代の後半あるいは 30

代の前半の，担保法令の担当者，国家賠償法の担当

者などが加わり，彼らが帰国後にベトナムで行われ

るセミナーや，地方でのトレーニングコース，普及

セミナーなどで，ベトナムの担保法の問題点，国家

賠償法の問題点を日本での経験に照らしてレクチャ

ーしていくのを見て，このプロジェクトにおいても，

先ほど佐藤さんが話されたように，その背後に隠れ

た人材育成の側面はあるのだと感じました。 

【松尾】 ありがとうございました。 

 今，佐藤さん，西岡さんから，法律学の普及の要

請，あるいは法学教育の充実という点に言及してい

ただきました。この点はやはり法整備支援の新しい

段階として，あるいは新しいフロンティアとして，

法学教育への協力にどう取り組むかというのは非常

に大きな課題ではないかと私も思っております。 

【森嶌】小畑さんのおっしゃることもわかるのです

が，ここで今議論しているのは，政府が政府に対し

てＯＤＡとしての法整備支援をすることであって，

小畑さんはＣＡＬＥが法学教育として何をやるかと

いう話をされているのだと思います。日本法の法体

系全体はどうであるかとか，アメリカの法体系がど

うであるかとかということをそのまま持ち込むこと

ではなくて，それぞれの被支援国が求めていること

について，要請主義にあるかどうかにかかわらず，

一応の前提があって，こちらの支援のポリシーもあ

りますけれども，その上で相手の国に受け入れられ，

かつ機能するような法の整備，それが法律なのか組

織なのか場合によっては人材育成なのかわかりませ

んが，そういうことを行うことが大事であって，何

から何までプロジェクトでやろうとしているわけで

はないわけです。大学でしたら現地の大学生を呼ん

で，日本の法律はこういう体系なのだから，帰って

そういう勉強しなさいと，あるいは自分の国の法律

を勉強しなさいということできるかもしれませんけ

れども，法整備支援とは目的が違うのです。 

 それからもう１つ，この法律間の不整合などとい

うのは，ベトナムでの状況は，先ほど話題になりま

したが，同じ言葉が省によって違ったり，あるいは

法律と政令が矛盾していたりする，それを何とか形

の上で整えようということであって，法体系を整然

と憲法から何から，一定の価値体系の下にやろうと

いう「法哲学」とか「法学概論」とかとは異なるの

です。この項目は実は日本がベトナムにいろいろな

支援を始めた頃から，ベトナム側がいろいろやって

みると各省でも違うし，法令も矛盾しているんで，

何とか日本の内閣法制局のような形の支援をしてく

れないかといわれていたのですが，それがなかなか

動かないところにようやく今度のフェーズで始まっ

たのであって，日本の企業の要請もあったかもしれ

ませんけれども，日本の企業が指摘したからこれが

始まったというわけではありません。日本の法律の

整合性をここへ慌てて持ち込もうということではな

くて，既にもうそれこそ 20 年ぐらいの歴史があっ

て，森永さんの時代にもこれやろうと思ってもなか

なかできなかったということがありました。小畑さ

んのご発言に賛同いたしますが，立脚点が少し異な
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るので，そこはご理解いただきたいと思います。 

【松尾】森嶌先生どうもありがとうございました。 

 最後に森永さんに，今の点を含めてコメントを頂

きたいと思います。 

【森永】まさに今森嶌先生がおっしゃったとおりな

のですが，今のプロジェクト自体は法の体系的な理

解とか位置付けだとかは直接扱っていませんし，扱

う予定もないのでしょうけれども，小畑先生のご懸

念される，何の体系性もなく個別に，しかも各省庁

が自分の使った法律だけを見ているという，こうい

う状態がずっと続いたことは間違いありません。た

だ，これも変わってきています。例えば民法と商法

の関係が日本のようになり，以前は本当にフラット

で，同じことが両方に規定されていました。それを

商法から民法にあるような規定は除いて，商法を特

別法としての乗せるようなシステムになったと思い

ます。訴訟法も５つあったのですが，ようやく３つ

になったとか，いろいろなことで少しずつ進んでい

ると思って間違いないと思います。 

【松尾】 ありがとうございました。 

 議論は尽きないと思いますが，今日はベトナム支

援，20年の回顧と展望ということで，ベトナムの専

門家の方から率直なお話を伺って議論していただ

き，ありがとうございました。「故きを温ねて新しき

を知る」というコンセプトだったかと思いますが，

このベトナムでの経験がいかに我々に重要な成果を

もたらしてくれたかということについて改めて敬意

を表したいと思います。元専門家の方に拍手で感謝

を申し上げたいと思います。どうもありがとうござ

いました。 

 

矢吹公敏日本弁護士連合会前国際交流委員長による

対談に対するコメント 

 簡単に総括的ではありますけれども，コメントさ

せていただきたいと思います。 

 日弁連も 20年来カンボジアから始めまして，ベト

ナムでも武藤さんの時代から森嶌先生と同行させて

いただき，ＪＩＣＡの重要中枢支援プロジェクトに

なって以降も参加させていただいているところで

す。 

 今回お話を聞いていくつか総括できることがあろ

うかと思いましてお話ししますが，日本の支援とい

うのは基本的に要請主義であります。要請主義であ

るからこそ非常に根本的な法律を要請されると，そ

れに真面目に取り組むということで，基本法につい

て多くの国で支援をしているところです。ベトナム

で民法，カンボジアで民法，民事訴訟法について，

大変長期的視野と長期的なプロジェクトがなければ

できない支援を日本は引き受けてしてきています。 

 その結果何ができているかというと，今お話しい

ただいたように，個別法との相克はあるものの，１

つ１つ時間をかけてその国の法律の制度が強化され

ていることは間違いないのではないかと思うところ

です。また，それと並行して人材の育成もそれを運

用する人たちを含めてできているといえましょう。

やはり日本の良い制度を先方が理解をして紹介した

いという意欲が要請主義の中に出ているのではない

かと思います。日本の民事訴訟法，そして民法，人

材育成では司法研修所，また，多くの国の弁護士会

が日本の弁護士を参考にしたいといっています。こ

ういったことができているいくつかの理由がありま

すが，まず多くの日本の参加者が法整備支援に関与

しているということです。法務省，法総研，ＪＩＣ

Ａ，最高裁，名古屋大学，神戸大学含めた大学，そ

して日弁連といった成功談が多く，そして目標の共

有とガバナンスを持ってＪＩＣＡがそれを推進して

います。多くの国で，ワード・バンクにしてもＡＤ

Ｂにしても法律事務所に丸投げをして法律をつくっ

たらさよならというような支援とは異なり，20年間

真面目に取り組んできているので，必ず各国に根づ

くはずです。 

 皆さんおっしゃっている評価ですけれども，これ

は 20 年前から評価をどうするのかという議論はあ

りました。今お話の出ている定性的，定量的評価と

して１つ私が挙げたいのは判例であります。やはり

法律が根づいているのは判例にその法律が出てき

て，その解釈を判例が取り上げるということが必要

だと思いますし，またその判例を分析して評価する
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という判例分析も必要だと思います。他方，判例を

つくらない国もありますし，また判例を批判すると

それは刑罰の対象になるという国もあります。そう

なりますと判例が十分に出てこない中で，なかなか

法律が裁判所で活かされず，これが課題でありまし

て，ぜひ今後のプロジェクトとしてこの判例に対す

る日本の取組を考えていかなければならないのでは

ないかと思います。 

 あと２つ，１つは，これだけ 20年間，卒業生が皆

さんラインナップで並んでいますので，本当にこの

司法のネットワーキングができてきつつあると思い

ます。卒業生も集まり，現在の方たちも集まり，そ

して各方面に活躍されている方も法律事務所も参加

して，ネットワーキングの中で関与されているとい

うことは頼もしい限りです。 

 最後の１つは民間のファンドの問題です。日本の

法整備支援がやはり財政的にシュリンクしていく以

上，民間のファンドをぜひ構築し，いろいろな意味

で先ほどのネットワーキングが強くなるようにすべ

きだと思います。これは私の個人的な希望として述

べさせていただきます。法総研が戦略の中心となる

ようにぜひご尽力いただければと思います。どうも

ありがとうございました。 

 

伊藤浩之法務総合研究所国際協力部副部長，國井弘

樹福岡高等検察庁検事，磯井美葉ＪＩＣＡ産業開発・

公共政策部国際協力専門員によるパネルディスカッ

ション（モデレーター：松尾弘慶應義塾大学大学院

法務研究科教授） 

【松尾】それでは，前半に引き続き，後半はラオス，

それからミャンマー，モンゴル，カンボジアといっ

た法整備支援の新しいフロンティアでの活動の成果

と課題について議論を続けてまいりたいと思いま

す。 

 それで，まず伊藤さんからラオスの法整備支援の

具体的な内容や活動の実態についてご紹介いただき

たいと思います。伊藤さんは，2011 年７月から 2014

年７月まで３年間にわたって専門家としてラオス，

ビエンチャンに赴任していらっしゃいました。よろ

しくお願いいたします。 

【伊藤】皆様改めまして，こんにちは。ただいまご

紹介いただきました伊藤でございます。主催者側の

人間ですので，なるべく進行に協力させていただき

たいと思いますので，手短にお話しさせていただき

ます。 

 ラオスへの法整備支援自体は 1990 年代から始ま

ったのですが，プロジェクトにつきましては 2003 年

から 2007 年に一度実施した後，一度中断を経まして

2010 年から再開し，現在引き続き行われておりま

す。 

 ラオスの法制度につきましては，ご存じの方多い

と思いますけれども，そもそも政治体制がベトナム

に近いですので，法制度でも近い面がございます。

一方で，ベトナムと比較をすれば，やはりラオスの

ほうが遅れていると見られる部分が多いというのも

事実ではないかと思います。そういった中でラオス

という国がその周辺地域の中で取り残されないよう

にという危惧もありまして，プロジェクトについて

再開していただき，現在に続いているところでござ

います。 

 プロジェクトの概要につきましては，まずフェー

ズ１につきましては，そもそもラオスでは，法律に

関する基本的な理解が非常に乏しい，本当に土台の

土台ができておらず，学ぼうと思っても学べない，

教えられないというところがありました。法律につ

いて本当に条文に書いてある表面的な理解しかでき

ていない，法律自体も十分なものではないという現

状がございました。そういったところでまず基本的

な理解を進めて研究をして，そしてそれをラオス法

というものを理解した上でそれを使って人を育てら

れるように，そのための本当の土台づくりをしよう

というのがこのフェーズ１でした。それで具体的な

活動としましては，そういった研究の成果をまとめ

て学ぶのに，あるいは教えるのに使える本をラオス

のワーキンググループのメンバーが作るという活動

を行いました。民法，民事訴訟法，刑事訴訟法をテ

ーマとするサブワーキンググループを作りまして，

ここに４機関，司法省，最高裁，最高検，ラオス国
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立大学からメンバーに入ってもらい，いってみれば

この４機関をごちゃまぜにして研究をして本を開発

していくと，こういう作業を行いました。日本人の

専門家はそれについてアドバイスを行うだけで，全

部彼らに書いてもらうという作業を行っておりまし

た。それで４年間で一区切りつきまして，次にまた

同じ今度フェーズ２というものですけれども，フェ

ーズ１の成果を踏まえて今度新たなものを行うこと

とし，民法典の起草というものが加わりました。民

法典については来年度国会で承認されると，間もな

く成立する見込みというふうになっております。そ

れから，教育研修ということで，日本と似ている部

分がありますけれども，将来裁判官，検察官，弁護

士になる人が同じ研修機関で研修を受けるという仕

組みが 2015 年１月にラオスで作られましたので，こ

こに対する支援も行っております。 

【松尾】伊藤さん，どうもありがとうございました。 

 それでは，引き続きミャンマーに赴任していらっ

しゃった國井さんからコメントいただきたいと思い

ます。國井さんは，2014 年５月から 2016 年３月ま

での約２年間，ミャンマー，ネピドーに赴任してお

られました。ミャンマーという国の法整備支援は一

体どういったことをやっているのか，その特徴等に

ついてお話しいただければと思います。 

【國井】福岡高検の國井でございます。 

 まず，私が派遣されていた２年間という期間は，

ミャンマー国にとっても非常に大きな転換期に当た

りました。私が派遣される前の 2011 年３月には，軍

事政権から民政移管を遂げまして，テイン・セイン

大統領が民主化を強力に推し進めていた時期でござ

います。また，私が赴任していた２年間の間に総選

挙が実施されまして，テイン・セイン大統領が率い

る与党が選挙に負けまして，アウン・サン・スー・

チーさんが党首を務める党，ＮＬＤが政権を取った

のであり，ミャンマーという国にとっても非常に大

きな転換期ですので，私たちも政治的思惑の中で悩

みながらプロジェクトを進めていたというのが実際

のところです。 

 最初にミャンマーのプロジェクトの特徴としてい

えることですが，午前中に森嶌先生がおっしゃって

いた相手国の要請があり，そして相手国が受用でき

る制度を共に作っていくという日本の法整備支援の

スタンスとはちょっとはずれているのかなと思って

おります。それは何かといいますと，まずポストチ

ャイナの中で日本の企業のミャンマーへの進出支援

ということが日本政府としてのまず大きな課題とし

てありました。その投資環境について法律面からの

整備をしなさいという大きな指示，目標がまずござ

いました。そのためにオールジャパンで行動する必

要がありました。ミャンマーには法務省だけではな

くて，各省からいろいろな分野の専門家がＪＩＣＡ

の長期専門家として派遣されておりました。他方で，

ベトナムから引き継いでいる伝統的な法整備も車の

両輪として行っていかなければいけないということ

で，この両者の間で動いていたのがミャンマーのプ

ロジェクトでした。 

 プロジェクトの概要ですが，最高裁判所と法務長

官府という２つの機関を対象にしておりました。法

務長官府というのは日本の法務省，検察庁，内閣法

制局の役割を果たす機関でして，この両機関を対象

に大きく分けると２つの活動をしておりました。１

つは法律の起草，それから法案審査の支援，そして

２つ目が人材育成の支援でした。法律起草，法案審

査の支援につきましては，私たちが具体的に支援し

た対象法令というのは仲裁法，証拠法，会社法，倒

産法で，現在知財法の支援をしております。また，

人材育成支援に関しましては，裁判官，検察官の研

修，裁判所内部，それから連邦法務長官府の内部で

行う若手の裁判官，検事の研修についてカリキュラ

ムを作成，それからテキストの作成，それからシラ

バスも作り，研修の講義自体も担当をさせていただ

きました。そういった活動を通じてミャンマー法曹

の人材育成の支援をしていこうというのが大きな目

標でした。 

 そして，一方で投資環境整備というところに重点

が置かれておりましたので，ミャンマーではほかの

例えばベトナムなどでは多分行われていないと思い

ますが，現地のほかのプロジェクト，ほかの目的で
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現地に派遣されている長期専門家との連携というの

が行われていました。本日も特許庁から国際協力課

の武井補佐がいらっしゃっているかと思いますが，

ミャンマーのネピドーという首都には特許庁から審

査官の方が知財制度整備ということで一人派遣され

ておりました。その方と連携しながら知財裁判制度

について私たちが支援をしておりました。オールジ

ャパンで取り組んでいた一例として，この知財裁判

制度整備の支援体制を紹介させていただきたいと思

います。 

 知財法自体はこの連邦法務長官府の下にございま

す科学技術省，現在は教育省に変わっておりますが，

こちらが所管する法律です。日本の特許庁から審査

官が長期専門家としてこの科学技術省，現教育省に

派遣されておりまして，知財法案の起草について支

援をされておりました。そこでその専門家と現地で

協力して，私たちの法整備支援プロジェクトと連携

する形で，起草の支援についても私たちがお手伝い

しました。そして，その法案ができる段階で執行面

を当然の前提に考えて，知財制度をめぐる裁判制度

というのがミャンマーにはなかったので，裁判制度

が円滑に動くようにということで私たちの法整備支

援プロジェクトと特許庁のプロジェクトと連動しま

して，最高裁判所と法務長官府を取り込んでその面

の支援を行いました。日本側では，特許庁それから

日弁連の知財センター，それから法務省，関連省庁

などとうまく連携をとりまして，いわゆるオールジ

ャパンの体制でこの知財裁判制度の支援を続けてお

ります。 

 ネピドーという土地は，2006 年にヤンゴンから強

制的に遷都されたところでして，私が赴任したとき

には日本人でネピドーに住むのは８人目でした。ネ

ピドーに行かれた方もこの中にいらっしゃると思い

ますし，何人か私たちのプロジェクトオフィスにも

来ていただきましたが，非常に過酷な生活環境でし

て，食事ができるところは，ちゃんとおいしい食事

という意味ですけれども，１か所しかなくて，基本

的に毎日そこで食べていました。余暇を過ごす手段

もないに等しく，住むところも外国人はホテル以外

に住んではいけないということで，私たちはずっと

ホテルに缶詰の状態で２年間住み続けました。楽し

いこともあるにはありますが，精神的にまいってし

まう面が非常に強くて，プロジェクトに派遣されて

いた私を含む３人の日本人専門家は，まさに部活動

の合宿みたいにして過ごしていました。非常に苦し

くもあり楽しかった２年間でした。私がネピドーを

去るときは 20名くらいの日本人がいたわけですが，

その 20 名のほとんどがＪＩＣＡの長期専門家でし

た。経済の中心はもちろんヤンゴンで，大使館もヤ

ンゴンにあります。ですから，ネピドーは首都とは

いえ名ばかりで，あまり首都としての機能を有して

いないわけですが，ネピドーには，ＪＩＣＡの長期

専門家がいますので，大使館を通さずに私たちが人

的につながり，強いネットワークが作られていまし

た。ですので，例えば農業の専門家が土地法の問題

にぶつかったというときが実際にあったのですが，

農業の専門家は農水省から派遣されており法律には

明るくありませんでした。そういうときに，私たち

に連絡をいただいて，ミャンマーの土地制度につい

てのご説明させていただくことにより，解決への筋

道がつきました。ほかのプロジェクトの専門家がよ

くいわれていたことが，何かしら問題にぶつかった

ときに，最終的に法律の問題となるところ，ミャン

マーの法律は非常にわかりづらいので，法律につい

ての専門家でない方がミャンマーの省庁の方に聞い

ても誰もわからないということでした。そうすると

解決の糸口がないということで，私たちに助けを求

めに来られたのですが，そういう意味で横の連携と

いうのがとられていたかと思います。ただ問題点と

して，そういうふうに人間関係で横の連携はとられ

ていたものの，これを１つにまとめてネピドー，ミ

ャンマーのたくさんの多くの専門家の中に太い幹と

いうものを見つけることは難しいと現地で悩んでい

ました。 

【松尾】 國井さん，どうもお疲れさまでございま

した。ありがとうございました。 

 それでは次に，磯井美葉さんからお話をいただき

たいと思います。磯井さんは，まず 2006 年９月から
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2008 年 11 月にモンゴルに専門家として赴任されま

した。その後，ＪＩＣＡで専門員としてお仕事をさ

れた後，2013 年４月から 2014 年４月まではカンボ

ジアに長期専門家として再び赴任されています。専

門家としての活動についてまずは伺えればと思いま

す。よろしくお願いいたします。 

【磯井】私は，６年半ほど普通に国内の事務所で弁

護士業務をした後で，モンゴルに２年，その後ＪＩ

ＣＡ本部でアドバイザーとして働きまして，またそ

の間にカンボジアに１年赴任していたということに

なります。 

 実は，今日朝からベトナムでプロジェクトが始ま

って 20 年だというようなことをいわれていますけ

れども，私もモンゴルに赴任して法整備支援を専業

にしてから 10年になってしまいまして，元の弁護士

業務よりもこっちのほうが長くなってしまったので

すけれども，ごく簡単にですが，カンボジアとモン

ゴルについてお話をさせていただければと思いま

す。 

 まずカンボジアですが，こちらはやはり民法，民

事訴訟法という非常に基本的で大きな法律が日本の

支援によって作られたということがとても大きな成

果であると思います。ベトナムと民法の支援をした

という点では共通しているのですが，大きく違って

いるのは，ベトナムの民法についてはベトナム側が

起草した改正案に対して日本のコメントなどをして

意見交換をして作っていったということになると思

うんですけれども，カンボジアの場合は何もないと

ころから法案の起草を日本の先生方がなさって，そ

れをクメール語に翻訳してカンボジアの方たちと議

論をしながら作っていったというところが違いであ

ると思います。こういった経緯をたどったのは，皆

様もご存じだと思いますが，70年代後半のポル・ポ

ト政権で知識階層が大量に虐殺されてしまって，カ

ンボジアの人材が余り残っておらず，特にポル・ポ

トの政権が倒されたときには法律家として生き残っ

ておられた方は一桁しかいなかったというようなお

話もありますけれども，そういった中でカンボジア

側の起草というのが難しくて，日本の先生方が作業

部会を民法と民事訴訟法それぞれ組んでくださいま

して，法案の起草をしたというところに理由があっ

たのだと思います。 

 カンボジアの人たちも，何もなくなってしまった

ところでいろいろな制度を作っていく中で，新しい

国づくりに向けた機運の中で 100 年使える立派な民

法が欲しいというようなことをおっしゃった方がい

るというふうにも聞いていますけれども，それに日

本側の先生方も力いっぱい応えて，日本の新しい議

論を取り入れた非常に洗練された法律ができたので

はないかと思っています。周辺のほかの日本がかか

わっている国々の法律と比べても，条文数も多くて，

一番日本の民法，民事訴訟法に近い形であると思い

ます。当時は日本側も，またカンボジアの人たちも

昼夜を徹して本当に一条一条検討するという大変な

ご苦労があったと聞いています。 

 その一方で，法律としては洗練された形のものに

なっていると思うのですが，非常に複雑な内容であ

るということと，また当初カンボジアにまだまだ人

材が薄いということで，できた法律をきちんと理解

して適切に動かす，広く普及させることについては

時間がかかっていると思っています。そういう流れ

の中で日本はいろいろ支援をしておりますが，カン

ボジアに対する支援については，大きくこれまで３

つの流れがありまして，１つは，その民法，民事訴

訟法の起草支援を中心にした司法省に対する支援，

２つ目は， 2005 年から新しくできた裁判官，検察

官養成校に対する民事教育の支援，そしてもう１つ

は，2001 年から最初は小規模の形で始まっているの

ですが，日弁連によるカンボジアの弁護士会に対す

る支援でした。 

 現在はこれらの３つの流れでできた関係を生かし

まして，カンボジア側のそれぞれの機関の方たちを

一緒にまとめた活動をする形で民法・民事訴訟法普

及プロジェクトという中核人材の育成をするという

プロジェクトが実施されています。 

 カンボジアでは，これまで最初の起草支援で弁護

士の方が派遣されてから，裁判官・検察官養成校で

は検事それから裁判官の方も派遣されて，最大で一
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時は日本人の専門家が５名という体制で今も比較的

大きな所帯で支援をしています。私自身は 2003 年頃

から弁護士業務をしながら日弁連のプロジェクトに

もかかわったりしていたのですが，その後，私自身

はこれからお話しするように，モンゴルに赴任しま

して，2009 年にＪＩＣＡのアドバイザーになってか

らまたカンボジアとのかかわりが復活しまして，そ

の間，民法の普及活動やさまざまな人材育成に関わ

ってきました。2013 年から１年間の赴任の間には，

主に不動産登記に関する省令の書式の作成と普及の

活動に従事していました。この十数年の支援の中で，

民法，民事訴訟法以外に不動産登記や，人事訴訟法，

非訟事件法，あと供託法といったような関連制度の

整備もしてきているわけですが，関連法の起草支援

についても少し変化がありまして，当初は，人事訴

訟法などはやはり日本の先生方に起草していただい

ていたのですが，最近ではカンボジアの人にできる

だけ条文を書いてもらって，それに対してコメント

をするというような形になっています。今のフェー

ズは今年の３月で終了ということになっています

が，カンボジアのこれらの民事関連法の整備，普及

にはまだまだ課題がありまして，もう少し日本とし

ても支援が必要かなというふうに考えています。 

 他方で，ここ数年間で，先ほどベトナムでも議事

録を見ると昔と今で全然違う，定量的な評価は難し

いけれども，議事録の内容を見れば議論の内容が全

然違うというようなお話が出ていましたが，カンボ

ジアに関しても昔の議論と今の議論を比べてみると

大きな進歩があったのではないかと思っています。 

 モンゴルは 90年代初めに，それまでの社会主義体

制を転換しまして，この点はベトナム，ラオスなど

と違う点かもしれませんけれども，複数政党制を導

入して民主化の道を歩み始めたのであり，今は社会

主義という雰囲気からは大分変わってきていると思

います。そうはいっても私が赴任した頃は，年配の

裁判官など，考え方は硬い部分もありましたけれど

も，またそれから 10年近くたって随分雰囲気が変わ

ってきているのではないでしょうか。 

 これまでのモンゴルに対する日本の支援として

は，90年代に少し日本の先生方にアドバイスを頂い

たということもあるのですが，その後に長期専門家

が派遣されることになりました。モンゴルの場合は，

基本的に常に長期専門家として弁護士が１名のみ派

遣されていて，プロジェクトとしても１人の弁護士

が会計，ロジスティクスも含めて１人で回している

ということで，これまでに私を含め，３名の弁護士

が関与しています。 

 大きな成果としては幾つかありますが，１つは，

モンゴルで初代の長期専門家が派遣されたときに判

決公開をしたことと，それから，その後の弁護士会

強化のプロジェクト，そして調停制度に関する２つ

のプロジェクトの中で，調停制度が全国の裁判所に

導入され普及したことが指摘できると思います。 

 判決公開に関しては，当初モンゴルの裁判所にも

いろいろ抵抗もあったというふうに聞いています

が，いろいろ説得をして，いざ公開されてみると，

裁判官もほかの裁判官の書いた判決を読んでみたか

ったという声が聞かれました。もちろん実務家，企

業の方は関心がありましたし，あともう１つには，

教育の現場でもそういった公開された事例が取り入

れられて，少しずつ実践的な教育が行われるように

なったというように，いろいろな反響があったとい

うふうに聞いています。当初は幾つかのケースを選

んで冊子にして印刷出版するという，そして市販す

るという形だったのですが，今はウェブサイトで全

件公開されているということになります。 

 調停制度については，最初は弁護士会のメンバー

が日本に来られて，日本の弁護士会のＡＤＲセンタ

ーをごらんになって，こういうものをモンゴルでも

やりたいというお話で小さく始まりました。民間の

弁護士会のセンターですと，費用負担の問題なども

なかなか難しくて，それほど大きくはならなかった

のですが，小さいながらも幾つか事件を解決するイ

メージを作って，モンゴルの人に調停というものの

イメージを持ってもらったという効果があったと思

っています。私は，まさにこの時期に現地にいたの

ですが，調停というのは民間の合意による手続であ

っても，民事紛争の解決という大きな流れの中で位
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置付けるべきだと思っていまして，弁護士会を対象

にした活動ながら必要に応じて裁判所を巻き込んで

いたところ，裁判所でも日本の裁判所のような調停

を参考にして自分たちもやりたいという要望が出る

ようになりまして，それが第３段階，第４段階のプ

ロジェクトにつながっています。社会主義から転換

したということもあって，それまでは少なかった民

事紛争が大きく増えてきて，裁判所もその扱いとい

うことではずいぶん業務の性質が変わっていたと思

うのですが，今は全国の裁判所で訴訟とともに調停

も使われるようになって，2015 年は１年間で１万件

以上の事件を受理して処理していると聞いていま

す。 

【松尾】先ほど，ベトナムの元専門家４人の侍が去

った後に，新しいフロンティアを開拓してこられた

３人の専門家の方にラオス，カンボジア，モンゴル，

ミャンマーの法整備支援の概要を伺うことができま

した。ありがとうございました。 

 ベトナムの法整備支援と，それからこの新たなラ

オス，カンボジア，ミャンマー，モンゴルという新

たなフロンティアでの法整備支援との共通点と相違

点という観点から，まず，ベトナムのお隣のラオス

の法整備支援についてベトナムの法整備支援の経験

が生かされている点があるか，あるいは新たに発展

した点があるかを伊藤さんにお伺いできればと思い

ます。 

【伊藤】先ほど申しましたように，ラオスはベトナ

ムと政治体制が同じというところもありまして，法

制度を含めた行政司法に関する制度について非常に

似通っている部分があります。一方で，やはり国が

違いますし，人々の気質もかなり違うところがある

と感じております。人口の違いを反映して弁護士の

数もラオスでは圧倒的に少ないというような状況も

ありますし，ベトナムの方に比べてもラオスの方は

非常にのんびりしている印象があります。もちろん

熱心な方，非常に優秀な方もいらっしゃいますけれ

ども，全体としては非常にのんびりしており，そこ

がラオスのよさだと思っておりますけれども，そう

いった違いもあります。そういった中で１つご紹介

させていただくのは，ベトナムとラオスに日本も加

わって相互に協力し合うということを以前行ったこ

とがあります。これは以前の法整備支援連絡会でも

一度紹介したことがあり，「南南協力」というふうに

もいわれていますが，具体的には 2013 年１月だった

と思いますけれども，当時私が担当しておりました

ラオスでの刑事訴訟法を研究し，ハンドブックにま

とめるグループが，ベトナムを訪れて，ベトナムの

検察院ですとか裁判所の方に法律について，また刑

事手続の実際の運用などについて説明をしてもらっ

たり，実際に裁判を見せてもらったり意見交換をし

たりしました。その後，ラオスは刑法も改正をして

いるのですけれども，ベトナムから刑法に関する検

察院のリソースパーソンに来てもらって，ラオスで

セミナーを行ったこともあります。やはり根本とな

る法制度が近いところがありますのでしたので，ラ

オスの人にとっても理解しやすい部分があったとい

うことでした。日本は両方の国に協力をしているわ

けですけれども，ベトナムに協力してベトナムが得

たものを，ベトナムを介してラオスにも広げること

ができる，あるいはベトナムにとりましても自分た

ちで使うだけではなくて人に教えるということで，

また更に深め発展させることができるという利点も

あるかとは思います。もちろん良い面ばっかりでは

なく，ベトナムにしてもラオスにしても発展途上で

すので，その点については配慮しなければいけない

ですし，逆に近い国ですと本当に心情的に素直に受

け入れられるかという問題もあるかもしれません。

そういう第三国を介したり，あるいはリージョナル

な取組をしたりすることも考えられるのではないか

と思います。 

【松尾】ありがとうございました。異なる法整備支

援プロジェクト間の連携の可能性という１つの新し

い試みであったとお伺いしました。 

 もう１つ法整備支援の重要な論点として，これも

第１部から問題になっております法整備支援の戦

略，それから，それを実施するための司令塔をどう

するかということがあります。そうなると，どうい

う法分野についてどういう形で支援を実施していく
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のかということが問題になりますが，その点につい

ていろいろな関係者の調整とか，関係機関の連携が

重要になってくると思われます。その法整備支援の

対象分野，それから支援機関間の連携というような

点について，國井さんから，赴任されたミャンマー

において，初代ということで，何をどこでどういう

ふうにするのか，どういう連携をするのかというこ

とでご苦労があったのではないかと推測いたします

けれども，その点についてコメントをお願いいたし

ます。 

【國井】各機関との連携に関しましては，先ほどベ

トナムの元専門家の方々から活動についていろいろ

変化をしてきたというお話を聞いていて，やはりそ

こにはＯＤＡに対する国民の目が変わってきている

のかなと感じているところです。日本の経済情勢が

このような中，ＯＤＡを使って外国に支援をしてい

くとき，やはり日本国民に対してそれがどう利益を

もたらすのかという視点が非常に強くなってきてい

ると感じていて，それが顕著に出たのがミャンマー

に対する支援なのだろうと思っています。私が赴任

していたこの２年間，プロジェクト自体は延長され

たのですが，延長されるときにやはり一番問われた

のは，この２年間の成果は何だったのかということ

でした。２年というのは非常に短い期間です。例え

ばベトナムでは，森嶌先生が道を切り拓いてから現

在に至る 20 年間の歩みの中でさまざまな成果があ

ると思いますが，ミャンマーに関しては，2011 年３

月に軍事政権から初めて民政移管をされ，１年後，

2012 年４月に日ミャンマーの首相会談で当時の野

田総理が日本として支援を再開すると宣言されてか

ら始まりました。実際に私が行っていたのは２年間

でした。その２年間の間にどう成果を出していくか，

しかもそれが国民の目に見える形で成果を出さなけ

ればいけない，また，ミャンマー側のニーズでもあ

りました。ミャンマー側は当時のテイン・セイン政

権が政権を維持するためには，ミャンマー国民に簡

単にいえば経済的な利益をもたらしたいという意向

を強く持っていましたので，私たちとしても経済関

係法令に対する支援ということが，まず目に入って

きました。 

 しかし，今日も何度も話が出ていますが，法律が

できたところで運用する人材が育っていなければま

るで機能しないということで，地道な活動も同時に

してきたわけですが，その地道な活動というのはな

かなか成果が表に現れないというジレンマがありま

した。そんな中，現地での連携ということでは，幸

運にもミャンマーにはさまざまなプロジェクトが動

いておりました。そしてＪＩＣＡ事務所は，ヤンゴ

ンにありますが，定期的に会合を主催していただい

て，ネピドーだけではなくて各地にいる専門家が集

まってそれぞれが抱えている問題点を共有するとい

う取組がなされていました。その中で問題点につい

て解決法がある，解決法を知っているということが

あれば，個別に専門家同士で情報交換をして解決策

を見出していくという手法がとられていました。ミ

ャンマーに対する支援が始まったばかりなので，こ

のような手法をとるしかなかったのかもしれません

が，今後，支援は広がり続いていきますし，また，

アウン・サン・スー・チーさんのＮＬＤが政権をと

って，さらに民主化の歩み，そして経済発展の歩み

を進めていかなければならないというときに，この

ように個別の連携だけでよいのかと当時から強く思

っていました。大使館もその点については強い危惧

を抱いており，いわゆる司令塔といった役割をどこ

が果たすのかというと，分野の違う支援の中で共通

するところはどこなのかといったときに，やはり最

後に行き着くのは法律の問題であることが非常に多

いとほかの分野の専門家から聞いておりました。社

会の基盤になる法律，その法律について自分が入り

込んでいるカウンターパートの省庁の人もわからな

い，もちろん日本人の専門家もわからない，さあど

うするという壁にぶつかったときに，司令塔になり

得るのはやはりこの法整備の分野の専門家ではない

かということは当時から感じていたところでした。

私たちのプロジェクトの目的の中には入っていなか

ったのでなかなか動きづらく，また短期的な成果を

求められるという面もあったので，なかなか他の分

野まで手を広げられなかったというのが実状でした
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が，今は２代目の野瀬という検事が現地に行ってお

りますので，彼はその点について非常に注力して，

その点を確立させていくべく今活動をしているとこ

ろです。 

【松尾】ありがとうございました。先ほどの森嶌先

生の問題提起であった司令塔の問題について，法分

野の中だけにとどまらず，分野を超えた連携の問題

もあるというご指摘だったかと思います。 

 さらにこれについても議論を深めたいのですが，

ただ今の論点について，あるいはまた別の論点につ

いてご質問，コメントをお持ちの方が東京会場にお

られましたら，お願いいたします。 

【遠藤賢治名古屋学院大学法学部教授】午前午後を

通じての議論，ご説明，大変貴重なお話を伺わせて

いただきましてありがとうございます。ベトナムの

ご苦労が大変なものだったということもよくわかり

ました。新しく今動いておられるラオス，カンボジ

ア，ミャンマーも大変難しい状況にあることもわか

りました。午前中からのお話の中心に，支援国のニ

ーズをどのようにくみ上げるかということにいろい

ろ難しい問題があるということもわかりましたが，

このニーズをそのまま受け取るのではなくて，こち

らの観点からもその必要性を吟味した上で支援して

いくということが重要であると思われるのですが，

今ラオス，ミャンマー，カンボジアで，その点につ

いて特にご苦労されたことがありましたら，お伺い

したいと思います。 

 また，新しい支援にどういうことが必要なのかと

いうことを考えていただきたいと思っております。

１つの視点として，これから世界がグローバル化し

ていく中で国内問題は世界的な問題になるし，世界

的な問題は国内問題につながっていくという，そう

いった観点から今激しく動いているこの世界の中

で，開発途上国，あるいは支援を求めている国々の

ニーズをとらえていくとどんな問題があるのかにつ

いてもお考えがございましたら教えていただきたい

と思っております。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

【松尾】遠藤先生，どうもありがとうございました。 

 これも先ほどのまさに相手国のニーズを尊重しつ

つも，それをそのまま受けるのではなくて，日本の

法整備支援の在り方，それについてのしっかりした，

高い目線から見た上で，支援の分野，内容，方法に

ついて調整する必要があるのでしょうが，どういう

ふうに調整しているのか，その最前線でどういうや

りとりがあるのかということはやはり興味深い点だ

と思いま。磯井さんＪＩＣＡの本部でも専門員とい

うことでお仕事されていますので，いろいろな支援

の要請が上がってきたときに，いろいろな調整の仕

方があると思いますが，そのときに何か日本の法整

備支援としての方針，あるいはスタンスというもの

があるでしょうか。経験がおありでしたらお話しい

ただきたいと思います。 

【磯井】先ほど國井さんがお話ししてくださったミ

ャンマーなども関係するかもしれないのですが，具

体的なニーズとしては相手の国の立法計画とか政策

とかいったこともありますし，あるいは日本側から

もＯＤＡの意義，役割も含めていろいろな意見があ

ると思います。そのような中で日本の支援の１つの

原則的な方針としては，やはり表面的な制度を整え

るだけではなくて，地道な人材育成も活動の中で含

めていくという，なるべくそういうことが図れるよ

うなデザインにしていくということはあると思いま

す。 

【松尾】 ありがとうございました。 

 相手国から上がってきたニーズを検討してやりま

しょうというケースもあると思うのですが，それは

できませんよという場合や，あるいはこういうのを

したらどうですかというような，そういうやりとり

はあり得るのでしょうか。國井さん，お願いします。 

【國井】ミャンマーに内務省という警察や行政を司

る部署がございまして，そこから刑務所における支

援をしてほしいという依頼がありました。その内務

省のニーズは非常に高いものでしたが，ミャンマー

の国にとって刑務所の支援の優先順位はどうなのか

というと，当時のテイン・セイン政権における位置

付けではそれほど高いものではありませんでした。

ただ，刑務所における人権状況を改善する必要はあ
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ると思われました。私も実際に刑務所に３回か４回

くらい視察に行きましたが，非常に狭いところに何

十人も押し込められ，そしていわゆる分類処遇もな

い状態でした。日本では刑期の長さとか犯した罪の

種類によって当然分類されて処遇されるわけです

が，ミャンマーでは男と女とで分類されるだけで，

非常に過酷な環境で，衛生面にも問題があり，そう

いった意味で刑務所に対する支援の必要性は大きい

と思ったのですが，日本のＯＤＡを使って優先的に

支援すべき分野かというと，それがミャンマー政府

の方針と合致するので支援したいのは山々ですが，

優先順位とすると落ちてしまうということで，泣く

泣く引いたということがありました。今は形を考え

てＵＮＡＦＥＩの森永次長のご尽力で，刑務所支援

が具体化をしつつあり，ＵＮＡＦＥＩの方で刑務所

問題を取り扱うセミナーを開催するなどということ

を実際に行っているのですが，当時は，そういった

取捨選択というものがあり，ミャンマー政府の方針

と，我々支援する側の方針を相互に検討して決定せ

ざるを得なかったという事情がありました。 

【松尾】 ありがとうございました。遠藤先生よろ

しいでしょうか。 

 それでは，大阪会場でご質問，コメントおありの

方願いいたします。 

【土生英里静岡大学教授】ミャンマーの法整備支援

をする際に，私のほうで実際にヒアリングした経験

では，本当に日本の支援に意味があるのかという疑

問を感じたことがありました。それはまさに法系の

違いであって，ミャンマーの場合にはミャンマーの

司法担当者全員が，我々はイギリス法系の国である

といいます。ただ，担当者がみんなイギリス法系と

いうものを本当に理解しているのだろうかというと

ころが大きな疑問があったところでして，いわゆる

コモン・ローの国の場合には判例法の形成というの

が非常に重要なのですけれども，ミャンマーの場合

には長年にわたって共産主義政権，それから軍事政

権下で裁判官に法律の解釈機能が認められず，判例

も蓄積されなかったというところにおいて，法整備

支援を考えるときに，こういった現地の法曹の認識，

それから大陸法系である日本との法系の違いの中で

どういう形で支援ができるのであろうかという疑問

を強く持ちました。モンゴルにしてもベトナム，ラ

オス，カンボジアにしても，もともとインドシナ半

島の場合にはフランス法系ということで，日本と共

通する１つの大陸法系に属しているということで，

ある程度までは制定法を中心とした支援というもの

は考えられるのですが，ミャンマーに関しては，こ

の歴史的な判例法が形成されなかったという事実

と，あとは現地の法曹関係者が認識しているイギリ

ス法系であるという認識のギャップのその調整とい

うものをこの２年間國井さんがいらしたときにどう

いうふうに考えてやってこられたのか，教えていた

だければと思います。 

【松尾】ありがとうございました。非常に重要なご

指摘ですね。國井さんお願いいたします。 

【國井】土生先生がおっしゃったとおり，現地の法

律家は，口をそろえて我が国はコモン・ローの国で

あるので大陸法系とは一線を画しているとおっしゃ

います。ただ，ご指摘のように，英米法系の国々が

どういう制度なのかご存じですかというとご存じで

はないのですね。じゃあ，どうしてコモン・ローの

国だというかというと，英領インドからそのまま移

植した法律，100 年前の法律を今でも使っているの

で，我々は英米法系だ，コモン・ローの国だという

ことを非常に強くいうわけです。ただし，おっしゃ

ったように，判例法も十分にございませんし，基本

的に成文法主義の国です。そういう自覚は彼らの中

にもあるのですが，それでも彼らのプライドとして

我々はコモン・ローの国なのだと非常に強くおっし

ゃるわけですね。また，日本以外のドナー，イギリ

スだったりオーストラリアだったりシンガポールだ

ったり，我々はコモン・ローの国ですから我々の法

律をそのまま移せば，あなたたちの国には絶対に適

合しますという支援の仕方をされるのですが，実は

そうではないと考えています。我々が常に考えてい

たのは，大陸法系でもあり，英米法系でもあり，両

方のメリット，デメリットを中立の立場で先方に示

せるのは日本しかないということでした。どちらか
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に与するのではなく，どちらかを進めるのではなく，

もちろん日本の制度も進めるのではなく，私たちが

勉強してきたこと，学んだこと，それから先生方か

ら教わったことを中立な立場で公平に相手方に示

し，相手方がそれを選択していただいたら，その選

択を全力で支援するという形をとってきました。そ

して，例えば先ほどお話しした知財裁判制度整備に

関しては，知的財産をめぐる各国のさまざまな裁判

制度を紹介しました。そして，ミャンマーの連邦最

高裁は，結局日本の制度を選びました。日本の制度

をそのまま薦めたわけでは，決してありませんでし

た。公平に説明した上で，ミャンマーは，日本の制

度を基本にして，それをミャンマー流にアレンジを

しくということ選び，今その整備が進んでいます。 

 どこかの支援機関は，コピー＆ペーストのミスが

あるくらいオーストラリアの法律をそのままミャン

マーに移植しようとして，私たちが支援をしている

内閣法制局の機能を有する法務長官府に送りつけて

きました。法務長官府の担当者はそれを見て絶句し

ました。ミャンマーの基本的な司法制度がわかって

いないのではないかと。それはある法律の特別法で，

その違反に刑事罰を科しているわけですが，その訴

追権限を検察官に与えるというふうにドラフトには

書いてありました。しかし，ミャンマーの司法制度

では検察官に訴追権限はありません。そういった基

本的な制度さえもわかっていないのかということ

で，法務長官府はそのドラフトに全く手をつけない

まま，ふざけるなといって原庁に押し返しました。 

 その法律の審査，法案の審査には私たちもお手伝

いをして，その審査の会議の場に私たちも一緒に同

席をしていろいろ意見をいい，その場でこれはミャ

ンマーのこの制度とこの法律のこの条文は矛盾して

いますよと指摘し，それはそうだということでミャ

ンマーの法務長官府はそのドラフトをそのまま突き

返したわけですが，彼らの中でも英米法なのか大陸

法なのかの二者択一が正しいのかということに疑問

を感じ始めているようでした。ただおっしゃるよう

に，ベテランの方は，我々はコモン・ローの国だと

いうことに強いプライドを強く持っていて，日本に

何ができるのだと，これはアウン・サン・スー・チ

ーさんがまさにそうなのですけれども，そういうこ

ともおっしゃる方がいることも事実です。我々にで

きることは，公平に両方のメリット，デメリットを

説明し，ミャンマーの制度を前提にすればこういう

制度がいいのではないかということを真摯にご提案

し続けていくことで，そうすることによってミャン

マー側の受けとめ方も少しずつ変わっていくのでは

ないかなと思っていました。 

【松尾】ありがとうございました。今２つ問題があ

ったかと思います。１つはコモン・ローとシビル・

ロー，大陸法と英米法の違いが法整備支援に際して

どのように影響するのかということです。これにつ

いては，コモン・ローとシビル・ローの関係は非常

に接近して，収れんの方向にあるという理解もあり，

成文法の国でも判例は無視できなくなっていてその

公開も始まっているし，コモン・ローの国でも成文

法の比重はふえている中，どういう協力ができるの

かという展望はあるかもしれませんね。 

 ただ，今ご指摘いただいた自分の国がコモン・ロ

ーだという背景には，自分の国の法律に対するプラ

イドというのでしょうか，それを尊重しながら法整

備支援をするということは非常に重要な点で，とり

わけ法整備支援の前線にいらっしゃる方は，それを

日々ひしひしと感じておられるのではないかと推測

いたします。 

 本当は，これから議論を深めるべき準備が整った

段階なのですが，与えられた時間がほぼ尽きており

ますので，残念ながらこの第２部の専門家の方のパ

ネルディスカッションは以上とさせていただきたい

と思います。 

 ベトナムで活躍された専門家の方々，新しいフロ

ンティアで活躍されてきた専門家の方々，本当にあ

りがとうございました。引き続き法整備支援活動に

ご支援賜ればと思います。 

 

横田洋三法務省特別顧問による第２部全体に対する

コメント 

【横田】私は，もともと大学で国際法，国際経済法，
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そこでは開発問題などを扱いましたが，それから国

際人権法といったような分野を研究，教育してまい

りまして，もともとは研究畑の人間ですが，その間

に開発問題では世界銀行の法務部に２年ほど勤務し

たり，その後，国連の人権関係の専門家委員会に委

員として出席したり，一番最近はＩＬＯ，国際労働

機関の条約勧告適用専門家委員会という長い名前の

委員会で，批准したＩＬＯ条約がきちっと実施され

ているかどうかを監視する委員会なのですが，そこ

の委員を 12年ほど務めました。私は，研究をしなが

ら実務経験をしたということで，実は，今日朝から

ずっと伺ってきた日本の法整備支援と非常に強い結

びつきがあります。私の経験とこれまでの研究に基

づいて，伺った話について私の印象をお話ししたい

と思っております。 

 先ほどから世界銀行があまり良い形で言及されて

おらず，その理由もよくわかります。私も同意する

ところ多いのですが，２年間そこで経験したことが

ありまして，それを通じてなぜ法整備支援が開発援

助の中，日本の場合でいいますと国際協力大綱の中

に位置付けられるのかということを私なりに考えて

みますと，３つほど理由があると思います。 

 １つは，結局，開発援助，開発協力というのは，

途上国に対して経済発展を促すためのさまざまな援

助をするということになるわけですけれども，その

場合に，最初，援助機関はものを作って活用するこ

とによって経済発展が進むということで，ものを作

ったり，工場を作ったり，道路を整備したり，ある

いは輸出を促進するための港を整備したりと，そう

いうふうなところにお金を落とせばよいという考え

だったのですが，そのうちわかってきたことは，そ

ういうものを作っても経済発展は必ずしも流れない

ということでした。そこで制度的なインフラの拡充

の必要があるという認識が出てまいりました。その

制度的なインフラで一番重要なのは結局のところ法

制度なのですね。法によって制度が作られるわけで

す。同時に，先ほどから何度もいわれている基本法

である民法，民事訴訟法，刑法，刑事訴訟法，更に

は憲法のような基本法から，商法，会社法，労働法，

知的財産権法，租税法，関税法まで，どの分野をと

っても，きちっとこれらの法制度が確立していない

と，例えば海外から投資を招こうとしても不安で投

資家はその国には来ません。法律があるとしても，

それがきちっと守られ，実施され，もし紛争が起こ

ったときには裁判官が公平な裁判をしてくれるとい

う信頼感がないと，同様に海外から投資は来ないと

いうことで，結局のところ海外の信頼，とりわけ投

資家の信頼を得るためには，その国の国内法整備と

それの確実な執行が欠かせないという認識が出てく

るようになりまして，ここらあたりで援助機関とそ

れから受入れの被援助国のほうも海外からの投資が

来なければ困るということで一致して，法制度とい

うソフトな分野のインフラ整備が必要だということ

になったわけです。私も世界銀行にいる頃にこうい

う事業に若干かかわったことがありますので，今日

お話を伺っていて，そのころの経験などを思い出し

ながら懐かしく考えたところでございます。 

 どなたかが強調されていましたけれども，紛争解

決のための手続，とりわけ裁判法とか仲裁法とか，

こちらの方も非常に大事だというのは，法的な面で

のインフラ整備にとってはこの分野の法整備が必要

だということです。これが第１の理由なのですが，

第２に，実は，投資家が必要としているのは，法が

きちっと整備されて，それが守られているという状

況だけではなく，実は法全体，それから法を通じて

の，例えば人権とか環境とか，あるいは労働関係と

か，そういった分野についてもきちっと法が整備さ

れ，守られるようになっていることも重要であり，

周辺分野の法制度の整備をおろそかにしていては経

済発展につながらないということです。このことは

実際に途上国に行ってみるとわかりますけれども，

簡単にいいますと，治安が確立されていないために，

道を歩くのも危険で，子どもたち外へ出せないとい

うような国でどうやって外国からの投資を招くか，

あるいはそこで現地の人が安心して工場で働き，家

族を養えるのかということを考えると，経済活動の

ためにはそういった一般的な法制度の拡充も絶対に

必要だということもわかってくるわけです。そうい
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う意味では，今日話し合われたような企業にとって

直接必要な法の整備は絶対必要なのですが，それだ

けではなくて，恐らく法制度全般にわたって整備が

必要だというのが第２番目の認識です。 

 それから第３番目は，さらにその法制度を整備す

ることによって，その先にやはり現地の人々の生活，

それから健康，安全，こういったようなことがきち

っと守られる条件がなければ実は経済活動は進まな

いということで，現地の人が労働者として工場で働

く場合に，その人たちの健康状態，家族の状態，こ

ういったことがある程度の水準に達していなければ

有能な労働力を確保するという点でも問題が出てく

るわけですから，そういった意味では現地の人たち

の生活の全般が改善されなければならず，そういう

意味では単に法制度の整備，そしてその機能の確保

だけではなく，さらにそれを通じて国民の生活全般

がどうなっているかということにも目を配らなけれ

ばなりません。 

 先ほど，法整備支援の成果の評価の難しさという

ことがありましたが，国民の生活への影響など，成

果がどこまでも広がっていくという問題があり，そ

れを定量的に測るということはほとんど不可能なわ

けです。そういうわけで，評価というのはこれから

課題になっていきますけれども，私が今まで研究者

として経済発展とそれから法整備ということを考え

たときには，やはりそこまで広げて考えないと法整

備の意味というのは完結しないと思いました。その

上で今日お話を伺ったさまざまなご意見，それから

現地で経験をされた方のご報告をもとに，私なりに

ごく簡単に５点ほど整理させていただきました。 

 まず第１は，今日は直接の発言はあまりなかった

のですが，これまで開発援助とか開発協力というと，

金額の面からいっても，あるいは影響力の面からい

っても大型の開発プロジェクトが中心になっていま

した。世界銀行の評判が悪いのは，実はそっちにば

っかりお金を出しているのではないかという批判が

あるからで，これはアジア開発銀行についてもいえ

ることなのです。私のいたころも確かにそうでした。

しかし，そういう中で１つわかってきたことは，や

はり先ほどもいいましたように，ソフトの面でのイ

ンフラの整備，とりわけ法制度の整備というような

分野がどうしても必要だと，それに伴ってもう何度

も繰り返しいわれていますが，人材の育成，それか

ら腐敗の防止，公正な取引といったような分野でき

ちっとした援助による制度の完備というのが必要に

なってくるということを感じました。そのことが今

日の皆さんのご発言の中にいろいろな形で出ていた

ということは，私，心強いことだと思います。 

 第２に，従来の開発協力というのは，実は欧米先

進国の法制度や思考様式を途上国にそのまま移植す

るという発想が強かったのですね。これも何度もい

ろいろな人が言及されていました。しかし，日本の

法整備支援はそういうことではないのだと，そんな

ことでは現地に受け入れられないし，また現地で機

能もしないということで，実際は現地の法制度，法

意識，それから文化，伝統，制度などを踏まえて，

現地の政府や住民に受け入れやすい柔軟な協力の方

式が模索され，そしてうまく見つかったときにはそ

れを適用して動かしていくという，こういうアプロ

ーチになっている。これは報告した方が全部国も違

いますし，状況も違う中で，口をそろえてそういう

方向で動いているということをご自身の経験や判断

に基づいて報告してくださいました。これは私自身

の結論とも一致していて，非常に重要な点だろうと

思います。 

 第３番目の点は，従来の開発協力は実は理論的な

側面，これは私が研究してきたことでもあるのです

が，経済学，経営学，それから社会学，政治学，そ

ういう分野で開発援助というのは結構大きなテーマ

で扱われているものの，そこでの理論はほとんどヨ

ーロッパ，アメリカの経済理論をもとにして，それ

を途上国に当てはめて，さて途上国の状況はどうか

というような形でもって政策提言をするという，こ

ういう形になってきました。ところが，どの理論も

これまで成功していません。結局のところ，成功し

たと見えるのは，その理論がうまく機能したという

よりも，その理論が適用できるということで日本，

韓国，シンガポール，こういう国を挙げて理論は依
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然として正しいと，見られているのですが，他方で，

アマルティア・センが別の形で見たように，例えば

インドとかアフリカの国とかでは，西欧で発展した

経済の理論というのはもう全く機能していません。

機能していないにもかかわらず，そこに固執して，

ずっと経済理論が今でも機能していると，それは欧

米と先進国を見る限りにおいては機能していますか

ら，みんなそうだそうだとうなずくのですけれども，

途上国に行ったときにはその理論は全然機能してい

ません。このあたりは我々研究者の責任でもありま

すが，今後，途上国の経済事情にも合った開発理論

というのを経済学でも経営学でも，あるいは政治学

でも社会学でも築いていかなければなりません。日

本の場合には低い経済レベルから始まって，最初は

明治維新のときですけれども，その後，一度，第二

次大戦で壊れて，また一番下のほうからやり直しを

して，そして今の状況になっているという経験を持

った国だと初めて欧米で発達した経済理論，政治理

論がそのままに適用できるわけではないということ

をみんな感じているわけです。ところが，それにも

かかわらず日本ではまだ日本の経験に基づいた新し

い経済理論，政治理論，社会学理論というのが出て

きていないので，これは非常に大きな課題だと思い

ます。 

 それから４番目ですけれども，幾つかの大きな課

題が出てきました。これは，答えはここでは議論の

中でも出てきませんでしたし，私も持っていません

が，いくつか指摘だけをしておきますと，個別の専

門分野での法整備支援が行われているのですが，同

時に法の基本，それから基本法の知識，こういった

ようなことについてもきちっと教える必要があっ

て，これは実際に法整備の場面よりももっと基本的

な法学教育をどうするかというようなことから始ま

るのだと思います。小畑先生がおっしゃられたよう

に，例えばベトナムから名古屋大学の法学部に学生

が留学してきて，名古屋大学で日本の法律を勉強す

る，こういうことが法整備支援と直接関係がないよ

うに見えますけれども，実はものすごく大事だとい

うことをもっと認識する必要があります。今，日本

の大学では学生の数が減ってきて，各大学が頭を痛

めているのですが，そういうところに奨学金をつけ

て日本で法学を学ぶ途上国の学生を連れてくる，そ

の人たちが本国に帰って，そこで学んだ法学を基礎

にもっと専門的な分野の法の基礎，それから採択，

適用といったところに関わるようになれば，法整備

はもっと深くなり，大きくなるのであり，そういう

ことをしていってもらいたいと思います。 

 第５番目に法整備支援の評価の問題があり，評価

を１年，２年でやるような仕組みはよくないという

意見がでました。これも全くそのとおりで，じゃあ

どのように評価をしていくかということについて

は，明確な答は出ていません。大変難しいことです

が，難しいからといって何もしないわけにはいかな

いので，経験を通じて徐々により正確で役に立つ評

価基準をつくっていくということを法整備支援をや

りながらやっていってもらいたいと思っておりま

す。一番最近の 2013 年の国際協力大綱では，日本の

国益を考える，これはある意味では当然なんですが，

下手をするとトランプ氏がいうようなアメリカ第一

主義みたいになってしまいますので，それはそうで

はなくて，日本が援助する以上は日本も利益を受け

るけれども，援助するからには援助を受ける側の利

益を我々はやはり十分に考えなければなりません。

この点をきちんと強調していかないと，何となく日

本もトランプ氏と同じラインかと誤解される心配が

あるような気がします。日本の国益をどこそこに反

映させていくか，反映させる仕組みをどうするのか，

こういったことを今後検討しておいたほうがよいと

思っております。 

 最後に提言を２点ほどさせていただきます。 

 １つは，既存のさまざまな機関の中で，アジ研，

ＵＮＡＦＥＩは，ここにおられる方の中には生まれ

ていなかった人もいるくらいの古い時代から存在

し，長く良い実績を上げてきました。しかも，国連

の機関でもあります。ところが，良い仕事をしてい

るし，実績もあるし，それにもかかわらずほとんど

知られていません。ぜひ日本の法整備支援の中にこ

のＵＮＡＦＥＩを上手に入れ込むような仕組みをつ
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くっていくことをお願いしたいと思っております。

今度，昭島市で国際協力部とＵＮＡＦＥＩが同じ建

物に入ると聞いていますが，そうなれば一層協力は

しやすくなると思いますので，是非お願いいたしま

す。 

 もう１つ，先ほど世銀の話を出しましたし，アジ

ア開発銀行，それからＵＮＤＰ，さらには国連人権

高等弁務官事務所，その他，世界の特に国連の関係

の機関の中には法整備支援に関わる活動をしている

機関がたくさんあります。先ほど少し言及しました

たが，欧米のものの考え方でつくられ，欧米のもの

の考え方を持っている人たちが活動していますの

で，アプローチが日本の場合とはちょっと違います。

私がお願いしたいのは，こういう機関ともっと協力

関係を緊密にして，その人たちの考えに染まるので

はなく，逆に日本の経験をそちらの方に移していっ

て，世銀にもＵＮＤＰにもアジア開発銀行にも，日

本の経験に基づく現地との対話を重視する，現地に

受け入れられる援助にするというようなアプローチ

をわかってもらって，国際的な法整備支援をやって

いる機関に日本の知見を移し替えていくということ

も今後考えていただきたいと思います。私は国際機

構論という分野を研究していますが，国際機構につ

いては，今後変えていかなければならないことがた

くさんあり，その中にこの問題もあって，ぜひ日本

の法整備支援での知見を国連でのそういう分野の活

動に反映していっていただきたいと思います。 

 私のコメントは以上でございます。 

 

【第３部】 

河西裕之ＪＩＣＡ産業開発・公共政策部審議役によ

る報告 

 関係機関の活動報告ということでございますの

で，私からはＪＩＣＡが法整備支援を取り組むに当

たりまして，関係機関とどのように連携，協力を進

めているかということについてご報告を申し上げた

いと思います。 

 午前中の議論にもありましたし，森嶌先生からも

お話があったとおり，ベトナムに対する法整備支援

プロジェクトを始めて 20年ということで，今でこそ

ＪＩＣＡの中に法整備支援を専門に担当する部署が

ありますし，ＪＩＣＡに入ってくる職員の中でこう

した分野を志していきたいというような職員も増え

ているという状態ですが，20年前にはそもそもそう

いう部署はなく，そもそも法整備支援がＪＩＣＡの

仕事なのかどうかについても余り認識がないような

状況であったのだと思われます。そうしたいきさつ

ですので，最初のころは，まさに森嶌先生がおっし

ゃるとおり，手探りの状態からのスタートであった

のだと思います。したがいまして，ＪＩＣＡは当初

から大学の先生方，それから法務省，日弁連といっ

た法曹界の方々の協力を得ながら途上国に対する法

整備支援を実施してきたということです。20年がた

っておりますが，このような協力関係そのものは現

在も基本的には変わっておらず，今後も法整備支援

を進めていく上での基本であり続けるだろうと考え

ております。 

 一方で，この 20年間，対象の法令は拡大してまい

りました。これまでのパネルディスカッションでも

多数紹介がございましたが，当初は民法，民事訴訟

法を中心とした民事基本法であったのに加え，会社

法，倒産法，知的財産法といった経済関連法，刑法，

刑事訴訟法といった刑事関連法，それから行政手続

法などの行政法の分野も対象にするようになってき

ています。これに伴いまして，法務省に加えて，よ

り幅広い省庁，それからよりさまざまな分野のご専

門の法律家や研究者の方々からもご協力をいただく

ようになっております。 

 最近の事例といたしまして，１つは，インドネシ

アに対して知的財産法をテーマとした法整備支援を

実施しております。知的財産ということであります

ので，実施に当たりましては特許庁のご協力をいた

だいておりますし，知的財産高等裁判所からも専門

家の派遣をいただいています。それから日本国内に

アドバイザリーグループをつくっておりまして，知

財高裁の裁判官，知的財産がご専門の弁護士の皆様

でグループを設置いたしまして，現地の専門家の活

動を日本から支援していただいています。 
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 それから，國井元専門家からもご紹介がありまし

たが，ミャンマーでも知的財産法の支援を行ってお

りまして，「オールジャパン」というふうにおっしゃ

られました。まさにそのとおりで，法務省，日弁連，

経済産業省，特許庁，さらには文化庁のご支援もい

ただきながら現地セミナー，それから本邦での研修

を実施しております。 

 それから，消費者保護法それから競争法といった

分野ですが，こういう分野についてもＪＩＣＡが技

術協力のプロジェクトを実施している例がありま

す。こういう分野は，これまで法整備支援という位

置付けは必ずしもしておらず，むしろ行政制度支援

というような位置付けをしてきておりました。先ほ

どのご議論の中でも，どんな分野でも法律が制度と

しては基本となるということですけれども，まさに

こういう分野についても法整備支援というふうに位

置付けて，その知見を共有していきたいと考えてお

ります。この分野については，消費者庁ですとか，

それから公正取引委員会といったところと連携を行

っておりまして，その際には国際協力専門員を含む

弁護士や法律関係者の法律的な知見を生かしながら

法整備支援としてのノウハウを生かしていきたいと

考えているところです。このように，法整備支援が

対象とする法令の拡大の傾向にしっかりと対応でき

るように，法務省を初めとする各省庁，日弁連，大

学の先生方との緊密な連携を今後も維持し，さらに

発展していきたいというふうに考えてございます。 

 それから，先ほど横田先生から国際的なお話がご

ざいました。法整備支援プロジェクトの現場では長

期専門家の皆さんを中心にして，ほかのドナーとの

さまざまな連携や調整ですとか，時には緊迫した場

面もあるのだろうと思いますが，そのようなことは

従来から行ってきております。さらに，より上流の

連携といたしまして，昨年の 12月でございますが，

ＵＮＤＰと共同でシンポジウムを開催いたしまし

た。法整備支援の分野で国際機関とシンポジウムを

共催したというのはＪＩＣＡにとって初めての試み

でございましたけれども，国連の関係者を中心に約

50名がニューヨークの会場に集まりまして，成功裏

に終えることができました。シンポジウムのテーマ

といたしまして「法遵守の文化」ということがテー

マとして取り上げられまして，カーネギー財団の研

究者であるレイチェル・クラインフェルド博士によ

る基調スピーチ，法務省から菊池審議官，ＵＮＡＦ

ＥＩの森永次長，またＵＮＯＤＣ，さらにイタリア

とガーナの国連代表部の発表によって「法遵守の文

化」についての議論を深めることができました。「法

遵守の文化」という言葉自体，開発援助の分野では

なかなか目新しいといいますか，定着していない言

葉であると思います。これまでの今日の議論の中で

もずっと出てきておりますが，法律というものは起

草すれば終わりというものではなくて，それが国民

レベルにまで浸透してこそその実効性が担保される

のだということを，文化，英語でいうとカルチャー

でございますが，文化といういい方であらわしてそ

の醸成を進めようという動きというふうに理解して

おります。今日の議論の中でも，途上国の社会に受

容されるような法整備というようなご指摘もありま

したけれども，日本がこれまで法整備支援をしてき

たことにも通じるような議論がＵＮＤＰとの間でも

できたのではないかと思っております。 

 この法遵守ということに関連いたしまして，ＪＩ

ＣＡのやっておりますプロジェクトの事例として，

コートジボワールにおきまして司法省にコールセン

ターを設置するということもしております。日本の

法テラスのように，一般市民が電話によって司法の

救済を得られるという取組でして，こういう支援も

してきているということで，ＵＮＤＰとの共同のシ

ンポジウムでは，このような法律と国民，法律と市

民との接点を作るということがこれからの法整備支

援の中では重要ではないかという示唆が共有される

機会になったと思います。したがいまして，日本の

法整備支援を国際舞台に広くアピールするという機

会になったと考えておりますし，また，今後のＵＮ

ＤＰ等との具体的な連携の端緒を開くということが

できたのではないかとも考えております。ＵＮＤＰ

は，毎年年次会合，法の支配というテーマで開催し

ておりまして，昨年ＪＩＣＡとしても出席いたしま

155ICD NEWS　第71号（2017.6）



したが，日本の法整備支援に関する関心というのは

非常に高いものがあったという印象を受けておりま

して，今後もぜひこういう活動を続けていきたいと

考えています。 

 それから，ＳＤＧｓの議論が今日も出ておりまし

た。国連が採択いたしました「持続可能な開発のた

めの 2030 年までのアジェンダ」でございますが，そ

の中の目標の１つとして，「すべての人に司法へのア

クセスを提供する」ということが掲げられておりま

す。「法遵守の文化」の議論というのも，こういう目

標の達成を目指すということにも寄与するのではな

いかと思っております。ＳＤＧｓ自体は国際社会全

体の取組です。その達成のためにもドナー間の援助

動向に関する議論にＪＩＣＡとしても積極的に参加

して，日本の法整備支援について発信するとともに，

そこで得た議論，情報をＪＩＣＡとしての案件の形

成，実施に活かしていきたいと考えております。 

 もう一点，アジア・太平洋地域における法律家の

団体であるＬＡＷＡＳＩＡの年次会合が今年の９月

に東京で開催されると聞いております。この東京大

会の顧問にＪＩＣＡ理事長の北岡が就任いたしまし

た。ＪＩＣＡとしてはＬＡＷＡＳＩＡの取組を含め

まして，国際的な法律家団体とも協力して法整備支

援の成果のアピール，それから今後の案件の形成，

実施について連携を図っていく所存です。 

 それから，先ほど日本への留学というお話も出ま

したが，ＪＩＣＡもこれまで留学生を日本に招くと

いうスキームを実施してきております。現理事長の

北岡もこの点に非常に熱心でして，更に強力に進め

ていきたいと考えているところです。 

 最後になりましたが，一点ご報告したいことがあ

ります。それは開会の挨拶でＪＩＣＡ理事の富吉も

紹介しておりましたけれども，法整備支援 20年の歩

みを書籍として出版するべく作業を進めているとこ

ろです。この関連で非常に多くの方々にインタビュ

ーを受けていただいたり，ベトナムやラオスでの現

地取材を行ったりしているところです。これまで 20

年の歩みをしっかりと学ぶということがこれからの

法整備支援の展開に必ず活かせると考えておりま

す。ご関係の皆様との連携，協力を進めていく上で

の土台にもなるのではないかと思っておりますの

で，しっかりとした書籍を作って参ります。年内の

発刊を目標としております。 

 私からのご報告は以上です。ありがとうございま

した。 

 

山田美和ジェトロアジア経済研究所法・制度研究グ

ループ長による報告 

 私は，昨年こちらで「ビジネスと人権」に関する

調査研究，新興国における企業活動と人権リスクに

関する調査・啓発等との事業を開始することをお話

ししましたので，それの経過報告をいたします。そ

れから，今日日本企業の海外展開に有効な貿易環境

整備や投資環境整備や安全規制の導入支援が相手国

に本当に資するのかどうかや，司令塔の不在や，戦

略の不在などといろいろな議論があったと思います

が，私の活動報告により，今後，皆様との連携につ

いても何かのクルーになるようなインプリケーショ

ンを出せたらいいなと希望しています。 

 昨年，少しお話しさせていただきましたが，「ビジ

ネスと人権に関する国連指導原則」というものをご

存じの方はいらっしゃるでしょうか。2011 年に人権

理事会で承認されたもので，問題意識としては，さ

まざまな多国籍企業が海外での展開を 1960 年代，70

年代からずっと続けてきていて，その企業がその国

に与えるインパクトは一国の政府が与えるインパク

トよりももっと大きいものになってきており，企業

活動とその人権の問題の深刻化というものは，それ

を統治できない，それをきちんと手当てする制度が

ないというガバナンス・ギャップに起因するもので

あり，多国籍企業という経済アクターがもたらす負

の側面と，それを適切にコントロールできない国際

社会側の能力のギャップをできるだけ少なくしてい

こうということを目的として合意された指導原則で

す。 

 １つには，人権を保護する国家の義務がここでも

う一度強調されて，人権を尊重する企業の責任とい

うことが２つ目の柱であり，３つ目は，もし何か起

156



こったときにどうするのかという救済へのアクセス

が柱になっています。この国際的枠組みの動向に関

しては，私より詳しい先生方がおいでになると思い

ますが，ここで私が繰り返し強調したいのは，2013

年にミャンマーの人権状況に関する国連特別報告者

トーマス・キンタナ氏が来日して，そのときもう既

に日本は大きな支援を開始していましたけれども，

支援，それから開発援助，それから投資などがふえ

ていく中で，その負のインパクトをできるだけ少な

くするために日本にはどういう政府としての方針が

ありますかと，外務省それから経済産業省，ＪＩＣ

Ａなどに尋ねられて，そのときに示されたのがこの

「ビジネスと人権に関する国連指導原則」であった

ということです。その翌々年にはＧ７エルマウ・サ

ミットにおいてもこの指導原則が重要だということ

がいわれ，それに基づき各国がナショナルアクショ

ンプランをつくることが明記されました。昨年であ

る 2016 年 11 月には，毎年ジュネーブで行われてい

るビジネスと人権に関する国連フォーラムで，初め

て日本政府によるこの指導原則の国別行動計画への

コミットメントを開始するというステートメントが

発表され，今の状況に至っています。 

 Ｇ７のエルマウ・サミットでは，この指導原則も

そうなのですが，責任あるサプライチェーンという

ことがキーワードになっていまして，いわゆるサプ

ライチェーンにおける労働者のさまざまな権利を守

り，サプライチェーンをサステイナブルにするため

にはやはり企業側の努力も必要であって，かつそれ

を支援する政府の施策も必要ですよねということが

認識をされました。私どもアジア経済研究所としま

しては，この新興国や開発途上国に日本がいろいろ

進出をする中において，労働者の問題，それから開

発に伴う住民移転の問題や，環境問題などさまざま

な人権課題に直面するいろいろな危険性が高まって

いる中，実際日本の企業がどこかの工場における労

働者の扱いが労働搾取に当たるとＮＧＯに指摘をさ

れたり，実際に例えば英国での現代労働法が日本の

企業に影響を及ぼすような事態になってきていたり

して，日本としても日本企業の経済活動を促進する

と同時に，そこにおける人々の人権が侵害をされず

に守られる形でオペレーションしていけるかという

ことが大きな課題になっています。 

 そこで，私どもとしては，一体事態はどのように

なっているのかということと，それから日本政府と

しては今後どのような施策が必要かということを考

えるための調査研究活動を続けております。調査の

内容としては，ビジネスと人権に関する各国の政策

の動向を調査したり，日本企業の海外事業展開に関

するアンケートの中においてサプライチェーンの管

理をどのようにしているのかを調査したりしていま

す。定期的に研究会，勉強会のようなものを開きま

して，さまざまなステイクホルダーの方に参加をし

ていただいています。 

 普及活動としましては，昨年６月に国連大学のウ・

タント国際会議場で，国連指導原則を日本はどうい

うふうに活かしていくべきかについてシンポジウム

を開きました。また，日経企業が実際にオペレーシ

ョンを行っている現地でワークショップを行った

り，例えばミャンマーでしたらミャンマーに進出し

ている企業，又は進出を考えている企業の人たちに

対して，この人権とビジネスという観点，責任ある

企業行動という観点からワークショップを開いて企

業の人たちと対話したりしています。 

 日本政府がこれからどのような政策を進めていく

かということですが，昨年６月のシンポジウムでと

ったアンケートによれば，参加された企業の方でそ

の政策決定のプロセスに非常に興味があると答えら

れた方が８割以上で，そのようなナショナルアクシ

ョンプランがあることによって日本の海外でのビジ

ネスでの展開がより円滑になるので，作るのであれ

ば企業セクターの声を反映したものであってほしい

との声が寄せられました。 

 強調したいところは，初めて日本政府が国別行動

計画を開始しますと宣言したときのステートメント

によれば，UN Guiding Principles を我々も強く支持を

していて，ナショナルアクションプランについても

今後数年以内に策定すべく，現在外務省，法務省，

経産省，厚労省等が予備的な協議を開始していて，
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国別行動計画の策定の過程において，ビジネス及び

市民社会の声を聞いて，バランスよく反映させると

ともに，企業の責任ある行動を促していきたいと考

えているということが表明されました。 

 この指導原則は，国家の義務の 10原則を抜粋しま

した。まず第１は，人権侵害から国は国民を保護す

る義務があるということです。政府が企業に対して

人権を尊重することの重要性，期待を明確に表明す

るということが重要です。実際に企業が人権を尊重

することを促進するのに政府としてはどんな政策を

実行するのかということが重要になってくるわけで

す。 

 それから，国とビジネスとの関係ですけれども，

企業と国という関係だけではなく，私どものアジア

経済研究所などもそうですし，もちろんＪＩＣＡも

そうですし，国との関係で，国の資金が入っている

エンタープライズがどういう振る舞いをするかとい

うことも重要ですし，国自体が大きな公共調達をす

る立場にあるので，自分たちも経済アクターである

ということ，そして政策の一貫性の重要性が強調さ

れています。開発援助の中においてもそうですし，

投資条約や通商協定の中でどういうふうに政策を決

定していくかということが重要になっていくと書か

れています。 

 ここでいうナショナルアクションプランは，この

指導原則をどういうふうに具体的に実行していくの

かということについて，各国政府が立案して発表し

ている文書なのですが，既に幾つかの国が発表して

いまして，昨年 12月 16 日はアメリカが出して，そ

れからその数日後にはドイツが作ったと発表しまし

た。ようやく公表されたのですが，いくつかの国，

特にＥＵ加盟国はＥＵ指令もあって，率先して作ら

れています。一体何がそこに書かれているかという

と，企業の人権尊重の責任を促進するために政府が

何をするのかということが具体的に記載されていま

す。例えば本当に情報を提供するとか，イギリスで

あれば英国現代労働法の話が出ていたりとか，具体

的な施策が書かれています。それから共通して見ら

れるのが，今日何度も話題になっておりますミャン

マーにおけるような責任ある企業活動に注目し，そ

れを促進するための具体的なお金，それから支援の

方法なども書かれています。 

 私たちジェトロアジ研がどのような調査をしてい

るのかということですが，１つにはサプライチェー

ンにおける労働・安全衛生・環境に関する方針につ

いて企業の方々からアンケートをとっています。な

ぜサプライチェーンにおける方針が重要かといいま

すと，企業が進出したときに，そこの国の例えば労

働基準法が国際的基準に満たす状況にないような場

合や，未整備であったり，執行が弱かったりする場

合に，その国の労働基準法のそこそこの部分を守っ

ていれば大丈夫ということでは今はなくなってきて

いて，特にそういったものに不備がある国において

は，企業自体が自分自身の防衛のためにきちんとし

た方針を持っているということが重要になってきて

いますし，取引先からもその企業がそういった方針

を持っているかどうかということが重視されるよう

になっているからです。ですから，そういったこと

を調査する必要が生じています。自分たちがサプラ

イチェーンの方針を持っていて，それをサプライヤ

ーの方へこういう方針に従ってくださいねといって

いる数よりも顧客の方からいわれているという数の

ほうが多いのであり，サプライチェーンの構造上い

ろいろな問題があると思われますが，日本企業は受

け身であるといえるのであり，大企業と中小企業で

比べると，やはり中小企業の方が手当が遅れている

ことがわかります。 

 それから，先ほどお話したのは国内の企業につい

てでしたが，在ＡＳＥＡＮ加盟国で活動している日

本企業についても，調査の結果，やはり同じように

自分たちに方針があって準拠を求めているというよ

りも求められているという数の方が多いことがわか

りました。ですから，日本企業は受け身であるとい

え，政府からの人権尊重に対するシグナルを発する

ことが重要であり，企業ももっと主体的に準備する

必要があると感じました。 

 今日ベトナムのことが多く話題になっています

が，ベトナムのサンプル数はもうタイに匹敵する数
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で，有効回答数は，タイが 557 でベトナムは 513 で

した。特に製造業の著しい伸びがあって，今日は過

去 20年間という話が出ていますが，日系企業のベト

ナムにおける設立年度別のグラフを見てみますと，

やはり 90年代以降から著しく伸びており，そういう

顕著な伸びというのはほかの国には見られません。

もちろんいろいろな要因があるかと思いますが，１

つには法制度の導入とその発展というのがあると思

います。サプライチェーンに関していうと，ベトナ

ムでは現地調達率の伸びがほかの国に比べてぐんと

大きくて，例えばタイは2010年に現地調達率が56％

で，2016 年の調査でも 57％で，既にサプライチェー

ンがそこに存在しているということがわかります

が，ベトナムの場合は 2010 年に現地調達率がたった

22％だったのが 2016 年では 34％にまで増えている

のですね。ベトナムにおける著しい経済発展と日本

企業のオペレーションの進展度は，こういったとこ

ろにも十分見てとれます。ですからなおさら，これ

まで気付いていなかったリスクに気付く必要がある

と思います。アジ研とジェトロヤンゴンが共催で，

ＩＬＯヤンゴンの方も呼んでヤンゴンで行ったセミ

ナーにおいて，「ミャンマーにおけるビジネスと人

権，これからのビジネスに求められる企業行動とは」

ということで，いろいろなディスカッションをしま

したが，そこでミャンマーでの事業において懸念さ

れる人権リスクについてアンケートをとったとこ

ろ，サプライチェーンや下請けにおける労働者の状

況，未整備な法律関係と現実のギャップの埋め方，

土地に関する権利の問題，それからローカルスタッ

フとの関係，そもそも人権リスクというコンセプト

自体が欠如していることなど，いろいろな興味深い，

非常に示唆に富む回答をいただきました。 

 法整備支援への指導原則のインプリケーションと

いうことについて，平成 25年に法整備支援に関する

基本方針の改訂版が出て，そこに日本企業の海外展

開に有効な支援ということがありますが，これは決

して二律背反するものではなく，企業展開を行うに

伴う人権後退ということの議論を超える必要があり

ますし，もちろん皆さんおわかりのとおりで，私と

してはこの指導原則というものを活用することによ

って，そして，この指導原則のフレームワークに乗

ってナショナルアクションプランを今後策定してい

く中で，今まで我々というか，皆様方がやってきた

法整備支援をうまく入れ込んでいくことによって，

法整備支援の見せ方ということに活用できると考え

ています。１つには，法整備支援そのものが指導原

則を具体化するものであるということです。日本企

業に対して人権尊重のシグナルを出すこともできま

すし，ＪＩＣＡ，法務省など国が関係している機関

がいろいろな法分野において支援している中で，政

策の一貫性というものを示すことができるとも考え

ます。 

 ２つ目には，イギリスもそうですし，アメリカも

そうですが，この指導原則をどういうふうに使って

いるのかということを外交政策の中でアピールして

いるのであり，そういう意味で活用することができ

ますし，それから３つ目には，先ほどトーマス・キ

ンタナ氏が日本に来たというお話をしましたが，先

進国だけでなく途上国もこの指導原則に基づいて政

策を実行する必要があるところ，法整備支援は相手

国自体がこの指導原則を実現していくための支援に

もなると考えられます。ワーキンググループによる

ナショナルアクションプランの策定ガイドラインの

中にも，開発協力を通して相手国政府の法制度整備，

法執行を支援するというのが１つの具体的な政策の

例として挙げられています。 

 最後になりますけれども，アジェンダ 2030 の中

で，やはり法整備支援にとって一番重要なのは目標

16だと思います。忘れてはいけないのがＳＤＧｓの

全ての条文は，全ての人々の人権を実現するという

ことを目指すということが前提になっているという

ことで，その意味でもビジネスと人権の指導原則を

活用することによって，これが非常に良い指針にな

るのではないかと考えております。 

 今日お話しさせていただいたことについて，ICD 

NEWS の昨年９月号に「法制度整備支援と『ビジネ

スと人権に関する国連指導原則』－すべては人々の

権利のために－」という論文を掲載させていただき
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ましたので，お読みいただければ幸いです。 

 長くなりましたが，ご清聴ありがとうございました。 

 

外山太士日本弁護士連合会国際交流委員長による報

告  

 私のご報告は，今のお二人のような高位のレベル

からのお話ではなく，日弁連の国際交流委員会とい

うところを中心に，私たちが国際司法支援活動と呼

んでいる活動を行っておりますので，最近の活動状

況について報告させていただきたいと思います。 

 日弁連の活動ですが，ここ最近は，ベトナム，カ

ンボジア，モンゴル，ラオスの４か国を対象にして

います。今日，ベトナムの前大臣，前次官にも来て

いただきましたが，もともと日弁連としては早くか

ら活動させていただいていたのはカンボジアでし

た。磯井弁護士の報告にもありましたように，2001

年から 2010 年までＪＩＣＡの資金を得まして，カン

ボジアに弁護士養成校を設立し，その運営を支援す

ることを中心に活動しておりましたけれども，その

プロジェクトが終了した後は，対象国を広げて活動

しています。 

 ベトナムにつきましては，これも今朝の報告の中

に出てきましたが，2009 年にベトナムにＶＢＦと呼

んでおりますけれども，全国的な弁護士会組織がで

きました。ＪＩＣＡのベトナムの支援自体はもうそ

れよりずっと前から始まっていたわけですけれど

も，ようやくそのような組織ができたということで

ＪＩＣＡの支援のカウンターパートにもこの弁護士

会が入ったということを受けまして，2009 年以来，

このＪＩＣＡの依頼でＶＢＦに対する本邦研修を実

施してきています。そのテーマは，若干語弊を恐れ

ずにいえば，このＶＢＦもでき上がって当初の数年

間というのは，組織としてまだ十分安定していない

状況でありまして，本邦研修も弁護士会の運営，そ

れから刑事弁護，あるいは弁護士に対する研修とい

ったようなテーマで繰り返し行ってきました。その

本邦研修の成果がその後どのように現地で活かされ

てきたかということについては，必ずしも十分にフ

ォローし切れていなかった面があったように思いま

すが，昨年は，弁護士会の組織の機能強化がテーマ

になっており，ベトナムの弁護士会が導入を真剣に

考えている当番弁護士制度についても取り上げられ

ました。これは司法アクセスという意味から見ても

非常に重要な制度で，ベトナムにも導入できればよ

いと考えておりますし，日弁連として 20年くらい前

から苦労して導入をしてきた制度でもありますの

で，ぜひこのようなベトナム弁護士会側の要請には

応えていきたいなと思っておりまして，来年度はＪ

ＩＣＡともそのあたりについてお話をさせていただ

いて，少しこの当番弁護士制度の構築に関する支援

ができないか，既に現地の専門家を通じて少し協議

を始めているところです。 

 それからカンボジアですが，これも先ほど触れま

したように，2010 年に弁護士養成校に対する支援が

終了した後は，スローな支援となりましたが，昨年

の 10月に日本弁護士連合会の会長がかわりました，

昨年末に新会長と我々代表団が訪問しまして，今後

の支援関係について協議をして参りました。現地で

は日本の支援によって新民法，新民訴法ができたと

いうところまではいいわけですけれども，それを具

体的に運用，適用するにおいて，弁護士もいろいろ

わからないこともあるし，裁判官，裁判所と弁護士

との間でその新民法，新民訴法の解釈運用について

認識に溝があるというような問題が起きているとい

うようなことを伝えられました。ＪＩＣＡも今年の

４月から，次期プロジェクトを実施することを検討

していると伺っていますので，そのプロジェクトの

中で現にカンボジアの弁護士会のほうから挙がって

いる問題意識を受けとめられるのかどうか，少し協

議させていただければと思っています。 

 モンゴルにつきましては，これもＪＩＣＡの委託

で調停制度について，2011 年頃から取り組ませてい

ただいておりました。このプロジェクトは 2015 年に

終了しているわけですけれども，この間に日弁連と

モンゴルの弁護士たちとの間に一定の関係が構築さ

れましたので，その関係を基礎にしまして，モンゴ

ル側で自分たちの費用で日本に来るので，一定のテ

ーマについて研修を行ってほしいという申し出があ
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りまして，2013 年から毎年モンゴル弁護士会の人た

ちが日本に来て，日弁連の方で中身を作らせていた

だくという形での研修を行っておりまして，今年度

までに４回行っています。なお，このような動きの

中で，モンゴルには弁護士会ともう１つモンゴル法

曹協会という法曹団体が存在しているのですが，そ

ちらと友好協定を締結し，より関係を深めていくと

いうことを現在検討しているところです。 

 それから４か国目，ラオスですけれども，ラオス

につきましては，2012 年度以来，東芝国際交流財団

という民間の財団の支援と日弁連が独自に支出する

資金と合わせた形で，それほど大きなものではあり

ませんが，毎年時宜に適したテーマを選んで研修支

援を行っております。午後のパネルディスカッショ

ンの中でありましたが，ラオスでは 2015 年にいわゆ

る「統一修習」を行う司法研修所が設立されたとこ

ろ，その研修所には当然裁判官教官，検察官教官以

外に，弁護教官もいるわけですが，ラオス弁護士会

がＪＩＣＡのプロジェクトのカウンターパートにな

っていない関係で，弁護教官に対する直接の支援と

いうのはこのＪＩＣＡのプロジェクトの範囲に入っ

ていないということもありまして，この弁護教官に

対する支援を日弁連のほうで昨年度から行っており

ます。来年度も行いたいというふうに考えておりま

すけれども，これにつきましても，もう少しＪＩＣ

Ａ側で行っておられるラオスの司法研修所に対する

支援との連携，協力関係をもう少し強めるべきであ

ると考えています。 

 当委員会といたしましては，国内向けにもこのよ

うな活動の理解を深め，このような分野に若手がも

っとたくさん入ってきてもらうために，2015 年に，

これは松尾先生を始めとする，ここにもいらっしゃ

る多くの先生方の協力を得まして，次世代の国際司

法支援を担う弁護士養成研修という連続研修を行わ

せていただきました。この研修も実施するのになか

なかの負担もありますから，毎年はできないのです

が，これからも少し小規模なものにはなるとは思い

ますけれども，このような研修を行って若手の育成

に努めたいと考えているところです。 

 少し雑駁なご報告になりましたけれども，以上で

あります。ご清聴ありがとうございました。 

 

武井健浩特許庁総務部国際協力課課長補佐による報

告 

 特許庁から参りました武井と申します。国際協力

課というところに所属しておりまして，ここは新興

国，途上国の知財協力支援の企画立案，実施を行っ

ているところですが，私はＡＳＥＡＮを中心に担当

しております。 

 私たち特許庁は，知的財産制度のもとで特許，意

匠，商標といった創造の成果が適切に保護，活用さ

れ，産業が持続的に発展することを目指しておりま

す。 

 現在の企業活動を見てみますと，グローバル化が

進み，国内のみならず，海外においても知的財産が

保護され，活用ができる環境がより一層重要になっ

てきております。特許庁においては，グローバルな

事業を展開する企業を支援するためのいろいろな取

組に力を入れているところです。この会の趣旨にも

ありますとおり，「日本企業の海外展開のための環境

整備」という観点から，我々特許庁が取り組んでい

る新興国・途上国への支援・協力のうち，特にＡＳ

ＥＡＮへの取組について発表いたします。 

 最初に，国際展開における特許庁の役割を説明さ

せていただきたいと思います。企業活動のグローバ

ル化が進む中，国内のみならず世界中で知的財産権

を円滑かつ予見性高く取得，活用できる環境が重要

であると考えており，そこで特許庁は，世界最速，

最高品質の審査といった我が国の知財制度を更に充

実させ，それをもとに企業が世界で知的財産を取得，

活用しやすい環境を構築することがその役割である

と認識しています。具体的には，日本の審査結果，

審査手法の活用という点，知的財産分野の制度・運

用の調和，それから企業の国際展開を支援する体制

の充実という３つの点について特に取り組んでいる

ところです。 

 まずＡＳＥＡＮへの企業の進出の状況について簡

単にお話しいたします。日本からの輸出の動向を見
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てみますと，ＡＳＥＡＮ地域というのはアメリカと

中国に次いで第３位となっているとともに，近年，

進出企業数も急激に増加しています。企業にアンケ

ートをとってみても，中期的な有望事業展開先とし

てＡＳＥＡＮ各国が上位を占めます。世界各地への

特許出願状況を見ると，輸出の割合に比べるとＡＳ

ＥＡＮ地域の出願の割合は非常に少ない状況にあり

ますが，今後出願が急速に増えていくことが見込ま

れます。そういう状況にありますので，特許庁とし

ましては，ＡＳＥＡＮへの知財システムの整備への

支援・協力はますます重要になってくると考えてお

ります。そこで，ＡＳＥＡＮの知財制度の運用への

対応ということで，権利の取得，権利の行使という

縦軸と，制度と運用という横軸で整理してＡＳＥＡ

Ｎ地域への現在の特許庁の対応の状況を俯瞰してみ

たいと思います。 

 まず，権利取得の観点からは，制度面では国際的

に権利を取得するための手続を簡素化することを趣

旨とする国際条約があるのですが，その国際条約へ

の加盟を支援する取組，それから適正な権利設定に

ついての取組，それから運用面では手続の透明化を

図るとともに，審査を迅速に，そして質の高いもの

にするための取組が挙げられます。 

 一方，権利の行使については，制度面においては，

取締規定の充実，知財を専門に扱う裁判所の設置と

いった制度の充実を図る取組，運用面においては，

模倣品対策の充実を図り，消費者への知財の重要性

を啓発する取組を行っております。全体を通してハ

イレベルな会合における後押しをし，それに加えて，

権利取得面の審査協力，また権利行使面のエンフォ

ースメント支援，さらに，これらを下支えする幅広

い人材育成を行っているところです。 

 ここでＡＳＥＡＮ各国の状況を見てみますと，多

様性を有する国々の集まりであり，経済の発展度合

いも，知財制度の構築状況も国によって大きく異な

っております。一般的な指標として人口やＧＤＰも

全然違いますし，出願数等を見ても各国かなり違い

があり，知財に関する国際条約の加盟状況にもばら

つきがあります。特許庁においては，こういったＡ

ＳＥＡＮの状況を踏まえまして，協力の仕方をいろ

いろ考えていますが，私たちがマルチと呼ぶ多国間

協力による取組と，それからＡＳＥＡＮ各国との二

国間協力による取組を並行して実行しております。 

 多国間協力では，ＡＳＥＡＮ各国の知的財産の基

盤強化を目指して，ＡＳＥＡＮ全体に対して日・Ａ

ＳＥＡＮ特許庁長官会合などを活用してアクション

プランを策定し，それに基づいて課題解決に取り組

むという形をとっています。二国間協力は，各国の

実情の相違を踏まえてテイラーメイドともいえる協

力をしています。 

 ＡＳＥＡＮ全体への取組として，2012 年から日・

ＡＳＥＡＮ特許庁長官会合というものを開催し，そ

れを活用してアクションプランを策定，その実行を

推進してきており，これまで本会合は６回行ってお

ります。直近の会合は昨年６月にインドネシア・バ

リで開催いたしました。ここでもアクションプラン

が策定され，このプランに基づいて本年度もこれま

で支援や協力を着実に実施してきております。この

プランには，特許審査基準コースという審査基準の

整備をするものが含まれており，これは権利取得の

際の手続の透明化につながるものです。昨年９月に，

ＡＳＥＡＮ各国の特許審査基準の担当者を日本に招

へいし，その際に，基準や実務等の基本的な知識の

共有に加え，その基準の考え方についての議論を２

週間程度かけて行いました。課題や考え方の理解を

深めることに非常に役立ったと考えております。 

 また，ＡＳＥＡＮ各国が特許，商標，意匠に関す

る国際条約に加盟することを目指す過程で特許庁

は，様々な支援をしてきていますが，直近の成果と

しましては，マドリッドプロトコルという商標に関

する国際条約に，支援が活用されてブルネイが加盟

することができました。また，インドネシアとマレ

ーシアにおいても，マドリッドプロトコルに加盟す

るための国内体制の準備を着実に進めることができ

ました。意匠のハーグ条約，ＰＣＴと略称される特

許協力条約の２つにカンボジアが直近の成果として

加盟を果たすことができました。 

 次に，知財の権利取得と権利行使にかかわるＡＳ
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ＥＡＮの人材育成支援についてお話をしたいと思い

ます。特許庁は，長年にわたり，アジアを始めとす

る新興国に長期と短期の専門家を派遣し，これらの

国の審査官や研修生等の受入れを積極的に行ってき

ました。それに加えてセミナー，ワークショップの

開催も行ってきており，今年度もＡＳＥＡＮ各国か

ら 300 名程度の研修生を受け入れております。また，

ＡＳＥＡＮ各国には特許庁の職員を専門家として派

遣し，人材育成を始めとする各種の取組に貢献して

おります。 

 各国の実情に沿った二国間協力について紹介した

いと思います。日本の審査結果や審査手法の活用に

よる支援や協力をしていくことの１つとして，特許

審査ハイウェイという取組があります。この内容に

つきまして簡単に紹介しますと，日本で特許になっ

た出願と対応する内容が対象国に出願された場合，

その対象国，ＡＳＥＡＮの対象国のどこかがその日

本の審査結果を参照しながら早期に審査を行うとい

うスキームです。こういったものについて，今ＡＳ

ＥＡＮで，自国で特許の実体審査を行っているシン

ガポール，フィリピン，インドネシア，タイ，マレ

ーシア，ベトナムにおいて，ＰＰＨという特許審査

ハイウェイの取組が既に開始されています。ただ，

この取組を導入しただけで必ずしもメリットがある

わけではなくて，着実に運用されることが大事であ

るということもあり，直近の取組としましては，イ

ンドネシアに専門家を派遣しまして，インドネシア

の現状調査と運用の確立支援を実施し，大きな成果

を上げています。 

 もう１つ，特許審査ハイウェイに加えて，同じよ

うに審査結果を活用するという意味での取組があ

り，これは特許の付与円滑化に関する協力，ＣＰＧ

というものです。これも本年度から開始したもので

すが，特許の実体審査を実質的に行っていない国に

対して，日本の審査結果を活用して迅速に権利設定

を可能にするという取組です。これによって現地に

進出する企業の活動を支援することができると考え

ております。この取組は，カンボジアでは 2016 年７

月１日に，ラオスでは 2016 年 11 月１日に始まって

います。 

 また別の話になりますけれども，日本の審査手法

の活用，人材育成の一環としての取組を紹介いたし

ます。本年度，新人審査官を大量に採用したタイに

対して，審査の実務能力向上と審査期間の短縮を目

的に，タイの新人審査官に対する研修を日本の特許

庁が実施いたしました。これは初めての取組でして，

非常に評価をいただいております。昨年 10月に特許

庁がベテランの審査官４名をタイに派遣しまして，

特許審査の中核となる先行技術調査と判断手法の講

義を行っております。 

 さらに，これは商標の話になりますが，有名なブ

ランドなどの他人の商標を不正な目的をもって商標

出願し登録する，悪意の商標出願というものがあり，

特許庁は，この悪意の商標出願に関して各国と意見

交換を行い，各国における商標の適切な保護を働き

かけております。例えば，直近ではベトナムにおい

て悪意の商標出願に関するセミナーを開催し，普及

啓発の支援も行っています。 

 知財庁の設立を目指すミャンマーへの支援につい

てもお話ししたいと思います。先ほど別の方からお

話もありましたけれども，ＪＩＣＡのスキームを特

許庁も活用させていただいて，特許庁の特許審査官

を専門家として現地に派遣しております。これまで

知財庁設立に向けて取り組んでいるミャンマーと一

緒に体制整備や，細則や業務フローの整備などの点

において支援を行ってきました。今後も同様の支援

を続けてゆくつもりです。また，特許庁はミャンマ

ー教育省との間で二国間の協力覚書も結んでおりま

して，人材育成を始め，業務フロー策定支援など多

岐にわたる支援を行っています。 

 権利取得だけではなく，権利の行使ができる環境

が重要であるため，特許庁はエンフォースメント支

援も行っており，ＡＳＥＡＮ各国の警察，税関へ協

力する形で，知的財産に関する研修の提供による人

材育成を行っています。ベトナムとの間では，ＪＩ

ＣＡのこの分野でのプロジェクトに特許庁の職員が

長期専門家として参加しており，べトナムの取締機

関の職員を招へいして特許庁が研修をしており，こ
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のような取組を通じて，ベトナムにおける執行や取

締体制の改善に貢献しているものと考えておりま

す。最近の取組としまして，インドネシアとの間で

知財フォーラムを昨年 10月に開催し，このフォーラ

ムにおいては，インドネシアの最高裁の判事を招へ

いし，知財エンフォースメントに関する講演もして

いただくことができました。また，その際，インド

ネシアの法務人権大臣も日本にお越しいただき，知

財高裁との意見交換も行っていただきました。こう

いった取組を通じて，日本とインドネシアにおける

行政及び司法における知的財産保護に関する相互理

解の促進に貢献したと考えているところです。 

 最後になりますが，特許庁といたしましては，権

利の取得だけでなく，権利の行使も含め，制度面，

運用面への支援，協力を引き続き行いたいと考えて

おり，権利行使の部分については特許庁だけでは十

分にできない部分もあると当然ながら感じておりま

して，この先支援をしっかり行うためにも，法務省

の皆様，裁判所の皆様と協力を進めながら，「日本企

業の海外展開のための環境整備」の一環として，Ａ

ＳＥＡＮでの知財環境の向上に貢献していきたいと

特許庁は考えているところでございます。 

 以上でございます。ご清聴ありがとうございまし

た。 

 

法務総合研究所国際協力部による報告 

【阪井光平国際協力部長】国際協力部長の阪井でご

ざいます。今日はご来場いただきまして本当にあり

がとうございます。私からは，連携と協調という観

点から話をさせていただきます。 

 日本の支援機関相互の連携の必要性，これについ

ては，先ほどＪＩＣＡの河西さんもおっしゃったと

おりです。支援対象の「法」は多様化し，基本法か

ら経済・商事の法律へと広がっており，今までのよ

うに法曹の方々の力だけではどうにもならなくなっ

ています。今特許庁の武田さんからも話が出ました

し，先ほどジェトロアジ研の山田さんからも指摘が

ありました。法整備支援は，もはや法曹，そして法

学の研究者だけによってとても回らなくなってお

り，当部といたしましては，様々なところと連携を

強化したいと思い，実際に動いております。 

 「整備」の多様化ですが，単に法令を起草するだ

けでなく，制定された法律の運用，それに携わる人

材育成へ進んでいっており，法曹・行政官の研修・

研さんの経験者，有知識者と幅広く交流したいと，

このように考えております。 

 次に「支援」の変化があります。従前の篤志家に

よる奉仕活動から国策へと変わりつつある中，国民

への説明，人材の確保・発掘が必須であり，この面

でも真に効果的な法整備支援を展開するにはアクタ

ー間の連携・協調が必須であると考えております。 

 このような意味で求められる連携については，私

は横の連携と縦の連携というようにいつもいってお

ります。横の連携のためには，今日の連絡会のよう

なアクター間の密接な情報交換が必要でこのような

会議をもう少し頻繁に行いたいと思っています。従

前は，自分たちはこういうことをしているのだとい

うことを発表する機会に終始していたきらいがあり

ますが，それについては疑問を呈さざるをえません。

ほかのところはどうしているのだという質問を出し

合い，それはおかしいのではないかと指摘し合うよ

うな場でなければならないと思うのですが，近時こ

の法整備支援連絡会は国際会議化してきて，それは

それでよいのですが，ほとんど議論する機会がなく

なっていたように感じています。今後は今日のよう

な議論の場を増やし，国際会議的なものは別の日に

やるなどして，工夫していきたいと考えています。 

 次に，講義等の開放，相互乗り入れということが

あります。これは，当部の部報である ICD NEWS の

積極活用ということにも絡みます。皆さんのところ

にも 69号がつい先日届いていると思います。その号

では，ミャンマーに対する知的財産分野の支援にお

ける我が国の支援機関の連携・協調を特集しており

ます。冒頭に私が「連携・協調のフォーラムとして

の ICD NEWS」という一文を書いておりますので，

ぜひこれを読んでいただきたいと思います。私のい

いたいことはほぼここに集約されておりますので，

是非お読みください。実際のところ，今後は，ICD 
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NEWS を連携・協調のための本にしたいと思ってい

ます。この号では，ミャンマーの支援において，い

かにオールジャパン体制が構築されているかという

観点から，特許庁の方にもＪＩＣＡの方にも模倣品

対策室の方にも弁護士の方にも書いていただきまし

た。次号は３月末発刊予定ですが，弁護士による法

整備支援を特集いたします。それに先立ちまして，

69号に，先ほどお話しいただいた矢吹先生に巻頭言

を書いていただきました。そこには，弁護士会の支

援のこれまでの流れが出ておりますが，次の号では，

日弁連の現交流委員長の方のほか，さまざまなフィ

ールドで法整備支援に関わる弁護士の方々，ＪＩＣ

Ａ本部におられる方や，長期専門家として対象国に

行かれている方に，それぞれの立場から弁護士とし

て法整備支援にどのように関わっておられるのか語

っていただくことにしております。 

 先ほど，山田さんが紹介されましたように，ビジ

ネスと人権についての論文を山田さんに書いていた

だいており，１つ前の 68号に掲載されておりますの

で，ぜひ読んでいただきたいと思っております。67

号から内容を一新し，表紙も変えました。いろいろ

な分野で活躍される方々に寄稿いただき，外国法制・

実務というところに関しましては，対象国の最新の

情報をお届けするようにしています。例えば中国に

長期派遣されている白出博之弁護士が行政訴訟法に

ついて詳細に報告してくださっております。 

 さらに，69号からは，今後の当部の行動予定，活

動予定というコーナーを設けており，そこを見てい

ただきますと，いつごろ，どこで，どういう研修や

その他行事を実施するのかがわかりますので，どう

ぞ見に来てください。大阪でも東京でも行っており

ますが，ここのこういう研修を見たいという方がお

られましたら，いつでもお声かけください。内容に

よっては，公開を制限することがあるかもしれませ

んが，基本的には公開したいと思っております。 

 私たちの方でも，他の機関の研修に乗り込んでい

きたいとさえ思っており，実際，先月は，経産省の

模倣品対策室がインドネシアの警察関係者を招へい

された際，日本の刑事手続において，商標法違反等

の知財に関係する事件がどのように扱われているか

を説明させていただきました。いわゆる水際対策と

一緒になって模倣品対策に関する有意義な知見の提

供であると思っており，こちらもそういう形で活動

していきたいと考えています。また，弁護士知財ネ

ットの先生方との連携も進めており，その点に関し

ましても，先ほどお話ししたミャンマーの知財支援

に関する記事をお読みいただきたいと思います。 

 私の考えている縦の連携ですが，一番大切だと思

っているのは，国民に対する積極的な広報です。三

浦さんもいっておられましたけれども，結果をしっ

かりと発表しなければいけないと思っています。こ

れまでの議論で出ていますが，これまで約 20年間に

わたって，これだけ良いことをしてきた，そして今

もこれだけ素晴らしいことをしているわけですが，

それを法整備支援に関わっていない人々が知ってい

るかといえば，残念ながらほとんど知らないのが現

実です。後ほど，当部副部長の伊藤が説明いたしま

すが，当部は今年の 10月に東京に移転します。それ

で今，関西のいろいろな方々に説明に上がっている

のですが，「東京に移られて残念ですね」といってい

ただけるのであればまだしも，「日本の法務省はこん

なことしていたのですか」と問われてしまうことさ

えあります。ある意味がっくりくるのですが，これ

は，いかに私たちが広報を怠ってきたかということ

を如実に示すものであり，痛烈に反省しているとこ

ろです。 

 もう１つの縦の連携は，次世代の発掘・育成であ

り，これも当部は最近非常に力を入れております。

今年度に入ってから，大阪大学，神戸大学，そして

京都大学の学部生の方，法科大学院の方が当部に来

ていただいており，当部の概要を説明したり，その

ときに行われていた研修を見ていただいたりしまし

た。ICD NEWS に来訪というコーナーを設けて，そ

れぞれの内容を紹介しておりますので，こちらにも

目を通していただければ幸いです。この会場には，

学生の方も，大学の先生も来られていると思います

が，先生方の授業の関係で学生さんたちを当部に連

れて来たいというご希望があれば，１人でも２人で
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も受け入れますので，ぜひ積極的にお申し出いただ

きたいと思います。 

 このような若手向けの広報を大々的に行ったの

が，昨年６月の「法整備支援へのいざない」と名を

うった行事であり，自分の将来の国際関係の仕事と

いうキャリアパスの中で法整備支援を考えてもらう

というモチーフで，この会場で開催したのですが，

学部生の方，法科大学院生の方，司法修習生の方，

若手弁護士の方など，私が当部に来てから経験した

中で最も多い，約 150 名の方に来場いただき，本当

に熱気にあふれておりました。松尾先生にも講義し

ていただきましたし，経験豊かな弁護士さんにも語

っていただきました。 

 こういう広報活動を当部は積極的に行っておりま

す。また，裁判所でも主に若手判事向けに法整備支

援についての講義の場を与えていただいておりま

す。当部には裁判官出身の教官がおりますし，カン

ボジア，ベトナムには裁判官が検事に転官した上で，

ＪＩＣＡの長期専門家として派遣されています。裁

判所も法整備支援には大変理解を示してくださって

おり，昨年は大阪地裁と東京地裁に私と裁判官出身

教官が出向き，主に若手裁判官に対して，裁判官が

法整備支援の場でどのような活動をしているのかに

ついて講義して参りました。これも私たちの広報の

１つだと考えております。 

 そして次に，一般の方向けの広報では，ＩＣＣＬ

Ｃが「金沢セミナー」という形で金沢市においてず

っと市民向けセミナーを続けており，当部も関わら

せていただいています。去年は法整備支援を一般の

方に解きほぐすための講座にするということで，松

尾先生にも来ていただきましたし，今タイのＵＮＯ

ＤＣ事務所におります当部の前副部長，柴田紀子さ

んもタイから呼んで講演してもらいました。市民に

対する直接の広報という意味において，このセミナ

ーは画期的なもので，今後も当部は積極的に関わり

たいと思っております。私は，縦の連携の下の方に

はこれからの法整備支援を担う若手の方がいて，上

には国民の方々がいると考えています。国民に対す

る説明をしっかりしなければいけないと常に考えて

おりまして，メディアからの取材要請があれば積極

的に受けております。実は今日もＮＨＫさんが来ら

れており，早速ネット版のニュースにこの法整備支

援連絡会の記事が掲載されています。こういう広報

が本当に必要であると思っておりまして，当部とし

ては引き続き力を入れていきたいと考えておりま

す。 

 大阪で育てていただきまして，いろいろな方々に

ご支援をいただきました当部ですが，さまざまな事

情がございまして，ことしの 10月に東京に移転する

ことになりました。何名かの方々には既にご説明し

ておりますが，多くの方に集まっていただいている

機会ですので，当部副部長の伊藤から，当部の移転

につきまして，手短に発表させていただきたいと思

います。 

【伊藤浩之国際協力部副部長】 それでは，最後に

私のほうから当部の東京移転について説明させてい

ただきます。 

 平成 13 年，2001 年に国際協力部が法総研にでき

まして，またその年にこちら大阪中之島合同庁舎に

移転してきて，それ以来，皆様方のご指導，ご協力

をいただきまして法整備支援を進めて参りました。

昨今ではいろいろな政府の重要な施策の中にも法整

備支援の促進ということが唱われるようになりまし

た。 

 今年度だけでもＪＩＣＡの本邦研修という形で

は，予定も含めますと 16回私どもで企画，運営をさ

せていただいていますし，そういったＪＩＣＡの本

邦研修以外でも，法総研としましては，バングラデ

シュや東ティモールなどの方々を，共同研究という

形で日本にお呼びしたりしております。 

 また，ラオスの民法典制定に関するシンポジウム

というのを２月 28日午後に，この国際会議場で開催

する予定です。2012 年からラオスの民法典の制定に

ついて起草支援を行ってきたのですが，今年には成

立する見込みですので，その民法典の内容をご紹介

し，それから東南アジアに進出する企業を法律面か

ら支援をされている弁護士さんなどにも参加してい

ただいて，その民法を前提に，どういった課題がま
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だラオスではあるのかという点などを議論すること

にしております。お時間のある方は是非ご参加いた

だきたいと思います。また，来年度になりますけれ

ども，ことし知財紛争の解決に関する国際会議も予

定しております。これはＡＳＥＡＮ＋３すなわち，

ＡＳＥＡＮ各国とそれから日本，中国，韓国の知財

に関わる裁判官を日本にお呼びして議論するという

大変興味深いものですので，ご期待ください。 

 そういった状況でございますけれども，当国際協

力部は，来年度，年でいいますと今年ですけれども，

東京に移転する予定になっております。背景といた

しましては，一言で申し上げますと，国際協力関係

部署の集約ということになります。もう少し加えま

すと，行刑改革にもリンクをしておりまして，矯正

機関にも老朽化，狭隘化が目立ち，そういう状況の

中で法務省が施設新設することになり，その施設に

先ほどから出ておりますＵＮＡＦＥＩと当部を入

れ，法務省の国際協力分野を集約して，より一層効

率的に推進し，体制の強化を図ることが企図されま

した。 

 実際に，そちらに集約，整備される施設としまし

ては，まず当部とＵＮＡＦＥＩがあります。それか

ら，法務省の法総研以外の研修施設である，公安調

査庁の研修所と矯正の研修所もそこに移転します。

そして，矯正医療の拠点として，現在の八王子医療

刑務所，関東医療少年院，神奈川医療少年院もそこ

に移り，さらに，八王子少年鑑別所も少年非行対策

センターとして装いを新たにして入って参ります。 

 場所は，東京の昭島市というところでして，電車

ですと中央線から青梅線に入りまして，立川から２

駅ほどのところに東中神という駅がございます。こ

の東中神という駅が最寄駅になり，東京駅からです

と１時間程度かかってしまう場所ですけれども，今

工事が進められております。 ＵＮＡＦＥＩと私ど

も国際協力部が入る国際協力関係の部署の建物以外

に 120 名程度と 60 名程度収容できる２つの国際会

議場の建物ができ，主に研修員を対象にした宿泊棟

も整備されます。 

 このような移転の予定がありますが，今後，大阪

でどのようなことを行うのかについては，私どもが

今使用させていただいている国際協力部のスペース

をどのように利用するのかを含めて現在調整中で

す。この法整備支援連絡会，これについては従来大

阪をメイン会場にして，東京とつないで開催してき

ましたが，昭島の新会議場がメインになるかとは思

いますけれども，関西でもお集まりいただける場所

は設定したいと考えております。 

 私どもがＩＣＣＬＣと共に行っておりますアジ

ア・太平洋会社法制研究会などの研究活動もＩＣＣ

ＬＣと協議の上，できる限り継続をさせていただく

方針です。アドバイザリーグループの先生方との協

議の場ももちろん十分に確保いたしますし，阪井が

申し上げました「法整備支援へのいざない」という

大阪でのシンポジウムも可能な限り継続したいと考

えておりますので，引き続きどうぞよろしくお願い

いたします。 

【阪井部長】 ということでございまして，実質的

には大阪で開く法整備支援連絡会は今日が最後にな

ると思われ，そういう意味においても非常にメモリ

アルな会でございました。朝から皆さんに活発なご

議論をしていただきまして本当に感謝しておりま

す。大阪で育てていただいたといって全く過言でな

い国際協力部でございますが，東京に移ることによ

りまして，ＵＮＡＦＥＩと一緒により効果的な法整

備支援ができると考えているところです。しかし，

まだまだ若い組織でございまして，外から見られて

何をしているのだと歯がゆい思いをされる向きも

多々あることでしょうが，それなりに順調に育って

きているという自負はあります。私は当部が青年時

代に差し掛かってからしか知らないのですが，幼少

時はさぞかし苦労しただろうなと思っています。何

とか立派に 15歳くらいになっておりまして，今後成

人を迎え，さらに大きくなるためには皆様のご援助

が不可欠であり，かつ，今日来られている若い方々

が今後この事業に対してさらに興味を持ち，何らか

の形で加わっていただくことも不可欠であると思っ

ています。引き続きご指導とご鞭撻をよろしくお願

いいたします。今日はどうもありがとうございました。
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小杉丈夫公益財団法人国際民商事法センター（ＩＣ

ＣＬＣ）理事挨拶 

 ＩＣＣＬＣの理事をしております小杉丈夫です。 

 本日は，このベトナム法整備支援プロジェクト開

始 20周年ということで，この「法整備支援の回顧と

展望」という題でのシンポジウムが行われて，第１

部，基調講演，第２部のパネルディスカッション，

それから第３部の関係者のご報告と，大変長い時間

をかけて充実した議論をしていただいたということ

を大変うれしく思っております。 

 私自身は，1996 年，ＪＩＣＡの支援が始まったと

きに，国際民商事法センターが設立され，その設立

当時からこの法整備支援に関与をさせていただいて

おります。満 20年間私も手伝いをしてきたというこ

とになります。来週の月曜日に国際民商事法センタ

ーの方は設立 20 周年の式典を東京で持つというこ

とになっております。顧みてもう 20年かと思います

けれども，最初のベトナム支援については，先ほど

からお話も出ておりますように，森嶌先生がずっと

手掛けていらっしゃったところを私どもがその後に

入っていったという形ですけれども，今考えてみて

も，ベトナムのグエン・デイン・ロック司法大臣，

森嶌先生と，もう一人忘れてはいけないのは三ヶ月

章先生です。当時は，法務省の特別顧問，国際民商

事法センターの最高顧問をされておりましたけれど

も，三ヶ月先生も非常な貢献をされました。ベトナ

ム支援で本当に幸いだったと思うのは，このリーダ

ーのお三方，ロックさんと森嶌先生の間，それから

ロックさんと三ヶ月先生の間には非常な信頼関係が

あったということです。そういうことでタイミング

もよかったのかもしれませんけれども，このお三方

のリーダーシップのおかげで本当に支援がうまくい

き，このような素晴らしい結果をもたらしたと思っ

ております。 

 第１回のこの法整備支援連絡会が開かれたのは

2001 年だったと思います。2001 は東京の法務省の大

会議室で行われ，そのときに私も初めて出ておりま

すけれども，そのころから見ても法整備支援連絡会

自体も随分発展したなと思います。 

 第４回のときに，ＪＩＣＡの招へいでロックさん

が日本に来られて，そこで三ヶ月先生とロックさん

が対談され，その内容が ICD NEWS に載っておりま

す。2003 年のことでしたけれども，それを読むと，

本当にお２人がこの法整備支援ということを深く考

えて，先も見通して着手をされ，実行に移されたこ

とがよくわかります。この機会にそういう最初の頃

のこともよく記憶をしておいていただければありが

たいと思います。 

 法整備支援連絡会については，今日は森嶌先生か

ら非常に厳しい叱咤のお話もあり，最後に阪井部長

からのお話もあって，今回を機会にまた新たな門出

といいますか，いいたいことをいうというか，こう

いうことをしたいということもどんどん議論する方

向に変わりそうなので，それは本当に今日の会議の

成果の１つだ思いながら伺っておりました。 

 ベトナムに始まった法整備の成果というのは，本

当に日本型といわれますけれども，被支援国の実情

をよく聞き，それに合わせて一緒になって整備を進

めると，それによって支援国の人材の育成にもつな

がるということで，それ自体非常によかったと思い

ますけれども，私は，人材育成というのは決して被

支援国だけじゃなくて，日本側にも大きな成果があ

ったと思っています。本日いろいろな方が話されま

したけれども，そういう法整備支援に関わられた

方々の蓄積ということ，それからここにいらっしゃ

る方々も含めて法整備支援に触れることによって自

分の知識というのか，ものの見方が変わって，新し

い考え方ができるようになった人たちがたくさんい

るわけです。これは日本にとっても非常に有意義な

ことだったのであり，本当に双方向のメリットのあ

ることを我々はやってきたと思っております。 

 今日は，特にこれからどうするのだと，先に向け

ての話がいろいろありました。被支援国のほうでも

どんどん状況が変わっている。アジア全体の状況に

変化があり，インドネシア，ミャンマーの新たな形

の知財分野の支援の話もありました。ベトナムやカ

ンボジアというのは，むしろ一番底のところから一

緒に作り上げていったというようなことがあります
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けれども，そうでない国，途中から支援をその一部

についてのみしていかなければならない国もあり，

また知財のようにこれから新しい問題に直面してい

かなければいけない，日本自体がそういうことを経

験していかなければならない分野というものもある

わけですから，この法整備支援を通じて支援国とか

被支援国とかいうことでなくて，お互い対等に研究

をするということも視野に入れながら今後の法整備

支援を，今は支援という言葉は使いますけれども，

考えていく必要があるとも思っております。 

 最後に，今日の会議で出たのは，やはり日本側の

意識改革ということと日本の国内の体制の整備をし

ていかなければいけないということでありました。

午前中，三浦さんが経済産業政策というものも念頭

に置いた法整備支援を考えなければいけないといわ

れましたし，司令塔が必要だという話も出ました。

また国民の目に見えるような形にしなければいけな

い，成果をきちっと出すようにしていかなければい

けないというような話もございました。いろいろな

面で今までのような個別に各団体がやっているとい

うことではなかなか対応の難しい，むしろオールジ

ャパンの体制をこれから強めていかなければいけな

いということが，今日のいろいろな議論の中で浮彫

りになったように思います。次の 20年が，このよう

な課題に適切に対処するようなチャレンジングな時

期であってほしいと思います。日本の法整備支援の

ますますの発展と皆様のご活躍を祈念して私の閉会

の挨拶といたします。どうもありがとうございまし

た。 
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